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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_02_法人住民税 追加確認事項

1. 法人住民税基本情報管理（法人台帳）
1.1. 基本情報登録・修正

0010 1.1.1. 法人基本情報管理

法人設立（設置）届出、異動届、申告書に基づき、以下の法人基本情報を登録できること。

・法人番号（番号法に定める法人番号）
・法源番号（税務署の管理番号）
・法人管理番号（団体独自に付番している番号）
・共通宛名の管理番号
・法人名（漢字・カナ・アルファベット）
・代表者名（漢字）、代表者住所
・本支店区分、本店（所在地、郵便番号、電話番号）、市町村内事務所（名称、所在地、電話番号、郵便
番号）
・届出日
・異動日（登記上の住所異動日等、法人の異動が行われた日）
・設立日、設置日、廃止日、解散日、清算決了日、事業開始日、事業休止日、事業再開日
・異動区分（設立、設置、異動、事務所廃止、解散、合併解散、清算決了、事務所等なし、除却、復活
等）
・法人区分（普通法人、公益法人等）、組織区分（株式会社、有限会社等）
・書類送付先
・施設区分（事業所／寮等）
・決算期（半年決算法人の管理を含む）、事業年度
・資本金の額
・従業員数
・分割区分
・産業分類コード（大分類、中分類）、事業種目
・連結申告情報
・税理士情報（氏名、住所、電話番号等）
・申告期限延長の有無および期間
・収益事業の有無
・減免・非課税区分
・申告書発送区分
・還付口座情報

※支店情報は無制限に登録できること

1.5. 台帳管理機能は、全ての業務の基本情報である
ため必須としています。また、下記の詳細につ
いては検討項目としています。

【対比表の差異、確認事項】
・代表者氏名（一部事業者が任意項目）、支店
登録（一部の自治体や事業者で「数の制限がな
く登録可」）、産業分類（B市など「市独自」
の管理、H市「中分類まで」の管理）などは検
討項目とします。
・E・I市の「事業開始日、事業休止日、事業再
開日」を検討項目とします。
・I市は、産業分類、事業種目を別に規定して
いますが産業分類のみで良いかも確認します。
・申告期限延長の有無及び月数は、対比表には
月数管理のみ記載がありますが、災害時の運用
を確認します。
・支店情報はU社などで「管理できる」とのみ
ありますが、具体的な管理用途を確認した上で
機能要件を整理します。

【その他】
・統合宛名からのデータ連携は、各社のシステ
ム構成に依存するため対象外としています。還
付口座情報は統合宛名システムで管理するケー
スもあると思いますが、対比表、中間標準レイ
アウトに倣い、こちらに記載します。

以下を確認させていただき機能詳細を検討します。

＜検討事項＞
（１）法人を特定するキー情報として、「法人番号」（番号法に定める法人番号）を利用しているか。また、利用する仕様
として良いか。（税務署、都道府県とのやり取りのキー情報にできるため）
（２）法源番号（税務署の管理番号）は必要か。法人番号が利用できる場合、必須ではなくなるか。
（３）異動日の管理に個別で、「設立日、設置日～」等を記載しているが、以下ア・イについて検討。
 ア．「事務所等を有さなくなった日」という日付管理は必要か。※異動日＋異動区分「事務所等なし」が管理できれば問題
ないと考えています。
 イ．「①事業開始日、②事業休止日、③事業再開日」は、管理が必須か。その場合、どのような内容を管理するか、その日
付管理が他の機能にどのように影響するものか（例．均等割月数計算に使用）。
 ※管理項目として必要ない（異動日・現況区分が管理できれば「事業開始日」などの管理は不要）場合はその旨をご回答く
ださい。
（４）代表者名・代表者住所の管理は必須となるか。（一部ベンダが任意項目としているため）
（５）支店登録は”複数又は制限なく登録できる”ことは必須か、その場合はどんな運用をしているか。
（６）支店ごとの開廃年月日の管理機能の要否　⇒　下の【検討事項（６）について】も合わせて確認ください。
（７）産業分類について、以下ご確認ください。
 ア．市町村独自の産業分類を設定することはあるか。また、日本標準産業分類以外を利用することはあるか。
 イ．（日本標準産業分類を利用する場合）大分類のみで良いか、中分類まで必要か。
 ウ．産業分類と事業種目は別項目として管理が必要か。

【検討事項（６）について】
・各システムで、開廃年月日を管理しているか、管理できる場合はそれが分割基準の計算にも使われているか。
※分割基準の管理だけでなく、支店の開廃や住所まで管理する場合、管理する目的は何か（例.証明書発行用など）。
※政令市では、均等割の計算上、行政区ごとに登録が必須か。

【検討事項（６）：追加要件（案）】
・域内支店ごとの開廃年月日を管理できること。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

（１）法人番号（番号法に定める法人番号）
・多くの団体が現在も使用しており、必須との意見が多数。必須化する。
（２）法源番号（税務署の管理番号）
・必須ではないが多数（B,C,D,H,J,K市）。E市も必須ではないが、税務署等とのやり取りであると便利とのこと。
→【確認】法人番号が利用できれば、実装不要、実装不可でも良いかを確認。
（３）異動日の管理
 ア．「事務所等を有さなくなった日」という日付管理（※異動日＋異動区分「事務所等なし」で良いか）。
・異動日＋異動区分「事務所等なし」で管理すれば足りる。
・なお、「事務所廃止」は法人の事務所が市町村外に移転することによる年月日の管理であり、いわゆる「休業日」等とは異なる。（2.2.12.の機能要件に関
連）
 イ．「①事業開始日、②事業休止日、③事業再開日」
・①事業開始日：必須。均等割月数計算に使用する。（不要の団体もあり）
・②事業休止日：要否が分かれる。必須の団体では、非活動法人の抽出にも利用。
・③事業再開日：不要の意見も多い。K市では、最新の事業開始日を上書きすることで足りるとの意見。
→事務局案：
　①＝必須。均等割月数の計算にも使用する目的。設立日と事業開始日（税法上の事務所等と認識できる時点）が異なる場合にも使用。
　②＝「ア」の議論のとおり、管理項目としては不要。なお、転出による事務所廃止は、「廃止日」で必須項目。
　③＝不要。メモ管理で足りるため、「実装不可」扱いとする。
（４）代表者名・代表者住所の管理
・氏名＝必須。
・住所＝不要。K市意見：頻繁に変わるため項目管理は不要。（1.1.6.の送付先設定区分でも不要かを、1.1.6.で確認）
（５）支店登録は無制限の登録
・必須。営業証明書発行に必要。申告情報管理には必須ではない。無制限でなくとも全支店が登録できる十分な数が必要。
（６）支店開廃日の管理
・必須。営業証明書の発行に使用。政令市では、行政区の均等割計算に使用する。分割基準の算定には不要。
（７）産業分類
・日本産業分類の大分類、中分類の管理が必須。事業種目、という別項目は不要。
（８）その他
・地方税共同機構ご意見「利用者ID」「納税者ID」の両方が必要か、構成員に確認させていただく。
・還付口座は収納システムで管理することでも可とする。

法人設立（設置）届出、異動届、申告書に基づき、以下の法人基本情報を登録できること。

・法人番号（番号法に定める法人番号）
・ 法源番号（税務署の管理番号）
・法人管理番号（団体独自に付番している番号）
・共通宛名の管理番号
・法人名（漢字・カナ・アルファベット）
・代表者名（漢字）、 ※代表者住所
・本支店区分、本店（所在地、郵便番号、電話番号）、市町村内事務所（名称、所在地、電話番号、郵便番号）
・届出日
・異動日（登記上の住所異動日等、法人の異動が行われた日）
・設立日、設置日、廃止日、解散日、清算決了日、事業開始日、 事業休止日、事業再開日
・異動区分（設立、設置、異動、事務所廃止、解散、合併解散、清算結了、事務所等なし、除却、復活等）
・法人区分（普通法人、公益法人等）、組織区分（株式会社、有限会社等）
・書類送付先
・施設区分（事業所／寮等）
・決算期（半年決算法人の管理を含む）、事業年度
・資本金の額
・従業員数
・分割区分
・産業分類コード（大分類、中分類） 、事業種目
・連結申告情報
・税理士情報（氏名、住所、電話番号等）
・申告期限延長の有無および期間
・収益事業の有無
・減免・非課税区分
・申告書発送区分
・還付口座情報（収納システムでの対応も可とする。）
・eLTAX利用者ID、納税者ID

※支店情報は無制限に登録でき、支店ごとの開廃日を管理できること。

＜追加確認事項＞
・「支店情報は無制限に登録でき」について、APPLIC税TFより「実際には上限値があるため、”複
数登録できる”等に記載を改めるべき」との意見がありました。
・特段問題ないと思っていますが、皆様の現行運用を踏まえて”最低でも○○以上”などの閾値は
あるでしょうか。あるいは、現行のパッケージ運用で困っている点はなく、「複数登録できるこ
と」でも事実上は問題ないでしょうか。→現行運用システムで、登録数に制限があるなど運用に支
障が出ている場合はご教示ください。

支店の登録数について、各構成団体がパッケージ機能で支障がない点
確認できたため、「複数登録できること」に変更します。

法人設立（設置）届出、異動届、申告書に基づき、以下の法人基本情報を登録できること。

・法人番号（番号法に定める法人番号）（※1）
・法人管理番号（団体独自に付番している番号）
・共通宛名の管理番号（※1）
・法人名（漢字・カナ・アルファベット）（※1）
・代表者名（漢字）
・本支店区分、本店（所在地、郵便番号、電話番号）、市町村内事務所（名称、所在地、電話番号、郵便番号）（※1）
（※2）
・届出日
・異動日（登記上の住所異動日等、法人の異動が行われた日）
・設立日、設置日、廃止日、解散日、清算決了日、事業開始日
・異動区分（設立、設置、異動、事務所廃止、解散、合併解散、清算結了、事務所等なし、除却、復活等）
・法人区分（普通法人、公益法人等）、組織区分（株式会社、有限会社等）（※1）
・書類送付先（※1）
・施設区分（事業所／寮等）
・決算期（半年決算法人の管理を含む）または事業年度
・資本金の額
・従業員数
・分割区分
・産業分類コード（大分類、中分類）
・連結申告情報
・税理士情報（氏名、住所、電話番号等）（※1）
・申告期限延長の有無および期間
・収益事業の有無
・減免・非課税区分
・申告書発送区分
・還付口座情報（収納・口座管理システムでの対応も可とする。）
・eLTAX利用者ID、納税者ID

※1 宛名管理システムでの管理の場合は表示のみでも可能
※2 支店情報は 無制限に複数登録でき、支店ごとの開廃日を管理できること。

0020 1.1.2.

法人台帳を新規作成する際、法人管理番号が自動付番されること。
任意での番号登録もできること。

1.5. 対比表にはあまり記載はないものの、団体独自
の法人管理番号は自動連番で付与されるべきで
あり必須です。
なお、I市の「任意で登録」について、利用
シーンを確認させてください。

＜確認事項＞
法人の管理番号を任意で登録することが必要なケースはありますか。ある場合は、利用シーンを教えてください。（通常は
自動付番されるものと考えます）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

任意の附番は不要。自動付番とする。
※K市意見の、同一法人の重複登録に関する機能を別途定義。→8.1.1　で検討。

法人台帳を新規作成する際、法人管理番号が自動付番されること。
 任意での番号登録もできること。

APPLIC税TFの追加要件提案を受けて、オプション機能を追加します。
なお、本件の考え方は最下部の要件をご参照ください。

法人台帳を新規作成する際、法人管理番号が自動付番されること。

【オプション】
登録後の法人管理番号を別の番号に変更できること。
番号を変更しても、業務間の不整合等を生じないこと。

0030 1.1.3.

法人基本情報の登録時に二重登録チェックができること。 1.5.
8.1.

正確な宛名で業務処理を行うために必須と考え
ますが、対比表（2市1社が該当）の内容も様々
であり、具体的な機能（運用）イメージについ
て確認いたします。

※対比表に基づく各運用の内容を踏まえた確認
項目は、右記をご参照。

※関連機能；8.1.1.検索（検討項目のなかで同
一法人管理を検討）

＜確認事項＞
下記について、「現行運用」と「望ましい運用」を①～④でご回答ください。（①～④のどれでも構わない場合は、左記の
たたき台を踏襲するため、その旨もご教示ください）
なお、画面遷移については、詳細な定義を行わない予定です。

①特別な機能がない運用（重複チェックは検索時に職員が実施）
・検索画面で職員が目視確認してから台帳登録画面に（メニューを挟んで）移動するパターン

②台帳登録の流れで確認できる機能（重複チェックは検索時に職員が実施）
・新規登録処理の最初の画面が「検索画面」となっているパターン
・上記と同じで、検索画面からも新規登録・異動処理を行えるパターン

③帳票等で事後的にチェックする機能
・法人名称、所在地をもとに、同一法人候補リストを出力するパターン

④その他
・オンライン登録時に法人名、代表者氏名、法源番号等で重複候補の表示が出るなど、オンライン登録の流れでチェックが
掛かるパターン
・その他のパターン

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜望ましい運用＞
①なし
②D市、H市、J市
③C市、H市
④B市、E市、H市、K市

→②：以下をオプションとする。
【機能案】検索結果画面から、法人の新規登録、又は異動登録ができること。
（有用ではあるが、検索画面から検索後に、メニューに戻ってから新規登録画面に移動する運用でも対応できることから、オプションとする。）

→④：以下を必須とする。
【機能案】法人番号をもとに、登録時に重複チェックができること。重複している場合はアラートを出すこと。
※アラート：職員判断をもとに、登録自体はできる。

【オプション】
検索結果画面から、法人の新規登録、又は異動登録ができること。

【必須】
法人番号をもとに、登録時に重複チェックができること。重複している場合はアラートを出すこと。

【オプション】
検索結果画面から、法人の新規登録、又は異動登録ができること。

【必須】
法人番号をもとに、登録時に重複チェックができること。重複している場合はアラートを出すこと。

0040 1.1.4.

法人区分は、法人税法第２条の分類に基づいて管理できること。（普通法人、協同組合、人格なき社団
等、公共法人、公益法人等）また、公共法人、公益法人等は地方税法第296条第1項に掲げられるものとそ
れ以外に区別できること。

1.5. 対比表上は1事業者を除いて細かい記載はあり
ませんが、法令上の区分で管理することは、正
しい申告書発送、税額計算の根拠となるため、
必須機能と想定しています。
なお、緑字の「それ以外に区別できること」に
ついて、区別した内容で非課税区分が自動で設
定されるべきか等について確認します。

＜検討要旨＞
・H市の「課税・非課税区分（均等割のみ、課
税免除、非課税、減免等）の選択ができるこ
と」について、「均等割のみ」や「減免」につ
いては法人区分から自動判断されるべきか、職
員が非課税区分として手動設定するべきかを確
認する。

※減免関連機能：6.1.1.

＜検討事項＞
（１）減免法人を登録するときに、法296条第1項に定める公共法人、公益法人等で収益事業を行わない（収益事業「有」で
登録されていない）、その他各自治体で定める減免法人の区分に該当する場合には、法人区分とは別に職員が手動で「非課
税」「減免」など手動設定する機能・運用で良いでしょうか。

（２）手動で非課税等区分を選択する場合の選択肢について、現行システム仕様もしくは望ましいコード設定があればご教
示ください。なお、下記例は公益法人等の「法人区分」とは別に非課税区分として設定するコードを想定しています。（H市
の要求事項をご参照）

（例）
　・課税
　・課税（均等割のみ）
　・課税免除
　・非課税
　・減免

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

（１）法人区分とは別に減免区分を登録
・B、D、E、F、H、I、J、K市ともに、法人区分からの自動判断ではなく、非課税区分を個々に手動設定する運用で問題ない。
→I市見解：法人区分を使って発送管理や減免など、運用上の管理機能をすべて盛り込むのは困難

（２）課税区分
・非課税（法人税割非課税・均等割非課税）
・均等割のみ（法人税割非課税・均等割課税）
・課税（法人税割課税・均等割課税）
・減免
→非課税と減免は明確に区別することが望ましく、「課税／非課税／均等割課税／減免」の４区分が適切と想定。

法人区分は、法人税法第２条の分類に基づいて管理できること。（普通法人、協同組合、人格なき社団等、公共法人、公
益法人等）また、公共法人、公益法人等は地方税法第296条第1項に掲げられるものとそれ以外に区別できること。

【必須】
法人区分とは別に、課税区分を登録できること。課税区分は、「課税／非課税／均等割課税／減免」とする。

＜追加確認事項＞※C市、G市にお伺いします。
・APPLIC税TFからの意見で、法人区分をもとに課税／非課税／均等割／減免の区分を判断するパッ
ケージもあるとのことです。WT事前確認結果から、C市・G市もこの構成かと認識しています。

【質問１】
・法人区分で判断する際は、初期設定でどの区分を減免とするか入力できるのでしょうか。その場
合は、収益事業の有無なども自由に判断材料に加えられますか。

【質問２】
・上記、システムで全パターンの減免や非課税に対応できていますか。出来ない場合は、仕様書た
たき台修正案にあるように、手動で課税区分を入力できる機能はありますか。

C市：手動設定
G市：自動設定（ただし、手動を併用）
なお、APPLIC税TFより8社中6社が仕様書たたき台（修正案）のとおり
の機能仕様であり、特段修正する必要はないと考えます。

よって、仕様書たたき台（修正案）で確定したいと思います。

法人区分は、法人税法第２条の分類に基づいて管理できること。（普通法人、協同組合、人格なき社団等、公共法人、公
益法人等）また、公共法人、公益法人等は地方税法第296条第1項に掲げられるものとそれ以外に区別できること。

法人区分とは別に、課税区分を登録できること。課税区分は、「課税／非課税／均等割課税／減免」とする。

0050 1.1.5.

税理士情報はマスタ管理を行い、マスタ情報と連動して関与税理士情報が登録できること。 1.5. 対比表のC市、T・W・X・Y社がマスタ管理を前
提とした記載があります。
事業者は機能を有しているものの、自治体の要
求はマスタ管理を前提とした記載ではないた
め、マスタ管理を行う理由を確認いたします。
（検討項目をご参照）
※8.2.5.、8.3.4.に関連機能を定義していま
す。

また、C市のみが要求する「後任税理士への付
替え」についても確認項目に上げています。

＜確認事項＞
（１）税理士情報を、フリーテキストではなくマスタ管理する前提として、①～④のうち、必要な運用の番号をご教示くだ
さい。
・税理士マスタが必須な場合の運用想定例（一意に紐づく必要があればキー情報が必要）
　①税理士の関与法人を、税理士を起点に一覧化する
　②税理士宛に、関与法人分をまとめて送付している
　③税理士を起点に関与法人の台帳を検索・修正する
　④その他、税理士マスタ管理が必要となる業務（詳細を回答ください）

（２）「後任税理士」の登録機能は必要でしょうか。必要な場合は、どのような機能か、また必要な理由をご教示くださ
い。必須でない場合は、法人台帳に最新の税理士情報を上書きする（後任等は意識しない）機能を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜追加確認事項＞
・マスタ管理をした場合は、税理士の変更の都度メンテナンスが必要になると考えます（マスタ管理していない税理士がいる場合に、都度マスタを更新する）。
税理士宛に関与法人分をまとめて送付する、という運用を除けば必須ではないと考えます。法人基本情報の登録時に都度手入力をする運用では支障があるでしょ
うか？

→上記を確認した上で、マスタ管理と手入力が分かれた場合の課題や、システム上の望ましい構成があるかをAPPLIC税TFに照会します。

＜事前確認結果＞
（１）マスタ管理の要否
・不要：B・D・F・G・K
・必要：利用シーン
　①（関与法人の一覧化）：C、E、H、J
　②（関与法人分をまとめて送付）：C、H、J
　③（税理士の関与法人の検索）：C、J
　④（市内税理士一覧表の作成）：C

（２）後任税理士の管理
・不要

（３）その他追加意見（地方税共同機構より）
・税理士のeLTAX情報（利用者ID／納税者ID）管理の要否

マスタ管理の要否が分かれることから、本件オプション機能として整
理しました。関連して、8.2.5.、8.3.4.もオプション機能化します。

なお、APPLIC税TFに照会した結果は以下のとおりです。

＜APPLIC税TF照会結果概要＞
Q.1_マスタ管理しているパッケージにおける個別登録の可否
・マスタ以外からの個別登録可能：1社
・マスタ以外からの個別登録不可：6社
（※有効回答数：7社）

Q.2_マスタ管理→マスタ以外のシステム移行、又はその逆における
データ移行の課題
①管理項目の差異によるデータ移行課題
②マスタ管理でない場合は、同一の税理士であっても異なる漢字で登
録されている可能性があるなど、同定作業に工数を要する。

【オプション】
税理士情報はマスタ管理を行い、マスタ情報と連動して関与税理士情報が登録できること。

0060 1.1.6.

申告書等の送付先として、本／支店、代表者・代表清算人、関与税理士、その他を選択できること。
任意の住所も入力もできること。

1.5. 送付先の設定機能は宛名管理の目的の一つであ
り、対比表にも記載が多く、必須と考えます。
たたき台にある「任意の住所」を登録できるこ
とで、B市の要求と同様に「書類送付先」と
「登記住所」を別々に管理し、登記上本店の
ケースや経理が本店以外の場合、税理士、代表
者住所など様々なケースに対応できることにし
ています。

なお、C・D市、W社では、さらにコード管理
（例.税理士を選択して登録）に言及している
ため、想定される区分を記載していますのでご
確認ください。

※D市の「発送停止」については、2.1.5.に記
載しています。

＜確認事項＞
（１）管理する区分（本支店～その他任意）として必要十分かをご確認ください。
（２）税理士は送付先の区分として必要でしょうか。税理士を送付先と登録した場合は、関与税理士が変更になった際に送
付ミスが起こる可能性も想定されます。

※代表者・代表清算人は、1.1.1.で代表者情報の管理が必須となった場合です。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
送付先区分は必要十分。多くは本店所在地に送付する。
※本支店は、台帳上で住所管理をしていますが、代表者住所（1.1.1.で不要と整理）、税理士マスタ（1.1.5.で検討）がない場合には、送付先区分を選択した上
で送付先住所は手入力する運用です。（送付先住所が「何の住所か」を判断するためのフラグになる見込み）

＜質疑応答＞
Q.G団体では、異動届出書等により任意の住所に送達するよう求められた場合の入力時に選択させている「連絡先」がないようだが大丈夫か（「その他」がそれ
に代わる？）。
A.「その他」を選択して「任意の住所」を入力することを想定します。

申告書等の送付先として、本／支店、 代表者・代表清算人、関与税理士、その他を選択できること。
任意の住所も入力もできること。

申告書等の送付先として、本／支店、関与税理士、その他を選択できること。
任意の住所も入力もできること。

0070 1.1.7.

法人基本情報に備考・メモ機能を有すること。
メモが登録されている場合、画面上でその旨を確認できること。
メモには300文字以上登録できること。

1.5. 法人台帳のメモ機能は必須です。（台帳項目で
管理しきれない情報や引継ぎ内容等を記録する
ため）
その際、右記の詳細について確認いたします。

※D市では法人住民税の共通メモとしています
が、他方で2.2.申告書管理で「メモ機能」を有
するとした自治体・事業者も多いことから、こ
こでは法人基本台帳を対象としたメモを想定し
ています。また、D市の「付箋」、H市の「ワン
クリック」などは、本たたき台が想定するメモ
機能の目的（法人とのやり取りやイレギュラー
ケース対応の記録など、管理項目以外での情報
管理、及びメモ内容が登録されていることが担
当者に分かる仕組み）が達成できれば、実装方
法を具体的に限定する必要が無いと考え、対象
外としています。

※「300文字」はH市の要求から仮置きしていま
す。

※メモは、APPLIC税TFへも実装方式の検討を依頼しますが、WTでは実装方式について業務実施上の要望有無及び内容を整理
します。

＜検討事項＞
（１）（主に画面展開などしてからメモ入力をする場合）メモを入力している場合に、画面・リスト等の何かしらの手段で
その旨を確認できる機能（＝仕様書たたき台の2行目）を必須としますか。
※D市の「メモを登録している場合にアイコンが表示される」と同趣旨の要件。

（２）メモの実装方式として各項目に要望があれば詳細を記載ください。
　①メモの数（法人台帳ごとに1つの管理／法人台帳ごとに複数管理可能）
　②メモの管理方法（ア・エは、①で複数管理が必要とする場合）
　　ア．メモごとのタイトル管理の要否
　　イ．メモ入力日や入力者の管理の要否
　　ウ．メモ管理期限の要否（○月○日までなどの期間指定／年度内のみ管理／期間に関係なく管理）
　　エ．メモ１件ごとの入力可能な文字数の上限（○○字以上）

※上記、特段の要望がない、判断が難しいなどの場合はその旨をご回答ください。
※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

（１）メモ入力の有無が確認できる
・必須　※メモ有と表示される、など

（２）メモ機能の詳細
　①メモの複数管理（B・C・E・F・H・K市）⇒法人台帳ごとに複数必須　※K市ご意見も、複数管理で対応可能と想定します。
　②
　　ア（タイトル）：必要（E・H市）
　　イ（入力日・入力者）：必要（B・C・E・H・K市）　※特に入力日の要望。
　　ウ（管理期限）：多くの団体が不要。
　　エ（１件あたりの文字数）：300～1,000字程度

⇒上記を踏まえて、法人WTとしては、以下整理します。（上記により修正の可能性）

【メモ機能案】
　法人基本情報に備考・メモ機能を有すること。メモが登録されている場合、画面上でその旨を確認できること。
　メモは、法人台帳ごとに複数管理ができ、メモごとに300文字以上の任意文字列の入力、メモタイトル、入力日、入力者が登録できること。
　過去に登録したメモの修正、削除もできること。

法人基本情報に備考・メモ機能を有すること。メモが登録されている場合、画面上でその旨を確認できること。
メモは、法人台帳ごとに複数管理ができ、メモごとに300文字以上の任意文字列の入力、メモタイトル、入力日、入力者が
登録できること。
過去に登録したメモの修正、削除もできること。

0080 1.1.8. 台帳修正

法人台帳画面は最新情報が初期表示され、異動入力は最新基本情報のみを修正できること。
法人台帳の情報を履歴（届出日・異動日・処理日を含む）を含めて照会できること。

法人履歴リストが出力できること。

1.5. 履歴を含めた台帳情報の参照機能は、全団体・
事業者で対比表に記載があり、必須機能です。
各団体は、届出日／異動日／処理日を区別する
ことを要求しています。申請された日と実際の
異動発生日、入力日を区別することと理解し、
これらも照会時に確認できることを必須機能と
しています。
なお、D・I市、Y社で最新情報の初期表示、最
新情報のみの修正を規定しています。一方で、
対比表にはありませんが、最新情報以外の履歴
の修正ができるシステムも市場にはあることか
らこれの要否を検討項目とします。

また、対比表にはありませんが、履歴を残さな
い「訂正機能」も誤入力対策として利用シーン
があると想定されるため検討項目とします。

T社のみ「法人履歴リストの発行」機能の記載
があります。こちらも運用上の必要性を確認さ
せてください。（たたき台は青字＝オプション
機能としています）

左記の要件に加えて、①履歴の修正機能が必須であるか、②法人履歴リストの出力が必須であるか、その理由をご教示くだ
さい。

＜確認事項＞
（１）履歴の修正機能
履歴の修正機能（機能案①）や、最新情報の訂正機能（機能案②）は必須でしょうか。理由も含めてご教示ください。

機能案①：
法人基本情報の履歴を修正できること。（最新台帳情報だけでなく、過去の異動履歴を訂正する）
※一部システムでは対応できるが、データベースを直接システムエンジニアが修正する運用もあると想定しています。

機能案②：
最新の法人基本情報の訂正処理が行えること。訂正処理では、履歴を作成しないこと。

（２）履歴リスト
履歴リストの出力は必須ですか。必須の場合は、理由（運用シーン）も含めてご教示ください。
※画面上での履歴の照会機能は別で必須要件として定義しています。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

（１）履歴の修正について

機能案①：必要（C市・D市・H市・G団体・J市）、不要（B・E・K市）
法人基本情報の履歴を修正できること。（最新台帳情報だけでなく、過去の異動履歴を訂正する）

機能案②：必要（全）
最新の法人基本情報の訂正処理が行えること。訂正処理では、履歴を作成しないこと。

＜検討事項＞
・機能案①：利用頻度が高くなく、SE対応でも問題がないのであれば、機能自体は不要と考えます。
※理由：台帳入力後にチェックをする運用であれば、誤入力は最新情報の「訂正」で足りること、かつ履歴を修正できてしまうとK市ご指摘のように過去の入力
経緯が分からなくなってしまう可能性があります。頻繁になければ、不要な機能と考えますがご意見をください。

（２）履歴リスト
・不要

法人台帳画面は最新情報が初期表示され、異動入力は最新基本情報のみを修正できること。
法人台帳の情報を履歴（届出日・異動日・処理日を含む）を含めて照会できること。

【検討】法人基本情報の履歴を修正できること。（最新台帳情報だけでなく、過去の異動履歴を訂正する）
【必須】最新の法人基本情報の訂正処理が行えること。訂正処理では、履歴を作成しないこと。

 法人履歴リストが出力できること。

法人台帳画面は最新情報が初期表示され、異動入力は最新基本情報のみを修正できること。
法人台帳の情報を履歴（届出日・異動日・処理日を含む）を含めて照会できること。
最新の法人基本情報の訂正処理が行えること。訂正処理では、履歴を作成しないこと。

0090 1.1.9.

法人台帳を削除できること。法人台帳を削除する際に、申告・課税情報が登録されている場合はエラー
メッセージを表示し、削除不可とすること。

※法人情報を他税目でも共通的に管理しているシステム構成であるとき、他税目でも利用がある場合は削
除不可とすること。

1.5. 台帳削除は、D・H・Iの3団体が要求しており、
Y社が機能に記載しており、必須機能と想定し
ています。
誤操作防止のため、申告情報がある場合のア
ラート機能も同様に3団体1事業者が規定してお
り、必須としています。

なお、以下は別要件で確認します。
・履歴を作成しない訂正：1.1.8.
・除却・復活：1.1.16.

また、対比表にはありませんが、他税目で共通
の宛名を利用する際はたたき台（緑字）の要件
が必要と想定されるため、論点化しています。

左記「考え方・根拠」に記載の方針で問題ないかご確認ください。
また、統合宛名システムを前提とした場合に、緑字の部分についても認識に齟齬がないかをご確認ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なし、として要件案を確定します。 法人台帳を削除できること。法人台帳を削除する際に、申告・課税情報が登録されている場合はエラーメッセージを表示
し、削除不可とすること。

※法人情報を他税目でも共通的に管理しているシステム構成であるとき、他税目でも利用がある場合は削除不可とするこ
と。

0100 1.1.10. 連結法人管理

連結子法人のシステム管理項目にて、連結親法人を管理できること。
連結親会社の法人基本情報がある場合は法人基本情報を連携して、相互参照ができること。

1.5. 連結法人の管理は、対比表内で多くの団体・事
業者の機能に記載があり、必須と考えます。
一方で、「管理」「照会」とのみあるケースが
多く、具体的な管理方法や情報の使途に触れら
れていないことから、詳細を検討事項としまし
た。
連結法人の管理は、子・親（登録がある場合）
の特記事項記載のみで管理するケースや親子関
係の宛名紐づけ、みなし事業年度の管理など団
体ごとのシステム運用が異なると考えていま
す。

※関連機能として、1.1.1.の台帳管理で「連結
申告情報」を必須要件化、1.1.12.でみなし事
業年度を検討項目としていますが、本要件で管
理目的を確認して精緻化します。

＜確認事項＞
必須機能を具体化する検討に際して、下記の運用詳細を確認させてください。（連結法人を管理する目的を整理し、関連要
件の正確性・必要性を確認いたします）

（１）構成員の業務では、連結法人をどのように台帳管理しているか。（①～④の該当運用を教えてください）
①連結法人の情報は、みなし事業年度のための開始・離脱日を管理して事業年度にも反映されるが、親子法人の宛名情報は
メモのみ（台帳は紐づかない）
②連結子法人の登録で、連結親法人が法人管理番号で紐づいて台帳管理している（法人台帳で相互参照も可能）
③連結法人は、連結であるフラグが管理できれば良い（統計資料用。事業年度や課税計算は特別な機能なし）
④連結法人に関する特別な機能はない（親・子ともに特記事項等でのみ管理）

（２）連結時の事業年度（みなし事業年度）、申告期限の延長（親法人の台帳管理がある場合の連携）はどのように管理し
ているか。
→仮に親法人の法人基本情報と紐づく場合に、子法人の申告期限の延長は手入力で差し支えないか。

※第20号様式別表1（課税標準となる個別帰属法人税額又は法人税額に関する計算書）の申告情報管理が必要な場合は、
2.2.20.で検討します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

（１）連結法人の管理
・①：B・E・H市
・②：C市・G団体・I市　※但し、G団体も①を併用が望ましい
・③：D・F・J・K市　※但し、J市は②が望ましい

（２）連結法人親子間の情報連携
・延長など含めて不要　※延長は都道府県通知で確認する。また、親法人が市町村内になく台帳管理していないケースもある。

↓↓↓↓【修正機能案】↓↓↓↓

連結子法人のシステム管理項目にて、連結開始、離脱日が管理（設定・保持・修正）できること。
連結親会社の法人基本情報がある場合は、親法人を検索して、親法人の法人基本情報を管理（設定・保持・修正）できること。

※（２）は、親法人の情報を紐づけできれば足り、相互参照までは不要とした。
※連結みなし事業年度は、I市のように運用しきれない可能性も考慮し、開始・離脱日を管理した上で1.1.12.で検討。

連結子法人のシステム管理項目にて、連結開始、離脱日が管理（設定・保持・修正）できること。
連結親会社の法人基本情報がある場合は、親法人を検索して、親法人の法人基本情報を管理（設定・保持・修正）でき
ること。

連結子法人のシステム管理項目にて、連結開始、離脱日が管理（設定・保持・修正）できること。
連結親会社の法人基本情報がある場合は、親法人を検索して、親法人の法人基本情報を管理（設定・保持・修正）できる
こと。

仕様書たたき台（修正案）　※2020/9/8時点検討項目（論点案）　※2020/9/8時点

追加確認事項に対する事務局見解

機能名称 仕様書たたき台 追加確認の内容仕様書たたき台（修正案）

標準化候補検討

要件の考え方・根拠 検討項目（論点案）
業務フ
ローと

事務局見解

検討項目（論点案）
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0110 1.1.11. 合併法人管理

被合併法人の台帳情報として、合併先法人の法人台帳があれば登録情報を紐づけて表示できること。合併
先法人（存続法人）の台帳情報でも合併元法人の情報が照会できること。

1.5. 合併の入力は、C・H・I市が要求しています
が、事業者の機能一覧にはありません。また、
中間標準レイアウトでも合併区分の管理はコー
ド一覧表等にありません。
より詳細に記載されているC市をもとにたたき
台を記載しましたが、左記たたき台に関する妥
当性と合併により波及する運用を検討項目とし
ます。

＜確認事項＞
必須機能か否かの検討に際して、下記の運用詳細を確認させてください。（要件の正確性を担保するため）

構成員の業務では、合併法人をどのように台帳管理しているか、下記の①～④のうち現行パッケージで実現できる内容を教
えてください。現行運用が、合併に関する特別な機能がなくメモ管理や清算決了などで代替運用している場合はその旨ご回
答ください。（パッケージの対応が難しい場合はAPPLIC税TF等への確認を行うため、まずは現行仕様を確認します。）

①被合併法人の台帳画面で、合併法人情報を管理できる（法人管理番号等で紐づけられる）。
②合併法人の台帳から、被合併法人の台帳を確認できる（法人管理番号等で紐づけられる）。
③異動区分に「合併」があり、被合併法人の台帳に異動区分、異動日を入力することで自動的にみなし事業年度が登録され
る。
④合併解散は清算結了と同様に、自動的にみなし事業年度以後の申告書は発送対象外となる。未申告法人としても抽出され
ない。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

【機能修正案】
被合併法人の台帳情報として、合併法人の法人台帳があれば登録情報を紐づけて表示できること。
【オプション】合併法人の台帳情報でも被合併法人の情報が照会できること。
【必須】被合併法人は、合併日前日までの事業年度以後の事業年度については自動で除却されること。

（上記理由）
・合併入力は、合併元（消滅）法人で入力するシステムが大半と想定。合併元で、合併先（存続）法人の基本情報を紐づければ、基本的な運用としては足り、合
併先法人のメモ機能に合併元（消滅）法人の名称・宛名番号等を登録する運用でも支障はない。
・相互参照は、必須ではないが出来ればなお望ましいとして、オプションとした。
・合併消滅した法人が除却されないと、合併後も消滅法人宛に申告書が送られてしまったり、統計上の不備が出る。従って、合併で消滅後は自動除却されるシス
テム処理が望ましいと判断。現行でも、約半数の団体が同様の処理を実現している。

＜現行の実現範囲＞
①：C・G市
②：C市
③：C・F・G・J・K市
④：C・G・J・K市
機能なし：B・D・E・H市
※C市は③④でみなし事業年度の生成はなし。

被合併法人の台帳情報として、合併先法人の法人台帳があれば登録情報を紐づけて表示できること。
被合併法人は、合併日前日までの事業年度後の事業年度については自動で除却されること。

【オプション】
合併法人の台帳情報でも被合併法人の情報が照会できること。

被合併法人の台帳情報として、合併先法人の法人台帳があれば登録情報を紐づけて表示できること。
被合併法人は、合併日前日までの事業年度後の事業年度については自動で除却されること。

【オプション】
合併法人の台帳情報でも被合併法人の情報が照会できること。

0120 1.1.12. 事業年度異動

法人税法第14条の規定に基づくみなし事業年度が課税台帳に自動で反映されること。手入力による事業年
度の修正もできること。

1.5. 法人税法に規定されるみなし事業年度は、H市
のみ明示的に要求しています。W社の対比表に
も相当する記載がありますが、みなし事業年度
の全てがシステム対応できているとは限らない
と想定します。
システム事業者の対応度を図る上で、現行の運
用と要望ベースの内容を整理します。

＜確認・検討事項＞
以下の①～⑧について、

（１）みなし事業年度の規定に関して、異動区分／異動日の入力により、現在もシステム判定しているものをご教示くださ
い。（「法令に基づく事業年度管理」が出来ているかを確認するため）

（２）また、対応していないが、業務上の効率性から必要性が高いと考えられるものを、「現行機能・運用あり」「機能は
ないが要望する」「不要」を教えてください。その他があれば合わせて教えてください。

①解散
②被合併による解散（事業年度開始～合併の日の前日）
③清算法人の事業継続
④清算結了
⑤公益法人等又は人格のない社団等の収益事業開始
⑥公益法人等が普通法人又は協同組合等になった場合、又はその逆
⑦連結納税加入／離脱
⑧破産手続き開始

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・①②③④、⑦⑧は必須機能　※多くの団体が対応・要望しており、必要と判断
・⑤⑥も必須機能　※必要性が分かれるが、法に基づく定義であり、必須と判断
⇒上記で対応可能かをAPPLIC税TFに確認する。

＜事前確認結果＞
異動年月日、異動事由に応じたみなし事業年度について、自動で判定する範囲　（）市は要望
①解散：C市、（D市）、E市、G市、H市、J市、K市
②被合併による解散（事業年度開始～合併の日の前日）：C市、（D市）、E市、G市、（H市）、J市、K市
③清算法人の事業継続：C市、（D市）、G市、（H市）、K市
④清算結了：C市、（D市）、E市、G市、H市、J市
⑤公益法人等又は人格のない社団等の収益事業開始：E市、（H市）
⑥公益法人等が普通法人又は協同組合等になった場合、又はその逆：E市、（H市）
⑦連結納税加入／離脱：（C市）、E市、（H市）、（J市）、（K市）
⑧破産手続き開始：（C市）、E市、（H市）、（J市）、K市

※K市仕様：①③⑧は、異動区分に応じて警告メッセージが表示され、事業年度を手動で変更している。
※G市、I市ご意見：可能な限り法律上のみなし事業年度を自動判定することが望ましい。

＜質疑応答＞
【E市】
Q.③「清算法人の事業継続」がどのようなものかわからず判別できませんでした。
A.解散後に会社継続を決め、継続の登記を行った場合。継続の日～定款上の事業年度末日を事業年度とするものです。

【K市】
Q.法人台帳への異動入力によるシステム対応を想定されているが、決算期が近い法人に関して、みなし事業年度での申告が必要となる場合で、法人からの届け出
の提出がギリギリであったり、遅かった場合に、申告書作成のデータ処理の時期より後になることもある。課税台帳に自動反映されるのは、申告書作成年度とし
たものが対象になるのか。申告書作成機能での検討が必要。
A.申告書作成は、決算月後に行う想定（3月決算の場合は4月、など）です。従って、異動届などが提出されていない場合は、従来の事業年度で申告書等は作成さ
れます。なお、既に解散していた法人で、しばらくして異動届が提出された場合は一括作成から漏れるため、個別送付を行う、あるいは法人が自ら申告書を入
手・作成する運用になると想定します。

＜確認事項＞
APPLIC税TFより、処理の条件を明確にした上で対応可否を確認したい
旨、申し出がありました。本件、以下のように想定していますが、認
識として問題ないかをご教示ください。

＜みなし事業年度の自動反映について＞
以下、すべて法人基本情報画面での入力を想定しています。

①解散・・・解散日の入力など、解散を登録することで事業年度が自
動で変更
②被合併による解散・・・被合併法人の法人基本台帳に、合併入力
（合併法人や合併日など）を入力して更新することで、事業年度が自
動で変更
③清算法人の事業継続・・・解散入力をして現況が解散となっている
法人について、事業継続の登録をしたことに起因して事業年度が自動
で変更
④清算結了・・・清算結了日を入力して、事業年度が自動で変更
⑤公益法人等又は人格のない社団等の収益事業開始・・・該当の法人
区分の法人が、課税区分（収益区分）の変更があった場合に、異動日
をもとに収益開始日を判断して事業年度を自動で変更（収益事業を開
始した日からその事業年度終了の日までの期間）
⑥公益法人等が普通法人又は協同組合等になった場合、又はその
逆・・・法人区分の変更及び異動日をもとに、事業年度開始の日から
異動が発生した日の前日まで及び異動が発生した日から事業年度の終
了の日までの期間で事業年度を自動変更
⑦連結納税加入／離脱・・・連結子法人の法人基本情報で、連結加入
日等を入力して更新することで事業年度が自動で変更
⑧破産手続き開始・・・異動事由で破産を選択し、破産手続き開始日
（又は異動日）を入力して更新することで、みなし事業年度が自動で
反映

法人税法第14条の規定に基づくみなし事業年度が課税台帳に自動で反映されること。手入力による事業年度の修正もでき
ること。

0130 1.1.13. eLTAX連携

eLTAX利用届出内の利用者IDと法人住民税システムで管理している法人管理番号を紐づけして法人基本情報
に登録、変更登録ができること。電子申告利用届が出されている法人は、法人基本情報でその旨が確認で
きること。
不要になった場合、電子申告利用届出の登録削除も出来ること。

1.9. eLTAXのIDとの紐づけは4団体の対比表にあり、
1事業者が定義しています。また、全ての自治
体・事業者でeLTAXの運用が在ることから、記
載されていない機能要件・機能一覧でも前提事
項として管理できるものであり、必須機能と想
定しています。

（ID管理が必要な機能）
・2.1.19.のプレ申告データ作成
・2.2.41.のeLTAX連携
・8.1.2.の利用者IDでの検索

なお、登録時のシステム処理について、C・I市
が「自動設定」機能を要求しているため、右記
確認させてください。

＜確認・検討事項＞
電子申告利用届の基幹系システムへの登録フローを確認させてください（一括取込処理などはないか）。以下は一例です
が、現行運用を教えてください。望ましい運用が異なる場合は、合わせて教えてください。

・eLTAX利用届をオンラインで確認し、重複や誤りがないかを確認
・利用届のIDを以下の①や②の方式で登録
　①基幹系システムにオンライン画面で個別に手入力
　②自動又は一括で取込（このような機能があるか）

※②の場合、重複登録のチェックや確認画面・帳票が実装されているかも教えてください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・構成員の運用実態を踏まえて、基幹システムへの手動での登録を必須とします。また、仕様書たたき台の「電子申告利用届が出されている法人」→「紐づけが
されている法人」に記載を変更します。
・データ取込による登録機能ついては、実装されているC市が利用していない実態からもオプション機能が相当と考えます。実装方式については、特段の指定は
せず、業務上に必要な重複チェックのみ定義します。

※納税者IDは、1.1.1.の確認を踏まえて整理します。

＜事前確認結果＞
・①又は連携なし：B・C・D・E・F・H・J・K市
・②：C・G・I市　※C市は機能はあるが運用は①

eLTAX利用届出内の利用者IDと法人住民税システムで管理している法人管理番号を紐づけして法人基本情報に登録、変更登
録ができること。電子申告利用届が紐づけされている法人は、法人基本情報でその旨が確認できること。
不要になった場合、電子申告利用届出の登録削除も出来ること。

【オプション機能】
・eLTAXから利用届出データを取り込んで、法人住民税システムの法人基本情報と紐づけできること。既に紐づけがされて
いる法人の場合は、重複チェックによりアラートが出ること。

＜追加確認事項＞
（１）eLTAX連携をされている場合
・納税者IDをキー情報とできれば、利用者IDは必須ではないでしょうか。APPLIC税TFからも変更さ
れる場合がある利用者IDより、変更されない納税者IDがキー情報として望ましいとの意見がありま
す。
・仮に利用者IDを、eLTAXの紐づけ以外に利用されている場合はご教示ください。

（２）eLTAX連携をされていない場合
・納税者ID等は、システムに登録していませんか。
・その場合は電子申告利用法人であることをどのように管理していますか。（電子申告フラグが登
録できる、など）。あるいは、法人基本情報の「申告書要否登録」機能で個別に登録処理をされて
いますか。

※2.1.7.の要件の参考にします。

（３）納税者IDの管理場所（登録先システム）
・APPLIC税TFより、納税者IDは宛名管理システム等で管理する構成もあるため、「法人住民税シス
テムで管理している」の文言を削除すべき旨提案がありました。特段問題ないと考えるため、提案
を受け入れる想定ですが、意見があればご指摘お願いいたします。

----------------------------------------------------------------
【8/6 WTで確認した内容】
・C市：納税者IDのみ利用している。
・E市：納税者IDのみ利用している。
・K市：利用者IDで基本台帳と紐づけ、納税者IDで課税データと紐づけ。

（１）納税者ID又は利用者IDの要否
・納税者ID：キー情報として必要（C・E・G・H・I・J・K市）
・利用者ID：問合せ対応に必要（K市）

【事務局見解】
・キー情報は納税者IDとして、要件を変更します。
・K市意見より、利用者IDについては、問合せ対応であることから、
eLTAX利用者が多い政令市等の大規模自治体で必要性が高いと考えら
れます。全団体では必須とは言えないため、1.1.1.に管理項目（オ
プション機能）として追加することでいかがでしょうか。

（３）納税者IDを管理するシステム
・G市・K市から、プレ申告データ作成等に際しての懸念をいただきま
した。仮に宛名管理システムでの管理であっても、2.1.19.（プレ申
告データ作成）などの要件を満たすことは必須となります。
・したがって、管理するシステムを限定する必要性は小さいとして
「法人住民税システムで管理する」の文言は削除します。

【旧：機能要件】
eLTAX利用届出内の納税者ID 利用者IDと 法人住民税システムで管理している法人管理番号を紐づけして 法人基本情報に登
 録、変更登録が管理できること。電子申告利用届が紐づけされている法人は、法人基本情報でその旨が確認できること。
不要になった場合、電子申告利用届出の登録削除も出来ること。

【オプション機能】
・eLTAXから利用届出データを取り込んで、法人住民税システムの法人基本情報と紐づけできること。既に紐づけがされて
いる法人の場合は、重複チェックによりアラートが出ること。

0140 1.1.14. 未登録法人

法人台帳に登録されていない法人について、未届法人として管理するか否かを選択できること。 8.1. 「未届法人の管理」は、X・Y社の機能にあるた
めたたき台に記載しましたが、自治体の要求仕
様にはありませんでした。
X社のようにパッケージの統合宛名システムと
の連携を前提にしている可能性もあるため、未
届法人に関する運用を確認して機能の要否を検
討します。

＜確認事項＞
（１）未届法人の管理をされていますか。その場合、以下①～④のいずれの法人を特定していますか。

①県税データ連携起因：国税、県税データがあるが法人台帳に登録がない法人の抽出
②パンチデータ・eLTAX等の一括取込起因：申告があるが、法人基本情報が登録がされていない法人
③宛名管理システム連携起因：統合宛名を採用するパッケージシステムで、統合宛名管理システムに登録されているが法人
住民税で登録がない法人
④その他

（２）上記で未届法人管理をシステムで行っている場合、未届法人調査票の登録・作成など何かしらのシステム処理を行っ
ていますか。その場合、法人名や住所などは画面に直接入力したものが帳票出力されますか。

※上記の場合のシステム運用を整理して、機能要件を検討します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・パンチデータ取込、県税通知取込、eLTAX等、データ取込時に台帳登録がないものはエラーとなる機能を別で定義しています。
・したがって、「未届法人」を把握できる仕組みはあるため、別途管理する機能は不要と想定します。
⇒本機能要件を削除。

＜事前確認結果＞
管理なし：B・C・D・E・F・G・H・J・K市
要望する：F市
他システム管理：K市

 法人台帳に登録されていない法人について、未届法人として管理するか否かを選択できること。 ※削除

0150 1.1.15.
基本情報異動リス
ト

法人基本情報に登録・変更があった異動内容について、異動リストを作成できること。
異動年月日を範囲指定して、対象の異動が抽出できること。

1.10. 異動確認用リストは、申請届出情報の登録が正
確に行われているかを確認するため必須と考え
ます。
異動の確認用リストは、T社、Y社が定義してい
ます。機能にはない事業者でも、帳票一覧を見
ると、ほぼすべてが有しています。

なお、T社（異動受付日）、Y社（異動年月日範
囲指定）や異動区分別の出力要件について、要
否を確認させてください。

※チェックをある程度まとめて実施することも
想定し、たたき台ではY社の「範囲指定」を採
用しています。

＜確認・検討事項＞
（１）異動確認リスト（帳票）は運用上必須との認識で良いでしょうか。帳票以外の方法で異動入力の確認を行っている場
合はご教示ください。

（２）T社：異動年月日の指定、Y社：異動年月日の「範囲」指定、は必須でしょうか。月次で確認するため年月指定で良
い、などのご意見も合わせてご教示ください。

（３）抽出できる異動区分の指定は必要でしょうか。（T社には記載がなく、Y社は異動区分ごとの一覧が出力できると見受
けられます）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・異動リストは、画面確認ができれば必須ではないが、運用上利用する団体もあるため「オプション機能」とします。
・要件は、仕様書たたき台から「年月日を範囲指定」→「年月を範囲指定」に変更します。

＜事前確認結果＞
（１）異動確認リスト
　・不要：B・C・D・E・G・K市　※画面で直接確認
　・必須：H・J市

（２）範囲指定
　・月次で問題ないため、年月指定ができれば可

（３）区分指定
・無くても良い

法人基本情報に登録・変更があった異動内容について、異動リストを作成できること。
異動年月 （日）を範囲指定して、対象の異動が抽出できること。

法人基本情報に登録・変更があった異動内容について、異動リストを作成できること。
異動年月を範囲指定して、対象の異動が抽出できること。

0160 1.1.16. 除却処理

法人台帳からの除却処理ができること。除却された法人については参照のみ可能とし、当該事業年度以降
の申告書の発送、課税対象とならないこと。除却状態を解除する、復活処理もできること。

除却・復活調査書、除却法人一覧が出力できること。

C・E市のみが要求仕様に定義していますが、多
くの自治体で事務処理要綱等で規定しており、
課税台帳の対象外とする除却処理、復活処理は
必須機能と想定しています。

なお、除却は中間標準レイアウトにもないた
め、この除却処理の考え方が正しいか、及びC
市が要望する「調査書」についての要否を検討
事項とします。

＜確認事項＞
（１）本機能は2団体のみの要求ですが、運用上は必須と認識しています。相違ないでしょうか。別の処理を行っている場合
はご教示ください。

（２）除却処理の考え方及び業務運用との整合性があるかをご確認ください。（現行運用にない、望ましい運用と異なるな
どの場合はご指摘ください）

（３）「除却・復活調査書」のシステム出力の要否、利用有無についてご教示ください。

※除却調査書＝除却前の法人、復活調査書＝除却後の法人

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・除却処理は必須。除却・復活調査書は不要。

＜事前確認結果＞
（１）必須との意見が多い⇒必須要件として定義。
（２）相違なし。
（３）システム対象外との意見が多い。

法人台帳からの除却処理ができること。除却された法人については参照のみ可能とし、当該事業年度以降の申告書の発
送、課税対象とならないこと。除却状態を解除する、復活処理もできること。

 除却・復活調査書、除却法人一覧が出力できること。

法人台帳からの除却処理ができること。除却された法人については参照のみ可能とし、当該事業年度以降の申告書の発
送、課税対象とならないこと。除却状態を解除する、復活処理もできること。

除却法人一覧が出力できること。

2. 申告書受付
2.1. 申告案内・納付書作成

0170 2.1.1.
申告書、納付書作
成（一括処理）

指定した決算年月の法人を対象に、申告書を一括で作成できること。

＜一括出力対象＞
・予定申告書
・確定申告書
・均等割申告書
・清算予納申告書

2.1.
2.2.

一括での申告書作成は全ての団体が要求仕様と
しており、全事業者に備わる基本機能のため必
須としています。
申告書の一括作成の対象は、T社を参考に「第
21号様式（清算予納申告書）」までを対象とし
ています。

なお、発送対象の抽出方法は、B市（納期
限）、D市（申告する期限）、Y社（指定決算年
月）、T社（前月が決算日もしくは決算日＋6か
月）など様々定義されていますが、大きく決算
月／申告期限に分かれています。

望ましいのは申告期限の延長に関わらず決算年
月を起因として対象抽を出することと考えます
ので、これを検討項目とします。

・「申告期限」を起点として対象抽出すべき、という場合は理由を合わせてご教示ください。
・中間申告書は一括出力による送付は不要との認識ですが、相違あればご指摘ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・抽出条件は、決算年月で確定します。
・中間申告書は、法人の意思によるものであり、一括作成は必須としない認識です。（K市のように個別作成機能があれば足りる）
　→2.1.6で中間申告書の送付を要する法人を個別に抽出する機能を新たに定義することで対応可能と考えております。
・K市が2.1.2.で「清算予納申告」は申告・納付書を一括対象としていない点を踏まえて、清算予納申告書はオプションとします。

＜事前確認結果＞
・決算月で可（多くの団体）
・中間申告書について、「不要」との意見が多いですが、以下の見解もあり。
　B市：中間は前年度データから要・不要を自動判断したうえで、一括印刷の対象としてほしい。
　H市：現状、中間申告書も出力される。送付漏れがないように一括作成できたほうがよいのでは。
　K市：中間申告書を送付希望している法人の管理は、特記への入力で対応しており、発送時に引抜作業をし、封入内容を変更。

※D市ご意見：「電子申告義務のある大法人を分けて管理する予定」については、2.1.7.で確認します。

指定した決算年月の法人を対象に、申告書を一括で作成できること。

＜一括出力対象＞
・予定申告書
・確定申告書
・均等割申告書

【オプション機能】
・清算予納申告書を一括作成の対象に含められること。

＜追加確認事項＞
（１）APPLIC税TFより、「中間申告書も一括作成の対象とすることが一般的であり、必須機能とす
べき」旨の意見がありました。
・法の趣旨、構成員の現行運用を踏まえると、中間申告書の一括作成機能は無くても良いと判断し
ていますが問題ありませんか。

→個別作成の処理は2.1.15.で行うことができ（2.1.15.は申告書種類を指定していないため）、仮
に中間申告書が必要な法人を管理したい場合はオプション機能（2.1.6.）で管理して個別対応とい
う流れを想定しています。

（２）APPLIC税TFより、抽出条件は決算期に限定せず、申告期限のパターンも認めるべきとの意見
があります。それぞれメリットがあるため、という意見ですが、構成員の事前確認結果では決算期
であるべきで、申告期限とすべきではないとの見解でした。事務局案も同じため、決算期に限定す
ることを法人WTの結論としたいと考えますが問題ないでしょうか。

中間申告の一括作成について、団体間で運用が分かれるものの、実装
不可とすべき機能ではないことからオプション機能として定義しま
す。

＜追加確認結果＞
・必要：H・I・J市
・不要：B・C・D・E・F・G・K市

指定した決算年月の法人を対象に、申告書を一括で作成できること。

＜一括出力対象＞
・予定申告書
・確定申告書
・均等割申告書

【オプション機能】
・中間申告書を一括作成の対象に含められること。
・清算予納申告書を一括作成の対象に含められること。

0180 2.1.2.

指定した決算期の申告書に対応する納付書を一括で作成できること。
確定申告について、申告期限の延長が登録されている法人には、申告書用と見込納付用の2部を同時に出力
できること。

＜一括出力対象＞
・予定申告書用
・確定申告書用
・見込納付用
・均等割申告書用
・清算予納申告書用

2.1.
2.2.

納付書の一括出力は、対比表に記載の有無に関
わらずすべての自治体で必要であり、全パッ
ケージに備わる機能と考えています。

B・C・I市、U・T社が記載している「見込納
付」用の納付書についても、申告期限延長法人
へ見込納付、確定申告分の納付の2通を郵送す
るための必要機能と考えます。

この申告期限延長の判断は、法人基本台帳で登
録する申告期限延長の有無・月数に基づき判断
されることとしています。

・中間申告書は一括出力による送付は不要との認識ですが、相違あればご指摘ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

2.1.1.に合わせて清算予納申告書をオプションとします。

なお、K市「申告書一体型納付書」については、帳票一覧で確認します。
具体的には、以下の種類があります。

・申告書（汎用紙・フォーム込）
・申告書（専用紙・フォーム無・データのみ）
・納付書（汎用紙・フォーム込）
・納付書（専用紙・フォーム無・データのみ）
・申告書・納付書一体型（汎用紙、データのみ）

指定した決算期の申告書に対応する納付書を一括で作成できること。
確定申告について、申告期限の延長が登録されている法人には、申告書用と見込納付用の2部を同時に出力できること。

＜一括出力対象＞
・予定申告書用
・確定申告書用
・見込納付用
・均等割申告書用

【オプション機能】
・清算予納申告書用を一括作成の対象に含められること。

※2.1.2.と同様に中間報告書用をオプション機能化しました。 指定した決算期の申告書に対応する納付書を一括で作成できること。
確定申告について、申告期限の延長が登録されている法人には、申告書用と見込納付用の2部を同時に出力できること。

＜一括出力対象＞
・予定申告書用
・確定申告書用
・見込納付用
・均等割申告書用

【オプション機能】
・中間申告書用を一括作成の対象に含められること。
・清算予納申告書用を一括作成の対象に含められること。

0190 2.1.3.

指定した決算年月の法人を対象に、申告区分別に以下の条件で出力順・範囲を制御できること。
申告書と納付書は、同一の順序で印刷できること。
法人管理番号の範囲指定により印刷対象を抽出することもできること。

【選択可能な出力順】
・法人管理番号順（番号の範囲指定も可）
・単独／分割法人順（延長の場合は延長有無を組み合わせる）に法人管理番号順
・法人名カナ順
・税理士別での出力対応
・区内特別郵便の出力対応（住所順での出力）
・法源番号の昇順（法人税・都道府県税との三税同梱発送を行う自治体のため）

2.2. 抽出条件は、帳票アウトソーシング先への委託
仕様や、庁内作業の場合も同封物を効率的に入
れるための出力順序を指定するなどの理由で、
カスタマイズになりやすい部分と想定していま
す。

対比表をもとに考えられる出力順制御を整理し
ました。全てを実現するのは要求過多になる可
能性もあるため、必要なもののみを整理したい
と考えます。
なお、封入の関係上、申告書と納付書の出力順
は同一とすることを必須としています。

＜対比表抜粋＞
C市：
・法人宛、関与税理士宛別に抽出。
・分割区分ごと（非分割、分割のみ、分割延長
など）に、管理番号順に出力。法人名カナ順も
選択可能。
E市：
・市内分及び市外分の申告書・納付書の出力順
と同じ順
H市：
・市内法人分の申告書（確定・予定・中間）・
納付書は、申告書・納付書の申告区分ごとに法
源番号の昇順で出力。また、法源番号の入力の
ないものは、別途市外分とは区別して出力（三
税共同発送のため）
U社：
・区内特別郵便など独自の出力順で作成が可
能。

＜検討項目＞
仕様書たたき台に定義する抽出条件（下記の①～⑤）で、構成員の運用がカバーできますか。
以下に検討観点を記載しますので、必要な出力条件の番号や過不足があれば合わせて教えてください。また、複数の条件を
組み合わせて出力する必要性がある場合は合わせてご教示ください。

※現在は、対比表の自治体・事業者要件から整理

【申告書・納付書の一括出力条件】

①単独／分割別
・分割基準の明細を全て送付するか、対象法人のみか（支店開廃があることを考えると、全て送付でも差し支えないと想
定）

②法人管理番号の範囲指定
・事業者機能にあるが、運用シーンがあるか確認。

③法人管理番号順、法人名カナ順
・管理番号は比較的想定されるが、カナ順も必要かを確認。

④税理士別
・送付先を税理士でまとめている場合は必要。

⑤区内特別郵便
・郵便局の配達区内を別にする運用が一般的に想定されるか。

⑥法源番号順
・法人税、都道府県税との三税同梱発送の実施事例がどの程度あるか。

※WTで一定の案を作成した後、APPLIC税TFへの照会等も必要に応じて行います。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・仕様書たたき台の記載から、構成員意見を踏まえて、以下修正します。
　・法人名カナ順→削除
　・法源番号の昇順→削除
　・税理士別→オプション機能

・また、E市の「地方税法施行令第7条の4ただし書該当法人」の別について、非課税となる場合は台帳登録していないと考えられるため、該当する法人・組織区
分の法人は全件抽出（あるいは収益事業の有無まで含む）で良いかを確認した上でオプション機能とします。

＜事前確認結果＞
　1．単独／分割別　※E市、K市→必要
　2．法人管理番号の範囲指定　※B市、H市→必要
　3．法人管理番号順、法人名カナ順　※B市、C市、D市、E市、H市、K市　※但し、多くはカナ順不要
　4．税理士別　※C市→必要　※税理士分をまとめて送付している。
　5．区内特別郵便　※B市、C市、E市、K市→必要
　6．法源番号順　※全構成員→不要
　7．その他
　　①延長法人の区分　※K市（見込納付の同封のため）→仕様書たたき台「単独／分割法人順（延長の場合は～）」で対応
　　②地方税法施行令第７条の４ただし書きに該当する法人　※E市（非課税判定の書類同封のため）
　　→非課税となる場合は台帳登録していないと考えられるため、該当する法人・組織区分の法人は全件抽出することで良いか。
　　（あるいは収益事業の有無まで含む）

指定した決算年月の法人を対象に、申告区分別に以下の条件で出力順・範囲を制御できること。
申告書と納付書は、同一の順序で印刷できること。
法人管理番号の範囲指定により印刷対象を抽出することもできること。

【選択可能な出力順】
・法人管理番号順（番号の範囲指定も可）
・単独／分割法人順（延長の場合は延長有無を組み合わせる）に法人管理番号順
・区内特別郵便の出力対応（住所順での出力）

 ・法人名カナ順
 ・法源番号の昇順（法人税・都道府県税との三税同梱発送を行う自治体のため）

【オプション機能】
・税理士別での出力対応

＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、「法人管理番号順（番号の範囲指定も可）」については範囲指定ではなく個別
指定で足りるのではとの意見があります。
・これについて、”範囲”で指定しなくとも、個別に対象法人を検索して出力できれば足りる場合
は、（）内の番号範囲指定を削除します。
（例として、法人管理番号の0100-0200番を指定して一括出力するようなシーンはあまりないと想
定）

※個別に検索する機能は、2.1.15.に記載しています。

・番号の範囲指定機能は不要として削除します。
・第2回WTでE市より、学校法人、社会福祉法人への対応として、該当
法人の一括作成も可能とすべき（オプション機能）旨、ご指摘頂いた
ため、追記しました。

指定した決算年月の法人を対象に、申告区分別に以下の条件で出力順・範囲を制御できること。
申告書と納付書は、同一の順序で印刷できること。
法人管理番号の範囲指定により印刷対象を抽出することもできること。

【選択可能な出力順】
・法人管理番号順 （番号の範囲指定も可）
・単独／分割法人順（延長の場合は延長有無を組み合わせる）に法人管理番号順
・区内特別郵便の出力対応（住所順での出力）

【オプション機能】
・社会福祉法人、更生保護法人、学校法人を選択して一括作成ができること。
・税理士別での出力対応ができること。

0200 2.1.4.

法人基本台帳の情報をもとに、以下の均等割申告対象法人については、均等割申告書（第22号の3様式）が
出力されること。

【均等割対象法人】
・公共法人（地方税法第296条第1項第1号に掲げる法人以外）
・公益法人等（地方税法第296条第1項第2号に掲げる法人以外）　※収益事業「無」の場合

2.1.
2.2.

法人台帳の法人基本情報をもとに、一括処理時
に申告書が判断される機能は、業務の正確性、
効率性の観点から必須と考えます。

4月末の申告期限で統一されていることから、
対象法人区分に該当し収益事業を行わない法人
等、又は寮等のみとして登録される法人の全て
を対象とします。（緑字部分）

＜確認事項＞
以下、ご確認ください。

（１）緑字の対象法人について、網羅されているか。
（２）申告区分の判定は、緑字の法人区分／収益事業の有無／寮等の登録をもとにシステム上で自動判定されているか。あ
るいは、職員が法人基本情報の登録時に「均等割申告のみ」などを個別登録しているか。

※減免・課税免除等でシステム上の特別な制御が必要な場合は、「6. 減免」で内容を確認します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・本要件を必須機能とします。
・なお、G市ご指摘の対象法人の定義について、地方税法上に列挙されていることから、「法令に定める均等割申告対象法人」という記載に変更します。

法人基本台帳の情報をもとに、法321条の８第19項の規定により申告納付を行う法人については、均等割申告書（第22号
の3様式）が出力されること。

法人基本台帳の情報をもとに、法321条の８第19項の規定により申告納付を行う法人については、均等割申告書（第22号の
3様式）が出力されること。

0210 2.1.5.
送付対象管理（一
括処理）

申告書送付要/不要の管理ができ、申告書不要の法人については申告書一括作成時に対象外とできること。 1.5.
2.1.

税理士や会計システムで申告書を作成する法人
は、役所から発送された申告書を使用しないた
め、要否フラグの管理機能は必要性が高く必須
機能としています。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。 ※異論なし、として要件案を確定します。 申告書送付要/不要の管理ができ、申告書不要の法人については申告書一括作成時に対象外とできること。

2 / 12



資料1
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0220 2.1.6.

予定申告書の一括作成は、前事業年度の課税標準額（法人税額）が20万円を超える法人を自動的に対象と
できること。
予定・中間申告書の要否は申告書入力、法人基本情報からの個別登録もでき、前年度の法人税額が20万円
以下の場合でも「要」フラグがある法人は一括作成の対象とできること。

2.1.
2.2.

予定申告書の対象を抽出して一括作成する機能
は多くの団体で必要であると考えます。
このとき、判断材料として以下対比表に記載が
あり、これらは効率的な業務運用上、必須と考
えます。

【中間申告「要」手動登録】
・H市、Y社
※但し、自動判定に掛からないケースがあった
場合などに必須

【税額から判断】
・E・H・I市、T社

※T社は判断基準を前事業年度の課税標準額20
万円いかの法人を除外するかを選択可としてい
るが、「要否」の登録と同一運用が可能と想定
される。

一方で、中間申告の義務がある法人を全て抽出
できているかは差があるかと思っています。

＜確認事項＞
以下に関する皆様の運用方法やご意見を踏まえて仕様を検討していきます。

（１）申告義務の抽出条件について、ア、イを確認させてください。
　ア．20万円以下の法人も、予定申告書を送付しているか。その場合、ブランク発行（宛名印字のみ）で送付しているか。
　イ．前年度が12月に満たない法人で、課税標準額が20万円以下だが税法上の計算式では対象となる法人も現在抽出できて
いるか。（機能要件の抽出条件の確認）

※連結納税法人なども、対象から漏れる可能性を考慮し、個別登録機能を定義しています。

（２）予定申告書と中間申告書の作成条件について、以下ア～ウを確認させてください。
　ア．システム上、排他関係（いずれかのみ）になって作成されるか。
　イ．排他となる場合は、どのような制御を行うか。（例．法人基本台帳上に、中間／予定の切替登録ができる。中間申告
の場合は、白紙の納付書が合わせて出力される）
　ウ．予定・中間申告書という形で、2面カット紙を使用することはあるか。システムから当該帳票が出力できるか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
●申告義務の抽出条件
　・予定申告書の対象は、原則20万円を超えるものを抽出する機能は必須と定義。
　・月数を考慮した上で予定申告の対象とできる機能を「オプション」機能と定義。（構成員の運用から代替運用可能と判断）
　・予定／中間申告書を排他関係で登録できる機能を定義。
　　ただし、実装されていない団体も多く、2.1.1.で中間申告書を一括作成対象としていないため、オプション機能としている。

＜事前確認結果＞
（１）申告義務の抽出条件
　ア．法人税額20万円以下法人への予定申告書発送
　　⇒全団体「送付無」　※K市のように、個別登録は登録内容を優先

　イ．前年度が12月に満たない法人で、課税標準額が20万円以下だが税法上の計算式では対象となる法人の抽出
　　⇒E・G・K市のみシステムで抽出できている。（多くのパッケージシステムでは対応できていない）

（２）予定申告書と中間申告書の作成条件
　　⇒排他関係となる団体では、「法人基本情報で、予定／中間申告書の切替設定が可能」。

予定申告書の一括作成は、前事業年度の課税標準額（法人税額）が20万円を超える法人を自動的に対象とできること。

【オプション】
前事業年度の月数が12に満たない場合は、月数計算して予定申告の対象となる法人を自動判断して対象とできること。

【必須】
予定申告書の要否は申告書入力、法人基本情報からの個別登録もでき、前年度の法人税額が20万円以下の場合でも
「要」フラグがある法人は一括作成の対象とできること。

【オプション】
中間申告書の送付が必要な法人を管理できること。中間申告書「要」と登録された法人は予定申告書一括作成の対象外と
なること。また、リスト等で発送月別に抽出できること。

＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより「予定申告書の要否は申告書入力、法人基本情報からの個別登録もでき、前年度
の法人税額が20万円以下の場合でも「要」フラグがある法人は一括作成の対象とできること。」に
ついては利用機会が少ないためオプションで良いのではとの意見があります。

・これについて、月数計算ができないシステムや、連結納税法人の申告義務が判断できないケース
などを想定して個別処理の機能が必要と考えていましたが、本機能は必須でしょうか。あるいはな
くても良いでしょうか。

→上記機能が無い場合は、全事業年度の課税標準額（法人税額）が20万円を超える法人のみが予定
申告対象法人として抽出されると考えます。

・G・K市の指摘を踏まえて、「課税標準額」の文言を削除します。

＜事前確認結果＞
中間申告の個別登録機能について、
・必須：H・I・K市
・任意・不要：B・C・D・E・F・J市

予定申告書の一括作成は、前事業年度の 課税標準額（法人税額 ）が20万円を超える法人を自動的に対象とできること。

【必須】
予定申告書の要否は申告書入力、法人基本情報からの個別登録もでき、前年度の法人税額が20万円以下の場合でも「要」
フラグがある法人は一括作成の対象とできること。

【オプション】
前事業年度の月数が12に満たない場合は、月数計算して予定申告の対象となる法人を自動判断して対象とできること。

【オプション】
中間申告書の送付が必要な法人を管理できること。中間申告書「要」と登録された法人は予定申告書一括作成の対象外と
なること。また、リスト等で発送月別に抽出できること。

0230 2.1.7.

申告書・納付書の一括作成時に、以下の法人は作成対象外とするかを団体ごとに一括設定できること。
なお、法人基本情報で申告書「要」と個別設定した場合は、個別設定が優先されて申告書・納付書一括作
成の対象となること。

・eLTAX利用法人（利用者IDの登録有法人。納付書は一括作成の対象とできること）
・事務所等なしの法人（事務所等が無い状態となった翌事業年度以降の申告書・納付書は対象外とできる
こと）

2.1.
2.2.

不必要な申告書を送付しないため、抽出条件指
定機能は必要性が高いと考えます。
ただし、その一括設定の対象について、運用が
異なると考えます。

【事務所等がない法人への言及】
・B市

【eLTAXへの言及】
・C市

現行運用を踏まえて以下にご回答ください。

＜確認・検討事項＞
（１）eLTAX利用法人を申告書発送対象外とし、納付書のみ発送するか。いずれも発送しないか。
（２）事務所等を有さない法人を申告書発送対象外とするか。（申告書・納付書のいずれも発送しないか）
（３）システム上の望ましい挙動・運用は①～③のいずれか。
　①事務所等を有さない場合も継続的に発送する
　②事務所等を有さない場合は申告書は発送しない（申告書発送対象外）
　③事務所等を有さなくなった状態の初年度のみ発送する（1年目のみ申告書発送対象）

※上記いずれも発送対象法人リスト上には出力される想定。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞　※仕様書たたき台に変更なし
・団体により運用差異があり、かつ郵送代への影響や申告納付勧奨のスタイル差などがあるため、統一化が容易ではないと考えます。
・したがって、仕様書たたき台にあるとおり、「団体ごとに一括設定できる」という記載を含めて必須要件とします。
・なお、「事務所等なし」の法人の取扱は、検討項目（３）③を前提としており、多くの団体の運用に対応できるものと考えます。

＜事前確認結果＞
（１）eLTAX利用法人
　　申告書も発送：B市、C市、E市
　　納付書のみ発送：D市、F市、G市、K市

（２）事務所等を有さない法人
　　発送対象：D市、E市
　　発送対象外：B市、C市、F市、G市、K市

（３）事務所等を有さない法人への申告書類送付
　　①D市、②C市、K市、③B市、E市、F市、G市

（４）その他
　　①電子申告義務がある法人への対応（2.1.1.で出た意見）
　　　→必須とする。（例．利用者IDが登録されていなくても、資本金が1億円を超える場合は自動で納付書のみ作成対象とする、など）
　　②引抜作業（K市意見）
　　　→毎月決まったタイミングで、異動リストをもとに引抜処理を行う運用を想定。
　　　　所在地変更の場合は、返戻もしくは転送されるため、運用回避が可能と想定。

※「団体ごとに」、は記載せずとも問題ないため削除しました。

申告書・納付書の一括作成時に、以下の法人は作成対象外とするかを 団体ごとに一括設定できること。
なお、法人基本情報で申告書「要」と個別設定した場合は、個別設定が優先されて申告書・納付書一括作成の対象となる
こと。

・eLTAX利用法人（利用者IDの登録有法人。納付書は一括作成の対象とできること）
・電子申告義務のある法人（大法人等）
・事務所等なしの法人（事務所等が無い状態となった翌事業年度以降の申告書・納付書は対象外とできること）

※前回WTで、利用者IDの登録に関わらずeLTAX利用法人に申告書を送
付しない対応としていたため、記載を見直しました。

申告書・納付書の一括作成時に、以下の法人は作成対象外とするかを一括設定できること。
なお、法人基本情報で申告書「要」と個別設定した場合は、個別設定が優先されて申告書・納付書一括作成の対象となる
こと。

・eLTAX利用法人（ 利用者IDの登録有法人。納付書は一括作成の対象とできること）
・電子申告義務のある法人（大法人等）
・事務所等なしの法人（事務所等が無い状態となった翌事業年度以降の申告書・納付書は対象外とできること）

0240 2.1.8.
申告書送付先・宛
名シール作成

（窓空き封筒対応として）申告書に、法人基本台帳に登録されている送付先宛名を出力できること。
送付先宛名に対応する宛名シールを作成できること。

上記は、一括処理・個別処理ともに可能なこと。

2.2. 申告書の送付形式によって必要な機能が異なり
ますが、窓空き封筒対応、宛名シールの両者に
対応できれば問題ないと考えます。従って、た
たき台は必須機能と判断して作成しています。

ただし、本要件はH市のみが明確に要求してい
るため、必須とすべき機能かについて検討項目
としています。

以下を確認させてください。

・なぜその機能が必要かorなぜこの機能が書いていないのか（不要なのか、他の機能で賄われているのか）。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・申告書を①専用紙（申告書・納付書一体型）、②A4汎用紙にするかで異なると考えます。各構成員の回答を踏まえて、以下整理しました。

　①申告書・納付書一体型の作成機能：オプション機能　※専用紙の購入有無が分かれる。帳票一覧でも整理。
　②申告書、納付書の汎用紙での作成機能（2.1.1及び2.1.2で定義）：必須機能　⇒送付先が出力できないため、申告案内文書（2.1.9で定義）が必須となる。
　③宛名シールの作成：必須機能。窓空き封との補完関係にある。

 （窓空き封筒対応として）申告書に、法人基本台帳に登録されている送付先宛名を出力できること。

送付先宛名に対応する宛名シールを作成できること。
上記は、一括処理・個別処理ともに可能なこと。

【オプション】
納付書一体型申告書を作成できること。納付書一体型申告書には、窓空き封筒対応として、法人基本台帳に登録されてい
る送付先宛名を出力できること。
上記は、一括処理・個別処理ともに可能なこと。

＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、宛名シールは利用頻度が低いためオプションで良いのではとの意見がありま
す。
・各構成員に置かれては宛名シールは使用されていませんか。（オプション＝実装されない可能性
もあるが問題ないか）

・宛名シールは利用頻度が低いことから、オプション機能とします。  （窓空き封筒対応として）申告書に、法人基本台帳に登録されている送付先宛名を出力できること。

【オプション】
送付先宛名に対応する宛名シールを作成できること。
上記は、一括処理・個別処理ともに可能なこと。

【オプション】
納付書一体型申告書を作成できること。納付書一体型申告書には、窓空き封筒対応として、法人基本台帳に登録されてい
る送付先宛名を出力できること。
上記は、一括処理・個別処理ともに可能なこと。

0250 2.1.9.
申告書同封資料作
成（一括処理）

決算期を指定して、申告書案内通知を一括出力できること。
税理士宛に送付する場合は当該税理士の税理士コードが出力できること。

＜対象申告書＞
・予定申告書
・確定申告書
・均等割申告書

2.2. 案内通知（申告のお知らせ）は、B・C・I市が
要求していますが、右記の運用を前提に考える
と必須帳票ではないと考えられます。
これらを踏まえて実務上の必要性を確認の上
で、必須／オプション等要件を整理します。
（たたき台では、オプションと想定していま
す）

また、対象申告書、送付先についても検討項目
とします。

【対象申告書】
・B市：予定、確定、均等割
・C市：均等割のみ明記
・D市：明記なし
・T社：予定、中間、確定

【税理士宛】
・C市、T社（T社は「税理士番号が設定されて
いる」とあるため、税理士送付用のみの発行の
可能性がある）

＜検討事項＞
（１）宛名シールの作成機能、窓空き封筒機能の両方がある場合、申告書案内通知は必要でしょうか。
具体的には、お知らせ文書を入れる場合でも、送付先が別で示せるのであれば、お知らせ文書は一律共通のプレプリントを
同封すれば足りると想定します。
業務上の運用の必要性が高い場合は理由を合わせてご指摘願います。

（２）必須とした場合、対象の申告書は以下で良いでしょうか。
　・予定申告書
　・確定申告書
　・均等割申告書
　※中間申告書は不要でしょうか。

（３）税理士宛の案内文の出力は必要でしょうか。その際、税理士コードの出力も求めますか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・申告書案内通知の一括作成機能は必須。個別での作成機能も必須とする。
・税理士宛の送付文書は、オプションとし、実装要否はシステム事業者に委ねる。（税理士コードは不要）

＜事前確認結果＞
（１）必要との意見多数。また、K市より、一括のみならず個別作成も必要との意見あり。　⇒個別作成機能も追加。

（２）送付する申告書区分は異論なし。

（３）税理士宛て：C・J市のみ必須と回答。⇒オプション機能を想定。コード出力は不要。

決算期を指定して、申告書案内通知を一括出力できること。個別での出力もできること。
税理士宛の案内通知も出力できること。

＜対象申告書＞
・予定申告書
・確定申告書
・均等割申告書

※送付先宛名を出力できることを記載して、内容を明確化しました。
※中間申告書、清算予納申告書をオプションで追記しました。

決算期を指定して、法人基本台帳に登録されている送付先宛名（窓空き封筒対応）を出力した申告書案内通知を一括出
力できること。
個別での出力もできること。

＜対象申告書＞
・予定申告書
・確定申告書
・均等割申告書

【オプション】
税理士宛の案内通知も出力できること。
中間申告書を対象とできること。
清算予納申告書を対象とできること。

0260 2.1.10.

申告書を印刷した法人宛の税率表を一括出力できること。 2.2. Y社が実装していますが、申告手引きの一部に
相当し、システム出力が必須とは想定しており
ません。
なお、保有事業者の帳票も申告案内通知・申告
のお知らせに、税率表（法人税割の税率や均等
割額表）が追加された様式であり、事実上の案
内通知に等しいものと考えています。

＜確認事項＞
以下を確認させてください。

・なぜその機能が必要かorなぜこの機能が書いていないのか（不要なのか、他の機能で賄われているのか）。
・現在、こうした帳票をシステムから出力されていますか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・実装不要（実装不可）として整理する。

＜事前確認結果＞
・J市を除き、全団体がシステム帳票としての作成は不要と回答。（別で一律の文書を作成すれば足りる）

 申告書を印刷した法人宛の税率表を一括出力できること。 ※削除

0270 2.1.11.

合併市町村において2以上の区域に事業所を有する法人を対象に、合併前市町村名の内訳を記載した従
業者数内訳書を一括出力できること。
（当該帳票が出力できない場合は、合併による不均一課税登録がされている法人の申告書出力順を分
けられること。）

2.2. 合併自治体用の機能であり、近年は利用する場
面が無いと想定します。加えて、本様式はプレ
プリントでも足りると考えられるため、不要な
機能として整理しています。

実装：X社
要望：なし

＜確認事項＞
・本機能は不要と想定しています。認識に誤りはないでしょうか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なし、として要件案を不要（実装不可）で確定します。 ※削除

0280 2.1.12.
申告書送付対象法
人抽出

指定した決算期で申告義務のある法人を抽出し、申告書発送リストを作成できること。
申告書発送リストは、予定、確定、均等割、清算予納を対象とし、申告区分別に一覧化できること。

2.1. 申告区分別の申告書発送簿は、発送対象外と
なった法人の確認や、未申告法人が発生した場
合の発送履歴の管理などにも使用できることか
ら必要であると考えます。

なお、リスト出力の対象申告書は、2.1.1.申告
書一括出力と同じにしています。（Y社が中間
申告書発送一覧としていますが、中間申告書の
一括発送は必須ではないと想定しています）

【要求団体】
・B・C・H・I市

【実装事業者】
・T・W・X・Y社

・中間申告書の一括発送、発送リストでの確認は必須ではない（実装不要）と考えますが、現在送付されていますか。
・その他、左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・中間申告書は、一括作成の対象外と整理。（2.1.1.）
・中間申告書／予定申告書の要否登録はオプション。（2.1.6.）
→中間申告のリスト確認も同様にオプションとして、2.1.6.で定義しました。

・なお、2.1.1.で清算予納申告書をオプションとしていることから、本項目でもオプションにします。

＜事前確認結果＞
・B市、D市、H市が中間申告書も必要と回答。ただし、不要との意見も多い。
・2.1.6.で、「予定／中間」の要否を排他で登録できる機能をオプションで定義。

指定した決算期で申告義務のある法人を抽出し、申告書発送リストを作成できること。
申告書発送リストは、予定、確定、均等割を対象とし、申告区分別に一覧化できること。

【オプション機能】
清算予納申告書の発送者をリストで確認できること。

※中間申告書の発送について、オプションで追記しました。 指定した決算期で申告義務のある法人を抽出し、申告書発送リストを作成できること。
申告書発送リストは、予定、確定、均等割を対象とし、申告区分別に一覧化できること。

【オプション機能】
中間申告書の発送者をリストで確認できること。
清算予納申告書の発送者をリストで確認できること。

0290 2.1.13.
申告書発送情報管
理

申告書の発送履歴、発送有無の管理ができること。 2.2. 発送履歴の管理は、申告書作成情報とイコール
であり、未申告法人管理のベース情報になると
想定しています。

なお、I市の「発送・停止希望」については、
発送要否が登録できれば経緯は備考管理で足り
ると考え、たたき台には記載しておりません。

＜確認事項＞
（１）法人住民税システム上で、左記情報を管理しているか、またしている場合はオンライン画面等で職員が確認できる状
態かを確認させてください。

（２）なぜその機能が必要かorなぜこの機能が書いていないのか（不要なのか、他の機能で賄われているのか）をご教示く
ださい。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・発送履歴、発送有無の管理は必須。画面参照でき、EUCを含むデータ出力ができれば良い。
・なお、発送履歴は「発送日、発送有無」に変更。

＜事前確認結果＞
・E・F・G・H・J・K市が管理しており、問合せ対応等に活用している。

申告書の発送履歴（発送日、発送有無）が参照できること。 ・APPLIC税TFより、本件について機能を有さないベンダーがおり、本
機能がなくとも未申告管理には影響がないという意見をもらっていま
す。（税TFでは、オプション化を要望）

＜確認事項＞
これについて、問合せ対応を主とした機能ではありますが、実際には
法人基本台帳上で「申告書送付要」となっている法人であれば、発送
管理機能がなくとも送付有無は回答できると考えます。したがって、
本件オプション機能として整理して良いでしょうか。
※EUCでの抽出やオンライン画面での確認はできなくなる可能性があ
ります。

＜APPLIC税TF意見＞
①当該機能がない場合にも未申告法人の管理には支障がないか
→法人基本台帳と申告書の登録状態から未申告法人を抽出可能である
ため、未申告法人の管理には支障はない。

②必須機能とした場合に支障があるか
→上記を受けて、「未申告法人の管理に支障がなければオプション機
能とする」取り扱いとしてはどうか。

【オプション】
申告書の発送履歴（発送日、発送有無）が参照できること。

0300 2.1.14.

発送履歴はCSV等で抽出できること。 2.1.13.の要件で確認した利用目的に応じて要
件を整理します。

2.1.13.の要件で確認します。EUCで差し支えない場合は、EUC機能への統合も検討します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・K市意見のように、CSV等が望ましいため、必須機能で定義。EUC等による対応でも可。

発送履歴は、CSV等の加工可能なデータ形式で抽出できること。（EUC機能でも可） 発送履歴は、CSV等の加工可能なデータ形式で抽出できること。（EUC機能でも可）

0310 2.1.15.
申告書・納付書発
行（個別処理）

法人の申告区分、事業年度を指定して申告書・納付書を個別発行できること。送付済の法人、過年度分に
ついても再発行できること。
財務協会版の申告書・納付書も発行できること。
郵便振替用紙についても個別発行できること。

個別での発行機能は、再発行などの用途で必須
と考えます。H市にある「過年度申告分の納付
書発行」についても、修正申告・更正等の様々
な再発行シーンで発生すると考えられ、必須と
しています。

なお、T社が「郵便振替再発行」「財務協会版
納付書」（単票発行）の機能を有しています。
これらの要否を確認させてください。

※申告書・納付書の出力対象は、2.1.1.～
2.1.2.に記載

＜確認事項＞
左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。
なお、以下のシステム出力要否についてもご教示ください。

（１）「郵便振替用紙」の要否
（２）「財務協会版申告書・納付書」の要否→「要」の場合は、一括出力の必要性もご教示ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
（１）財務協会版⇒不要
（２）郵便振替用紙（払込取扱票）⇒利用するケースは多くないため、システム出力不要と考えますがよろしいでしょうか。

法人の申告区分、事業年度を指定して申告書・納付書を個別発行できること。送付済の法人、過年度分についても再発行
できること。
 財務協会版の申告書・納付書も発行できること。
 郵便振替用紙 についても個別発行できること。

法人の申告区分、事業年度を指定して申告書・納付書を個別発行できること。送付済の法人、過年度分についても再発行
できること。

0320 2.1.16.
予定申告書出力項
目

予定申告書に、以下を出力できること。ブランク発行もできること。

＜出力項目＞
・法人管理番号
・法人名
・送付先
・事業年度
・申告区分
・資本金
・資本金及び資本準備金の合計
・資本金等の額
・前年度使途秘匿金
・前事業年度の最終申告（確定・修正確定等）割額
・予定申告額

2.2. 対比表をもとに、予定申告書への出力内容を指
定しています。必要な項目を出力して印刷する
ことは業務の正確性・効率性から必須機能と考
えます。

なお、以下については検討項目とします。

・ブランク発行：C市
・出力内容を編集：T社

＜確認事項＞
（１）左記要件の出力項目について、過不足がないかをご確認ください。
（２）T社が実装する「出力内容を編集」について、出力項目のなかで自由に編集できるべき項目があればご教示ください。
（３）「ブランク発行」について、送付先、キーとなる法人管理番号を出力する内容で相違ないかご教示ください。

ブランク発行＝窓空き封筒を前提とした送付先出力と、法人管理番号など通常変更しないキー情報を出力する。

　【ブランク出力項目案】
　・法人管理番号
　・送付先

なお、汎用紙、OCR、申告書納付書一体型については帳票一覧で確認します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・送付先を、所在地、と変更しました。
・純粋なブランク発行（フォームのみの発行）、一部ブランク発行（法人名・所在地・法人管理番号）を要件化しました。

＜追加確認事項＞
・予定申告書の前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額の明細（第20号の３様式⑨から⑱）までの欄は印字されていますか、印字されている場合、⑨から⑱
すべての項目を印字されていますか。

---------------------------------------------------------------------------------------------------
＜事前確認結果＞
■必須出力項目
・法人管理番号
・法人名
・ 送付先→所在地
・事業年度
・申告区分
・ 資本金→前期末現在の資本金の額又は出資金の額
・ 資本金及び資本準備金の合計→前期末現在の資本金の額及び資本準備金の額の合計額
・ 資本金等の額→前期末現在の資本金等の額
・前年度使途秘匿金
・前事業年度の最終申告（確定・修正確定等）割額
・予定申告額

■ブランク発行
・完全なブランク（フォームのみ）の発行
・法人名、法人本店所在地、法人管理番号の出力

予定申告書に、以下を出力できること。ブランク発行（フォームのみ）、法人名・所在地・法人管理番号のみの発行も
できること。

＜出力項目＞
・法人管理番号
・法人名
・ 送付先→所在地
・事業年度
・申告区分
・ 資本金→前期末現在の資本金の額又は出資金の額
・ 資本金及び資本準備金の合計→前期末現在の資本金の額及び資本準備金の額の合計額
・ 資本金等の額→前期末現在の資本金等の額
・前年度使途秘匿金
・前事業年度の最終申告（確定・修正確定等）割額
・予定申告額

＜追加確認事項＞
（１）予定申告書の前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額の明細（第20号の３様式⑨から
⑱）までの欄は印字されていますか、印字されている場合、⑨から⑱すべての項目を印字されてい
ますか。

（２）前期末現在の資本金・資本準備金・資本金等は、出力されていますか。APPLIC税TFより、納
税者（法人）が記載すべき項目のためオプションとすべきとの意見があります。

（３）申告書の印刷する紙について、以下のいずれかご回答ください。
①A4汎用紙
②OCR用専用紙
③申告書納付書一体型（専用紙）
④その他（　　　　　）

※2.1.8.の仕様書たたき台修正案でオプション機能として記載したものについて、その妥当性を確
認するために各構成員の運用を追加確認させて頂くものです。
※専用紙を使用されている場合、申告書様式外の余白スペースに、窓空き封筒用に送付先情報（所
在地とは異なる場合がある任意の送付先）を出力されているかもご回答ください。
※2.1.16.-2.1.18.は、システム出力項目を定義しています。（省令様式で定まっている規定の文
言＝フォーム部分は定義していません）

（１）予定申告書の出力項目（⑨～⑱）
・⑨～⑱・・・C,E,H,K市
・⑨～⑯・・・J市
・⑨⑩⑱・・・F市
・印字なし・・・D,G,I市

→前年度の申告内容であり、管理情報を出力するだけであるため、⑨
～⑱を必須として良いと考えます。ご意見があればお願いいたしま
す。（修正案は⑨～⑱のすべてを記載）

また、予定申告額の出力に関して、システム出力対応として①②④⑤
⑥⑦も出力項目としました。

※K市ご質問事項①については、お見込みのとおり修正があれば最新
の税額をもとに計算される前提です。

（２）資本金、資本 均等金等などの出力
・出力していない構成員が多いため、オプション機能として整理しま
す。

（３）申告書の出力用紙
・納付書一体型の専用紙などを利用している構成員が半数程度いま
す。これらをインプットに帳票WTを行いたいと思います。

予定申告書に、以下を出力できること。ブランク発行（フォームのみ）、法人名・所在地・法人管理番号のみの発行も
できること。

＜出力項目＞
・法人管理番号
・法人名
・所在地
・事業年度
・申告区分
・前事業年度の最終申告（確定・修正確定等）割額
【予定申告額】
　・①前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額 (⑱の金額)
　・②予定申告税額
　・④この申告により納付すべき法人税割額
　・⑤均等割月数
　・⑥均等割額
　・⑦この申告により納付すべき市町村民税額
 ・前年度使途秘匿金
【前事業年度又は前連結事業年度の法人税割額の明細】
　・⑨課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額
　・⑩法人税割額
　・⑪市町村民税の特定寄附金税額控除額
　・⑫外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額
　・⑬外国の法人税等の額の控除額
　・⑭仮装経理に基づく法人税割額の控除額
　・⑮租税条約の実施に係る法人税割額の控除額
　・⑯納付すべき法人税割額
　・⑰⑯のうち特別控除取戻税額等又は個別帰属特別控除取戻税額等に係る法人税割額
　・⑱差引法人税割額

【オプション】
・前期末現在の資本金の額又は出資金の額
・前期末現在の資本金の額及び資本準備金の額の合算額
・前期末現在の資本金等の額

0330 2.1.17.
確定申告書出力項
目

確定申告書に、以下を出力できること。ブランク発行もできること。

＜出力項目＞
・法人管理番号
・法人名
・送付先
・事業年度
・申告区分
・当該事業年度の既に納付の確定した法人税割額
・当該事業年度の既に納付の確定した均等割額

2.2. 対比表をもとに、確定申告書への出力内容を指
定しています。必要な項目を出力して印刷する
ことは業務の正確性・効率性から必須機能と考
えます。

なお、以下については検討項目とします。

・ブランク発行：C市
・出力内容を編集：T社

＜確認事項＞
（１）左記要件の出力項目について、過不足がないかをご確認ください。
（２）T社が実装する「出力内容を編集」について、出力項目のなかで自由に編集できるべき項目があればご教示ください。
（３）「ブランク発行」について、送付先、キーとなる法人管理番号を出力する内容で相違ないかご教示ください。

ブランク発行＝窓空き封筒を前提とした送付先出力と、法人管理番号など通常変更しないキー情報を出力する。

　【ブランク出力項目案】
　・法人管理番号
　・送付先

なお、汎用紙、OCR、申告書納付書一体型については帳票一覧で確認します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・送付先→所在地としました。
・ブランク発行、法人名・所在地・法人管理番号のみの発行を必須として定義しました。

※K市ご意見のみなし処理との関係性について、申告があったものとみなされる時期と、確定申告書データ作成までには数か月の期間があることから、運用上問
題無いと考えます。

確定申告書に、以下を出力できること。ブランク発行（フォームのみ）、法人名・所在地・法人管理番号のみの発行も
できること。

＜出力項目＞
・法人管理番号
・法人名
・所在地
・事業年度
・申告区分
・当該事業年度の既に納付の確定した法人税割額
・当該事業年度の既に納付の確定した均等割額

確定申告書に、以下を出力できること。ブランク発行（フォームのみ）、法人名・所在地・法人管理番号のみの発行もで
きること。

＜出力項目＞
・法人管理番号
・法人名
・所在地
・事業年度
・申告区分
・当該事業年度の既に納付の確定した法人税割額
・当該事業年度の既に納付の確定した均等割額

0340 2.1.18. 納付書出力項目

納付書に、以下を出力できること。ブランク発行もできること。

＜出力項目＞
・法人管理番号
・法人名
・送付先
・会計年度
・事業年度
・申告区分
・法定納期限

2.2. 対比表をもとに、納付書への出力内容を指定し
ています。必要な項目を出力して印刷すること
は業務の正確性・効率性から必須機能と考えま
す。
C市が要望される「ブランク発行」について
は、検討項目とします。

なお、以下については検討項目とします。

・ブランク発行：C市
・出力内容を編集：T社

＜確認事項＞
（１）左記要件の出力項目について、過不足がないかをご確認ください。
（２）T社が実装する「出力内容を編集」について、出力項目のなかで自由に編集できるべき項目があればご教示ください。
（３）「ブランク発行」について、送付先、キーとなる法源・法人管理番号を出力する内容で相違ないかご教示ください。

ブランク発行＝窓空き封筒を前提とした送付先出力と、法人管理番号など通常変更しないキー情報を出力する。

　【ブランク出力項目案】
　・法人管理番号
　・送付先

なお、汎用紙、OCR、申告書納付書一体型については帳票一覧で確認します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・送付先→所在地としました。
・ブランク発行、法人名・所在地・法人管理番号のみの発行を必須として定義しました。

＜事前確認結果＞
・法人管理番号
・法人名
・ 送付先→所在地
・会計年度
・事業年度
・申告区分
・法定納期限

納付書に、以下を出力できること。ブランク発行（フォームのみ）、法人名・所在地・法人管理番号のみの発行もでき
ること。

＜出力項目＞
・法人管理番号
・法人名
・ 送付先　→　所在地
・ 会計年度
・事業年度
・申告区分
・法定納期限

※APPLIC税TFより、記載の手引き上は「「申告納付する月の属する年度を記入する」とあるから
「会計年度→年度」であるとの指摘を受けました。これに基づき、K列：仕様書たたき台（修正
案）を変更しました。認識相違があればご指摘ください。

納付書に、以下を出力できること。ブランク発行（フォームのみ）、法人名・所在地・法人管理番号のみの発行もできる
こと。

＜出力項目＞
・法人管理番号
・法人名
・所在地
・年度
・事業年度
・申告区分
・法定納期限
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0350 2.1.19.
プレ申告データ作
成（eLTAX連携）

eLTAX利用法人について、プレ申告データを抽出・作成し、eLTAX連携ファイルが作成できること。

（自動連携オプション）
プレ申告データを、外部媒体を経由することなくeLTAXに自動連携できること。

eLTAXとの円滑な連携を行うために、本機能は
必須と考えます。

なお、T・U・W社が有している自動連携機能
は、U社がオプションと称しているとおり、利
用有無が分かれるため、オプション機能を想定
しています。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。
eLTAXとのデータ連携について、以下の点について確認します。

＜確認事項＞
・市町村の基幹システムにeLTAXデータを取り込む方法は、どの方法によっていますか。ご教示ください。

　①連携せずに手入力
　②USB等媒体を介したデータ連携
　③連携サーバを介して、LGWAN→個人番号利用事務NWに自動連携
　④その他

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・プレ申告データのファイル作成機能を必須として定義。
・自動連携機能は、オプションとして定義。（地方税共同機構様のご意見を踏まえて、記載内容を修正）
・プレ申告データを作成した法人のリスト作成も必須として定義。

eLTAX利用法人について、プレ申告データを抽出・作成し、eLTAX連携ファイルが作成できること。
プレ申告データ作成対象法人をリストで出力できること。

（自動連携オプション）
プレ申告データを、外部媒体を経由することなくeLTAXに自動連携するための機能を有すること。

eLTAX利用法人について、プレ申告データを抽出・作成し、eLTAX連携ファイルが作成できること。
プレ申告データ作成対象法人をリストで出力できること。

（自動連携オプション）
プレ申告データを、外部媒体を経由することなくeLTAXに自動連携するための機能を有すること。

0360 2.1.20. 返戻法人情報管理

申告書等の返戻法人情報（調査状況・結果、決裁日等）の管理（登録、修正、削除）ができること。 9.3. C・I市の要求にあるため、たたき台に記載しま
した。
本要件に関して、実務上の必要性並びに各団体
のシステム運用を確認させてください。

＜検討事項＞
返戻記録は、メモ機能でのテキスト管理、パッケージの宛名管理システムへの登録などで運用するケースもあると考えま
す。
返戻情報を管理項目として設定する必要性や、調査情報の管理の必要性があるか、その場合はどのような機能が想定される
かをご教示ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・メモ管理でも問題ないため、返戻管理の機能は削除する。

 申告書等の返戻法人情報（調査状況・結果、決裁日等）の管理（登録、修正、削除）ができること。  申告書等の返戻法人情報（調査状況・結果、決裁日等）の管理（登録、修正、削除）ができること。

0370 2.1.21. 公示送達処理

調査の結果、宛先不明のものについて公示送達の処理ができること。

※更正決定通知・減免決定通知でのみ公示を実施する。

9.6. C・I市の要求にあるため、たたき台に記載しま
した。
法人課税に関しての公示送達の運用について、
皆様の実務運用を確認させてください。

以下を確認させて頂きます。法人住民税においては、更正決定であっても、課税客体が当該団体内に存在していることが求
められるため公示送達を実務上運用していないケースもあると考えられます。

＜確認事項＞
（１）公示送達の運用を行っていますか。行っている場合は、どのようなシステム機能を活用していますか。
（２）公示送達の機能が必要ない場合は、なぜ必要ないのか（不要なのか、他の機能で賄われているのか）をご教示くださ
い。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・公示送達の専用機能は必要ない。システム外処理でも可。
・G市の「公示送達日」の入力についても、件数が少ないことからメモ管理等でも足りると想定。

 調査の結果、宛先不明のものについて公示送達の処理ができること。

 ※更正決定通知・減免決定通知でのみ公示を実施する。

 調査の結果、宛先不明のものについて公示送達の処理ができること。

 ※更正決定通知・減免決定通知でのみ公示を実施する。

0380 2.1.22.

公示送達の調査経過を管理（登録、修正、削除）できること。

※更正決定通知・減免決定通知でのみ公示を実施する。

9.6. ※2.1.21.で確認します。 ※2.1.21.で確認します。 ＜事務局見解＞
・同上。機能は不要。

 公示送達の調査経過を管理（登録、修正、削除）できること。

 ※更正決定通知・減免決定通知でのみ公示を実施する。

 公示送達の調査経過を管理（登録、修正、削除）できること。

 ※更正決定通知・減免決定通知でのみ公示を実施する。

2.2. 申告書登録・課税作成

0390 2.2.1. 申告書登録基本

該当する法人、事業年度、申告区分を指定して、確定申告・中間申告・予定申告・みなす申告、見込納付
等、申告情報の登録ができること。申告情報は履歴管理できること。

＜対象申告＞
・中間申告（第20号様式）
・修正中間申告
・予定申告（第20号の3様式）
・修正予定申告
・みなす申告
・確定申告（第20号様式）
・見込納付
・修正確定申告
・均等割申告（第22号の3様式）

・退職年金積立金に係る中間申告
・退職年金積立金に係る修正中間申告
・退職年金積立金に係る確定申告（第20号の2様式）
・退職年金積立金に係る修正確定申告
・特定信託に係る予定申告（旧第20号の5様式）
・特定信託に係る確定申告（旧第20号の4様式）
・清算予納申告（第21号様式）
・修正清算予納申告
・残余財産分配等予納申告（第22号様式）
・修正残余財産分配等予納申告
・清算確定申告（第22号様式）
・修正清算確定申告

3.7. 申告情報管理は、業務上必須ですが、その内容
について必要十分かを確認します。
また、一部事業者の機能について、その要件の
実務上要否を検討します。

（その他）
・一部、保存年限を設定できる機能を有する
パッケージもありますが、保有年限については
非機能要件として整理します。

＜確認事項＞
左記の仕様書たたき台にある申告区分で全てとして良いでしょうか。
また、仕様書たたき台にある申告区分のうち、現行制度に照らして以下の要否を確認させてください。

・退職年金積立金に係る中間申告・修正中間申告
・退職年金積立金に係る確定申告・修正確定申告（第20号の2様式）
・特定信託に係る確定申告書（旧第20号の4様式）
・特定信託に係る予定申告書（旧第20号の5様式）
・清算予納申告・修正清算予納申告（第21号様式）
・残余財産分配等予納申告・修正残余財産分配等予納申告（第22号様式）
・清算確定申告・修正清算確定申告（第22号様式）

＜検討事項＞
・以下の機能を持つ事業者がいますが、現行運用での実装有無、利用有無、実装されていた場合の要否を検討させてくださ
い。

■機能例
・画面遷移することなく、管理番号を入力して、特定の入力項目のみで申告書入力ができること。更新後も、調定年月、申
告年月日、事業開始日、終了日はクリアされずに続けて入力できること。

■想定利用シーン
・月末にまとめて申告書を入力する際に、同一申告区分の申告書を、連続して効率良く入力するための機能と考えられま
す。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・構成員において、現時点では全ての申告書が利用されているため、「対象申告」は「法令に定める対象申告書」と整理する。
・以下の事前確認結果は、調査結果として整理し、今後の要件検討の際の参考とする。
・検討事項に上げた申告書の入力機能は、必須ではないものの運用上の効率化等に寄与するものです。ただし、画面遷移等の記載のため、内容は既定しないこと
とします。（H・J市は実装あり、K市も効率性に寄与と回答）

＜事前確認結果＞
・退職年金積立金に係る中間申告・修正中間申告：E市
・退職年金積立金に係る確定申告・修正確定申告（第20号の2様式）：E市
・特定信託に係る確定申告書（旧第20号の4様式）：B市
・特定信託に係る予定申告書（旧第20号の5様式）：B市
・清算予納申告・修正清算予納申告（第21号様式）：G市、K市
・残余財産分配等予納申告・修正残余財産分配等予納申告（第22号様式）：B市、G市
・清算確定申告・修正清算確定申告（第22号様式）：G市、K市

※D市：いずれも利用無。第22号様式は一部利用があるが無くても可

該当する法人、事業年度、申告区分を指定して、法令に定める申告書、みなす申告、見込納付等、申告情報の登録・管理
ができること。申告情報は履歴管理できること。

＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、以下の申告書は利用機会が少ないことからオプションとすべきとの意見があり
ました。恐らく、利用機会が少ないことから最新バージョンのパッケージで実装されていないケー
スもあるのでは、という点からと想定しています。

・J列の事前確認結果からも、これらは利用している団体が少ないため、オプションでも問題ない
と考えますがいかがでしょうか。
（その場合は、法令に定める「申告書、みなす申告、見込納付等申告情報の登録・管理ができるこ
と。ただし、以下の申告書についてはオプションとする」などの要件になります。）

＜オプションとすべき旨提案があった申告区分＞
・退職年金積立金に係る中間申告
・退職年金積立金に係る修正中間申告
・退職年金積立金に係る確定申告（第20号の2様式）
・退職年金積立金に係る修正確定申告
・特定信託に係る予定申告（旧第20号の5様式）
・特定信託に係る確定申告（旧第20号の4様式）
・清算予納申告（第21号様式）
・修正清算予納申告
・残余財産分配等予納申告（第22号様式）
・修正残余財産分配等予納申告
・清算確定申告（第22号様式）
・修正清算確定申告

検討項目とした申告書管理については、オプションでよいとの回答が
多数のため、オプション機能として定義します。（修正案をご参照）

該当する法人、事業年度、申告区分を指定して、法令に定める申告書、みなす申告、見込納付等、申告情報の登録・管理
ができること。申告情報は履歴管理できること。

【オプション機能】
以下の申告書管理については、オプション機能とする。
・退職年金積立金に係る中間申告
・退職年金積立金に係る修正中間申告
・退職年金積立金に係る確定申告（第20号の2様式）
・退職年金積立金に係る修正確定申告
・特定信託に係る予定申告（旧第20号の5様式）
・特定信託に係る確定申告（旧第20号の4様式）
・清算予納申告（第21号様式）
・修正清算予納申告
・残余財産分配等予納申告（第22号様式）
・修正残余財産分配等予納申告
・清算確定申告（第22号様式）
・修正清算確定申告

0400 2.2.2. 重複管理

申告情報の登録時に、同法人・同事業年度・同申告区分が入力されている場合は重複申告のチェックがで
き、入力できないこと。
（修正申告・更正処理を除く）

3.7. H市のみの要望、T社・Y社が実装する機能です
が、重複申告、又は重複登録の人的ミス防止の
ために必須機能と考えます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※要件に異論なしとして、機能案を確定します。

（K市ご意見について）
・例として、3月決算法人（5月末申告期限）が、4月に申告したため4月調定とした場合で、5月中に再度出てきた場合（2.2.3.の機能で対応できない場合）で
しょうか。

＜追加確認事項＞
（１）申告期限内に確定申告書が再提出されたケースにおいて、例月調定処理後の場合に、申告・
調定取消処理はできますか。出来ない場合は、どのような処理をしているかをご回答ください。

（２）調定取消処理ができるシステム運用の場合、確定申告の取消処理はいつの時点でも出来ます
か。（申告期限後はできない、などのシステム制御をしている場合はご教示ください）

※構成員意見から、以下のパターンが確認できました。
・調定取消が出来ないため、修正申告として入力
・調定取消のための更正減額処理を実施

申告情報の登録時に、同法人・同事業年度・同申告区分が入力されている場合は重複申告のチェックができ、入力できな
いこと。
（修正申告・更正処理を除く）

0410 2.2.3. 訂正・削除

申告書入力後も、未調定であれば申告書の訂正入力（同一申告区分で前入力内容の修正）、削除ができる
こと。
例月の調定処理が済んでいる場合でも、申告年月日、事業年度終期は修正できること。

3.8. 誤入力防止のため、履歴を残さない訂正入力、
台帳削除を行うケースがあると認識していま
す。D市・H市が要求し、T・W・X・Y社が実装し
ていることから、多くの団体で必要とされる基
本機能と判断しています。

なお、H市が要求する緑字部分（調定済の申告
における申告年月日と事業年度終期の修正）に
ついて、検討項目としています。

＜検討事項＞
（１）申告書は、指定した調定年月までは訂正入力（履歴を残さない訂正）できることが必須との認識ですが相違ないです
か。確定申告書の再提出がされる場合もあると考えます。

（２）調定年月を過ぎたものでも、以下を修正する機能は必須ですか。
　　ア．申告年月日の修正
　　イ．事業年度終期の修正　※事業年度の修正は、収納等へ影響しないでしょうか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・申告書の訂正入力、削除処理は必須→2.2.2.でK市よりご意見がある「調定後も期限内申告なら訂正できる、という内容を定義すべき」→について、どのよう
に運用されていますか？（調定後も期限内申告であれば、訂正・削除ができますか？）
・例月の調定確定後でも申告年月日は修正できると望ましいが必須ではない。（オプション機能）
・事業年度は、収納側への影響もあるため、不要とする。

＜事前確認結果＞
（１）必須
（２）ア．申告年月日修正：H・J・K市が必要
　　　イ．事業年度修正：H・K市が機能あり→ただし、必須ではない。

申告書入力後も、未調定であれば申告書の訂正入力（同一申告区分で前入力内容の修正）、削除ができること。

【オプション】
例月の調定処理が済んでいる場合でも、申告年月日 、事業年度終期は修正できること。

※2.2.2.で確認します。 ・2.2.2.でG,H,I市が回答した「調定後でも取消可能」というシステ
ム仕様が望ましいと考えます。（確定申告の訂正処理を、更正減額等
することは、システム機能の制約に依存する代替的運用と考えます）

・右記の【必須追加】について、G,H,I市のご意見をお願いします。
また、他構成員に置かれても意見があればご教示ください。

申告書入力後も、未調定であれば申告書の訂正入力（同一申告区分で前入力内容の修正）、削除ができること。

【必須追加】
調定後でも、申告の取消・削除ができること。その場合、減額調定を行うなどして調定の整合性が保てること。

0420 2.2.4. メモ機能

課税台帳にメモ・備考入力機能を有すること。
メモは、申告書ごとに200字以上入力できること。

3.7. 課税台帳にメモを要望する仕様書があり、機能
を持つ事業者がいます。
法人基本情報の機能として法人ごとのメモ機能
は定義していますが、課税台帳へのメモ機能、
申告書ごとのメモ機能が必要かを確認いたしま
す。

たたき台は、H市の要求仕様書を参考に作成し
ており、検討項目のなかで精査します。

※メモは、APPLIC税TFへも実装方式の検討を依頼しますが、WTでは実装方式について業務実施上の要望有無及び内容を
整理します。

＜検討事項＞
（１）課税台帳にも、メモ管理機能は必要ですか。その場合は、どのような単位で必要ですか。
　①課税全体で1つの管理
　②申告年度単位で1つの管理（例．令和２年度決算法人の予定／確定／修正全体で1つ）
　③申告ごとに1つの管理（例．令和２年度決算法人の予定／確定／修正で1つずつ）
　④申告ごとに複数管理
　⑤その他

（２）メモの実装方式として各項目に要望があれば詳細を記載ください。
　　ア．メモごとのタイトル管理の要否
　　イ．メモ入力日や入力者の管理の要否
　　ウ．メモ管理期限の要否（○月○日までなどの期間指定／年度内のみ管理／期間に関係なく管理）
　　エ．メモ１件ごとの入力可能な文字数の上限（○○字以上）

※上記、特段の要望がない、判断が難しいなどの場合はその旨をご回答ください。
※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・法人台帳と共通でも良い、あるいは要望なしが過半。
・ただし、実装有無が分かれるとデータ移行に支障がでる可能性がある。そのため、「オプション」とすることは望ましくなく、「必須」とした上で利用を任意
とする。
・法人WTでの見解を整理してAPPLIC税TFに見解をいただく。

（法人WT見解）
・課税全体でメモ管理を複数でき、入力日や入力者管理を行い、メモあたり300文字以上を入力可能　※法人台帳と同等の機能

＜事前確認結果＞
・法人台帳と共通で可：B・J・K市
・課税台帳に必要：E・F・H市　※E市は課税台帳からも入力できるようにした上で、法人台帳との共通メモを要望

課税台帳に備考・メモ機能を有すること。
メモは、法人ごとに複数管理ができ、メモごとに300文字以上の任意文字列の入力、メモタイトル、入力日、入力者が登録
できること。
過去に登録したメモの修正、削除もできること。

0430 2.2.5. 申告書入力様式

申告書の様式ごとに入力画面を用意し、様式別に申告入力ができること。（異なる申告書でも、入力項目
を共通化できる場合はこの限りではない）

3.7. 画面に関することですが、様式ごとに入力項目
や計算式が異なること、対比表でも5団体、4社
に記載があることから必須機能としています。
ただし、仮に申告書が異なっていても、画面の
入力項目を共通化できる場合は実装方法を制限
する必要が無いと想定して、仕様書たたき台に
緑字の部分を記載しています。

※対比表中にあるT社の「各申告を取得し、そ
れぞれ該当する項目に初期表示」は、2.2.6.～
2.2.11.、2.2.15.などで各申告書登録の共通要
件として記載しています。

※対比表中にあるT社の「各種明細入力」につ
いては、2.2.19.～2.2.20.で確認します。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、機能案を確定します。 申告書の様式ごとに入力画面を用意し、様式別に申告入力ができること。（異なる申告書でも、入力項目を共通化できる
場合はこの限りではない）

0440 2.2.6. 申告入力（共通）

法人基本情報の法人区分等の登録内容から、非課税や均等割の最低税率適用を判断し、申告書入力時に自
動設定できること。

3.7. 法人基本情報から税率判断を行う機能は、正確
性の観点から必須と考えています。
但し、対比表上はI市のみが明確に要求してい
るため、本機能の必要性について検討項目とし
ています。

以下を確認させてください。

・なぜその機能が必要かorなぜこの機能が書いていないのか（不要なのか、他の機能で賄われているのか）。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

　 法人基本情報の法人区分等の登録内容から、非課税や均等割の最低税率適用を判断し、申告書入力時に自動設定できるこ
と。

0450 2.2.7.

申告区分と事業年度、申告年月日から、法人の現況に応じた事業年度開始、終了を自動表示して入力でき
ること。
均等割月数、均等割号数、資本金等、申告延長月数、分割区分、連結区分等法人基本情報から流用できる
情報が初期設定されること。

3.7. 事業年度の自動表示や法人基本情報から流用で
きる項目の初期設定は、業務効率化並びに登録
データとの整合性の観点から必須と考えていま
す。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、機能案を確定します。 ＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、以下の意見及び機能修正案の提案がありました。これについて、修正理由及び
修正機能案で記載を見直すべきかご意見頂けると幸甚です。

---------------------------------------------------------------
■APPLIC税TF意見
１．事業年度開始、終了の自動表示について、「申告区分と事業年度、申告年月日から」の表記を
削除いただきたい。
＜理由＞
事業年度開始、終了の自動表示に使用する情報を固定化してしまうと、より精度の高い表示機能の
実装を阻害する恐れがあるため。

２．初期設定項目から「均等割号数、分割区分、連結区分」を削除し、「その他申告に必要な項
目」を追加していただきたい。
＜理由＞
列挙する項目は、申告書様式に記載のある項目のみに留めるべきと考えるため。
また、「原則、標準仕様書に記載されないものは実装ができない」であることから、当記載がない
場合、これまで設定していた列挙項目以外の項目の実装が行えなくなるため。

＜APPLIC税TF　修正機能案＞
 申告区分と事業年度、申告年月日から、法人の現況に応じた事業年度開始、終了を自動表示して入
力できること。
均等割月数、 均等割号数、資本金等、申告延長月数、 分割区分、連結区分等その他申告に必要な項
目について、法人基本情報から流用できる情報が初期設定されること。

※APPLIC税TFより修正意見がありました。
これについて、実装を限定する必要性はないため、修正意見を受け入
れることとします。
（意見欄を別途参照）

 申告区分と事業年度、申告年月日から、法人の現況に応じた事業年度開始、終了を自動表示して入力できること。
均等割月数、 均等割号数、資本金等、申告延長月数、 分割区分、連結区分等その他申告に必要な項目について、法人基本
情報から流用できる情報が初期設定されること。

0460 2.2.8.

法定納期限、申告期限の延長を加味した申告期限を自動計算できること。自動計算においては休日を考慮
して計算すること。納期限を任意に変更することもできること。

3.7. 納期限、申告期限の計算は適切な期限管理、未
申告管理等の観点から必須と考えます。

W社の「休日を考慮する」についても、申告・
納期限の規定から当然の機能として定義してい
ます。

なお、I市が「任意に変更」できるとしたもの
のうち、「納期限」についてはシステム仕様が
分かれると考えています。
収納システムとの連携も発生することから、
パッケージでの対応可否を確認することが必要
と想定しています。

＜確認事項＞
（１）現行システムでは納期限は任意の変更もできますか。
（２）任意の変更ができない場合は、災害時などで納期限が特例的に延長された場合、延滞金の計算はどのように処理して
いますか。
（例.収納システム側で延長分に相当する延滞金を職権免除するなど）

※「納期限を任意に変更」が必要となった場合は、APPLIC税TFへの意見照会を行うことを想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・「納期限の任意変更」については、多くの団体が実施不可としている一方で、新型コロナウイルス対応などで必要性が増しているとの意見があります。
⇒申告期限の延長区分として、「定款等による延長」と「災害等による延長」を区別して管理できる機能を必須で定義します。（問題なければ、1.1.1.の機能に
追加します。）当該機能を実装した場合、災害等による延長の対象となる事業年度の申告後に元の区分に戻す作業が必須になると想定されます。
　
・なお、「納期限を任意に変更」について、収納管理システムで同様の運用ができると想定しております。（法人住民税システムでは延長事由の管理のみで、延
滞金計算の始期となる納期限の変更は行わない想定です。）

＜事前確認結果＞
・多くの団体では「現行不可」であり、収納管理システムで納期限を変更している。
・一方で、B市・I市の「新型コロナウイルス」対応などにより、必要性が増したとの意見がある。

法定納期限、申告期限の延長を加味した申告期限を自動計算できること。自動計算においては休日を考慮して計算するこ
と。 納期限を任意に変更することもできること。

法定納期限、申告期限の延長を加味した申告期限を自動計算できること。自動計算においては休日を考慮して計算するこ
と。 納期限を任意に変更することもできること。

0470 2.2.9.

法人基本情報の法人区分等をもとに、適用税率は当該申告法人の事業年度に合わせて自動設定できるこ
と。任意設定もできること。

3.7. 税制改正で税率が変わるため、マスタ管理して
いる税率をもとに事業年度を判定して自動計算
できる機能は必須と考えています。

自治体ではI市のみの記載ですが、多くの団体
では「自動計算」機能の一部として包含してい
ると考えています。

なお、I市が税率の「任意設定」を要求してい
ます。この点について、検討項目に上げていま
す。

※関連：2.2.6.に法人区分をもとにした最低税
率の判断機能を定義

＜確認事項＞
・マスタで設定した税率以外に、申告入力時に任意に税率を切り替える運用は必須でしょうか。どのようなときに利用する
でしょうか。

（例）申告入力時に、「1」14.7％、「2」12.3％、「3」12.1％、「4」9.7％のように、コードで適用税率を切り替える機
能。

・本機能が必要がない場合は、その理由をご教示ください。（不要なのか、他の機能で賄われているのか）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・原則、自動計算を必須とする。
・E市ご意見「任意設定は必須」について確認する。
　※マスタ管理している税率設定ではなく、オンライン入力時に法人・申告ごとに設定変更を行う必要はあるか。

＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、均等割と法人税割で異なるため、仕様の意味合いを明確化すべきとして以下修
正案が提案されました。
・特段問題ないと考えるため、以下修正案を採用する想定ですが、ご意見あればお願いいたしま
す。

---------------------------------------------------------
＜APPLIC税TF　修正案＞
均等割税率については法人基本情報の法人区分等をもとに自動設定できること。
法人税割税率については当該申告法人の事業年度に合わせて自動設定できること。

・APPLIC税TFの修正意見を受け入れ、要件を修正します。また、不均
一課税を行う市町村においては不均一課税の対応が必須となるため、
要件を追加します。（J,K市におかれては、認識齟齬がないかをご確
認ください）

均等割税率については、法人基本情報の法人区分等をもとに自動設定できること。
法人税割税率については、当該申告法人の事業年度に合わせて自動設定できること。

【追加必須要件】
不均一課税を行う自治体においては、法人基本情報、当該事業年度の法人税額等を基にした税率の自動設定ができる
こと。

0480 2.2.10.

法人基本情報で管理する資本金、従業者数を参照して申告書入力を行えること。資本金等の額と市町村内
の従業員数から、均等割の号数判定を自動で行い、申告入力の税額チェックができること。均等割号数は
手動でも変更できること。

3.7. 多くの団体で要求があり、事業者も対応できる
必須機能と想定しています。

業務の効率化や正確性、法人基本情報と申告額
の整合性等の観点から必須と考えます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・異論なしとして、機能案を確定します。
※G市の「年度ごとの変動が大きい」点について、ご指摘のとおりですが、市町村向けパッケージシステムのほとんどが法人基本情報と連動する構成になってい
ると認識しています。

法人基本情報で管理する資本金、従業者数を参照して申告書入力を行えること。資本金等の額と市町村内の従業員数か
ら、均等割の号数判定を自動で行い、申告入力の税額チェックができること。均等割号数は手動でも変更できること。

0490 2.2.11.

最新事業年度の申告書を入力することで、資本金・資本金等、従業者数、分割区分、均等割号数が法人基
本情報に反映されること。
申告延長区分、中間申告要否も登録できること。

3.7. 多くの団体で要求があり、事業者も対応できる
必須機能と想定しています。

業務の効率化や正確性、法人基本情報と申告額
の整合性等の観点から必須と考えます。
（2.2.10.で参照した情報をもとに、情報を更
新した場合でも整合が取れることを想定してい
ます）

＜検討事項＞
申告書入力時に、「申告延長区分」の入力機能は必須でしょうか。理由もご教示ください。
（法人基本情報への入力機能は1.1.1.で規定しています）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜確認事項＞
・申告延長区分は、申告画面でも入力できることが必要、との意見が多数です。ただし、都道府県通知をもとに確認する地方税法の運用を前提とすると、本来は
申告登録時には申告期限の延長登録は不要とも考えられます。
→申告登録の機能として、申告期限の延長の登録は必須でしょうか？

・「中間申告の要否」は、システム登録していますか。予定申告を一括作成の対象としている以上、不要と整理しても差し支えないでしょうか。

（その他ご意見）
・F市：様式にある項目であるので必要　むしろこの機会に現行の有無だけでなく延長月数も様式に入れてほしい。（市外本店法人の中途設置の場合、具体的な
月数が申告書ではわからない由）

＜追加確認事項＞
（１）確定申告書にある「中間申告の要否」は、オンラインでの個別入力処理やeLTAXの取込など
で登録をしていますか。

※予定申告書の要否の個別登録又は自動判断する機能は別で定義していますが、「中間申告書の要
否」はオプション機能又は実装不要とする想定です。現行運用をご教示ください。

（２）申告延長区分は、”申告登録”画面の機能として必須でしょうか。その場合は、事業年度ご
とに登録する意図でしょうか。（法人基本台帳画面で登録する機能は別で定義しています。）

（３）APPLIC税TFより、以下の修正提案があります。理由は以下ですが、申告区分延長、中間申告
要否の登録も削除提案が来ています。これについて、前半の修正は受け入れ、後半の修正は上記
（１）（２）を踏まえて検討する想定ですが、ご意見があれば頂きたく思います。

---------------------------------------------------------
＜APPLIC税TF　修正案＞
最新事業年度の申告書を入力することで、資本金・資本金等、従業者数、 分割区分、均等割号数そ
の他申告書に記載のある項目が法人基本情報に反映されること。
 申告延長区分、中間申告要否も登録できること。

＜APPLIC税TF　修正理由＞
列挙する項目は、申告書様式に記載のある項目のみに留めるべきと考えるため。また、「原則、標
準仕様書に記載されないものは実装ができない」であることから、当記載がない場合、これまで反
映していた列挙項目以外の項目の実装が行えなくなるため。

（１）中間申告書の要否登録
・個別入力：B・D・J・K市
・登録なし：C・E・G・H・I市
・eLTAX取込登録：なし

＜事務局見解＞
・半数が登録していること、またK市意見より、システムが法制度に
完全に対応できない場合の処置として個別登録の機能は必要性がある
と考えられます。
・したがって、中間申告要否の登録はそのまま残します。

（２）「申告登録時」の申告期限延長の入力項目
・構成員の現行運用は、登録有無が半々で分かれるものの、事業年度
ごとの登録の必要性があることから課税画面での登録を必須機能とし
ます。
・また、これまでのWTで指摘のあった災害延長か否かの情報について
も登録できることを記載します。災害延長については、法人基本情報
に反映されないことを要件化していますので、認識齟齬がないかをご
確認ください。

（３）APPLIC税TFからの修正意見
・前半意見（法人基本情報に反映される情報の変更）
　⇒受け入れて修正
・後半意見（延長区分、中間要否の登録機能の削除）

⇒受け入れずに必須要件として定義

最新事業年度の申告書を入力することで、資本金・資本金等、従業者数、 分割区分、均等割号数その他申告書に記載のあ
る項目が法人基本情報に反映されること。

申告延長の有無・期間・区分（災害／その他等）、中間申告要否も登録することで、法人基本情報に反映されること。
ただし、災害による延長については、法人基本情報には反映されないこと。（翌事業年度の申告時に継続しないた
め）
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資料1
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業務フ
ローと

検討項目（論点案）

0500 2.2.12.

均等割の月割計算に関して、みなし事業年度の適用、事業年度途中の事務所開設・廃止により12か月に満
たない場合は、法人基本情報の登録内容から月割計算が自動でできること。

3.7. 月数計算機能は、業務の効率化や月数をもとに
した税額計算の正確性などから、あると望まし
い機能と考えています。

ただし、D市、H市のみが明確に要求していたた
め、検討項目に上げて詳細を整理します。

＜確認事項＞
下記ケースのシステム運用を教えてください。特に、月数算定が自動計算できるケースとできないケースがある場合は、機
能を明確化するため詳細をご教示ください。手計算でも支障ない場合もその旨ご回答ください。

（１）本店が他団体にある法人の支店設置による月割計算（分割法人。支店設置日で自動計算されるか）
（２）他団体からの転入による月割計算（初年度のみ分割法人。転入（新設）日で自動計算されるか）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・多くの団体で、同等の機能、運用を実施していることを確認しました。

均等割の月割計算に関して、みなし事業年度の適用、事業年度途中の事務所開設・廃止により12か月に満たない場合は、
法人基本情報の登録内容から月割計算が自動でできること。

均等割の月割計算に関して、みなし事業年度の適用、事業年度途中の事務所開設・廃止により12か月に満たない場合は、
法人基本情報の登録内容から月割計算が自動でできること。

0510 2.2.13.

事務所等を有さない法人（清算中の状態で事務所等を有さない場合を含む）について、事務所等の所在期
間に応じた均等割月数が任意で入力できること。

※均等割月数を自動計算せずに任意に入力

3.7. 原則、自動計算される均等割月数について、事
務所等を有さない法人（清算中の状態である法
人を含む）は任意の月数を入力するケースがあ
ると考えています。

対比表にはありませんが、2.2.12.の要件と関
連する内容を想定で仮置きしています。

※「清算中」と記載しているのは、法人基本情
報上で最新の現況区分を１つのみ管理する場合
に、「事務所等を有さない法人」と「清算中」
という状態が同時に管理できないことを想定し
た記載です。清算中で、事務所等を有さないこ
とが分かっている場合に、同様の処理を行える
ことを想定しています。

左記のケースについて、「事務所等を有さない」法人（例．休業中の法人）の均等割月数のシステム入力の運用・仕様を確
認した上で要件を精緻化いたします。
各団体がシステムに求める処理を教えて頂き、仕様を検討したいと思います。

＜確認事項＞
（１）「事務所等がない状態」の現況区分の有無管理要否（法人基本情報への登録）

（２）「事務所等がない状態」の期間・日付休業日管理の要否方法（管理項目の有無、メモ機能でのテキスト管理等）

（３）均等割月数の望ましい管理方法（「事務所等がない場合」は申告登録で自動計算が掛からない／「事務所等がない」
状態の年度は初期表示が0月／初期表示は事業年度月数（12月など）で事業年度・月数のエラーチェックは掛からない、な
ど）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※月数のエラーチェックが掛からない旨を追記して、機能案を確定します。 事務所等を有さない法人（清算中の状態で事務所等を有さない場合を含む）について、事務所等の所在期間に応じた均等
割月数が任意で入力できること。

※均等割月数を自動計算せずに任意に入力。月数計算のエラーチェックは掛からない。

事務所等を有さない法人（清算中の状態で事務所等を有さない場合を含む）について、事務所等の所在期間に応じた均等
割月数が任意で入力できること。

※均等割月数を自動計算せずに任意に入力。月数計算のエラーチェックは掛からない。

0520 2.2.14.

政令市においては、
・課税区（課税される行政区）の管理ができること。
・行政区ごとに事務所等開廃日の管理、均等割月数、均等割額計算ができること。

3.7. 政令市の申告時の影響は左記で良いかを確認い
たします。（検討項目：緑字）
その上で必要性が認められた場合はオプション
機能とすることを想定します。

＜確認事項＞
（政令市の構成員の皆様へ）
（１）左記の要件は必須でしょうか。また、政令市の独自要件があればご指摘願います。

（２）「課税区」とは、「市内の主たる事業所がある行政区（課税地）」という理解で良いでしょうか。

※課税区：対比表にはありませんが、他団体で利用していた呼称です。認識齟齬がある場合はご教示ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・E市、K市の回答をもとに、以下ができる仕様に記載を改めます。

（必須機能の要件）
・開廃日管理は支店ごとであり、これをもとに行政区ごとの均等割月数を計算できる機能

＜追加確認事項＞
・「課税区」管理は、市税事務所等がある場合で、管轄の事務所がどこかを内部的に管理するための情報になると考えていました。
・上記のような運用がなければ、課税区管理は必須ではない、と考えますが、認識に相違あるでしょうか。
（納税地管理、課税地管理は、政令市に関わらずに必要なため、1.1.1.で定義しています。）

【オプション】
政令市においては、
・支店ごとに事務所等開廃日の管理を行い、開廃日をもとに行政区ごとの均等割月数、均等割額計算ができること。

【オプション】
政令市においては、
・支店ごとに事務所等開廃日の管理を行い、開廃日をもとに行政区ごとの均等割月数、均等割額計算ができること。

0530 2.2.15.

課税標準額、法人税割額、各種控除額、分割基準等を入力し、申告額が自動計算結果と合っているかを
チェックした上で登録処理が行えること。入力した金額に誤りがある場合はエラーとなり、エラー個所を
表示できること。

3.7. 自動計算機能は、正確な税額計算・チェックを
行うために必須と考えます。また、計算エラー
を表示することも必須と考えます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※課税台帳から情報を流用して入力軽減を図る機能については、以降の「申告入力（○○申告書）」機能で定義していま
す。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、機能案を確定します。 課税標準額、法人税割額、各種控除額、分割基準等を入力し、申告額が自動計算結果と合っているかをチェックした上で
登録処理が行えること。入力した金額に誤りがある場合はエラーとなり、エラー個所を表示できること。

0540 2.2.16.

自動計算と異なる金額についても、強制入力ができること。 3.7. 管理項目が対応できていない部分があった場合
や独自減免への対応として要望するケースがあ
ります。
一方で、必須機能とするかは検討対象と考えて
います。

※H市の個別帰属額への対応は、2.2.20.で確認
します。

＜検討事項＞
自動計算部分の手入力について、交付税資料の集計への影響や収納システムとの連携で延滞金計算がずれるなどの理由から
対応不可とする事業者がいる可能性があります。
構成員の現行運用を踏まえて、本要件が必須か否かを検討したいと考えます。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・事前確認の結果、多くの団体で必須とのこと。必須要件として定義します。

自動計算と異なる金額についても、強制入力ができること。 自動計算と異なる金額についても、強制入力ができること。

0550 2.2.17.
申告入力（確定申
告書）

申告入力時に同一事業年度の「既に納付の確定した当期分の法人税割額・均等割額」「見込納付額」な
ど、前回の課税情報から流用できる項目は自動的に初期設定されること。

3.7. 課税情報の流用による初期設定は、正確性・効
率性の観点から必須と考えます。
2.2.10.では法人基本情報から流用し、本要件
では課税台帳から流用する内容となります。

なお、記載の内容を初期表示することで足りる
か、T社が実装する「見込納付」は必要かにつ
いて確認いたします。

＜確認事項＞
・申告額に関して初期表示する項目は、「既に確定した当期分・均等割額」「見込納付額」で良いでしょうか。「見込納付
額」も必須でしょうか。
・その他、申告額に関して初期表示すべきものがあればご教示ください（資本金等、法人基本台帳に関するものや税率は別
で定義しています）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜確認事項＞
・G市、K市より、「見込納付額は確定申告時に分かるため、初期表示する項目ではない」とのご意見を頂いています。
・初期表示が必須としているB・E・H・J市は、「見込納付額」を申告区分として別管理し、確定申告よりも先にシステム登録されている、という理解で良いで
しょうか。（あるいは、確定申告時に見込納付額も合わせて入力しますか。パッケージによっては、見込納付額を先に登録できる機能を有していると想定しま
す）

⇒上記確認後に、初期表示する項目に「見込納付額」を含めるかを整理します。

＜追加確認事項＞
・G市、K市より、「見込納付額は確定申告時に分かるため、初期表示する項目ではない」とのご意
見を頂いています。
・初期表示が必須としているB・E・H・J市は、「見込納付額」を申告区分として別管理し、確定申
告よりも先にシステム登録されている、という理解で良いでしょうか。（あるいは、確定申告時に
見込納付額も合わせて入力しますか。パッケージによっては、見込納付額を先に登録できる機能を
有していると想定します）その場合，どのように登録しているか（1件1件、又は一括データ連携な
ど）を教えてください。

※E市は8/6に、収納システム→見込納付データ→課税システム一括連携という処理をしている旨ご
回答をいただきました。

⇒上記確認後に、初期表示する項目に「見込納付額」を含めるかを整理します。

・見込み額は不要との意見が多くなっています。
・E,G市は、見込納付額を管理する機能を必要としています。
→見込納付額は「オプション機能」を事務局案として、WT内で確認
します。その結果を踏まえて、2.2.1.の見込納付管理機能も修正
します。

【確認事項】
・G市は、調定見込額を確認するためとしていますが、E市におかれて
も同様でしょうか。
・両市では、収納データの納付実績をもとにした見込納付管理は必須
であっても、オンライン画面での個別登録機能は不要という理解で良
いでしょうか。
・また、B,H市においても管理目的、登録フロー（収納データを利用
するか、等）をご教示願います。

申告入力時に同一事業年度の「既に納付の確定した当期分の法人税割額・均等割額」など、前回の課税情報から流用でき
る項目は自動的に初期設定されること。

【オプション】
見込納付額を流用して表示できること。

0560 2.2.18.

外国税額控除の計算明細入力ができること。
標準税率相当分、超過税率相当分を管理し、外国税控除税額総額と補正後市町村内従業員数と補正後全従
業員数から自動計算を行い、外国の法人税等の額の控除額を計算できること。

3.7. 外国税額の明細入力は申告書入力並びに統計資
料作成上必須であると考えています。
なお、本機能を第20号様式以外でも共通的に備
えるべき要件か、について検討します。

＜検討事項＞
（１）第20号様式以外に、以下のシーンでも機能定義は必要でしょうか。必要な場合は、「申告入力（別表）」として機能
名称を変更し、申告共通的な要件として定義しなおします。
・第21号様式（清算予納申告書）
・旧第20号の4様式（特定信託確定申告書）
・その他

（２）控除未済額の管理は必要でしょうか。（対比表には記載がありません）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜追加確認事項＞
・外国税額控除の計算明細の入力は必須でしょうか？各構成員に置かれては、システム上明細を入力されているかを確認させてください。
・明細入力をされている場合は、左記の仕様書たたき台の内容で問題ないかを確認させてください。

＜事務局見解＞
・上記を確認した上で、明細が必須であれば、第20号様式の機能として外国税額控除を定義します。
・未済額管理については、必須ではないとの回答が多数のため、必須機能としては定義しない方針です。一方で、外国で活動する企業が多い自治体では利用シー
ンも多いと想定されるため、オプション機能として整理します。（2.2.19.のE市ご意見を流用し、控除未済額が参照できることをオプションとしつつ、それによ
り自動更正やエラーチェックまでは求めない方針です。）

【検討項目】
外国税額控除の計算明細入力ができること。
標準税率相当分、超過税率相当分を管理し、外国税控除税額総額と補正後市町村内従業員数と補正後全従業員数から自動
計算を行い、外国の法人税等の額の控除額を計算できること。

【オプション】
・控除未済額の管理（設定・保持・修正）ができ、翌事業年度以降の申告においても計算後の控除未済額が参照ができる
こと。更正等の処理時にも控除未済額が適切に管理できること。

＜追加確認事項＞
（１）外国税額控除の計算明細の入力は必須でしょうか？各構成員に置かれては、下記①～③によ
り入力されている項目をご教示ください。

①　控除額のみ入力している
②　控除額に加え外国税額控除総額及び従業員数（全体・市町村内）を入力している。
③　その他（②に加え入力している項目があれば、具体的にご教示ください）

（２）APPLIC税TFより、「当要件は、普通交付税算定用資料（市町村民税法人税割の調定額等に関
する調）の外国税額控除額について、標準税率相当分、超過税率相当分を自動計算できることを求
める要件と推察されるため。」に、以下の修正案が妥当との意見があります。これについて、認識
に齟齬がないか、修正案で問題ないかをご確認ください。

------------------------------------------------------------------
＜APPLIC税TF　修正案＞
・外国の法人税等の額の控除額について、法人税の控除限度額、補正後市町村内従業員数、補正後
全従業員数から、標準税率相当分、超過税率相当分を自動計算できること。

＜追加確認結果＞
①控除額のみ入力：B,C,E,F,H,I,J,K市
②外国税額控除総額及び従業員数（全体・市町村内）も入力：D,G市
③その他：なし

＜要件修正方針＞
・黒字の【必須】要件部分について、APPLIC税TF修正意見のとおりに
修正しました。
・また、多くの構成員が明細を入力していないことを踏まえて、明細
は必須入力項目ではない旨を補記しました。

外国の法人税等の額の控除額について、外国税控除税額総額、市町村内従業員数、全従業員数を入力することで、控
除額が自動計算されること。
外国税控除税額総額、市町村内従業員数、全従業員数を入力せず、控除額のみを入力して税額計算することもできる
こと。
控除額のうち標準税率相当分、超過税率相当分を自動計算できること。

【オプション】
・控除未済額の管理（設定・保持・修正）ができ、翌事業年度以降の申告においても計算後の控除未済額が参照ができる
こと。更正等の処理時にも控除未済額が適切に管理できること。

0570 2.2.19.

特定寄付金税額控除、仮装経理控除がある場合は明細入力が行えること。 3.7. 対比表にはH市、T社しか明記していませんが、
控除明細入力は、申告内容の管理、控除計算、
統計資料への反映の目的から必須であると考え
ています。

なお、上記「外国税額控除」と同様に第20号様
式以外の申告書でも定義すべきか等について意
見をいただきたく思います。

＜検討事項＞
（１）特定寄付金・仮装経理控除の明細入力は、必須ですか。明細の場合は、どのような情報をシステム上で登録・計算で
きることが必須ですか。

　ア．特定寄附金控除（例．支出年月日、寄付額、按分計算機能、控除額・法人税額をもとにした控除額計算機能　など）
　イ．仮装経理控除（例．発生年度、金額、控除未済額　など）

（２）（１）で仮装経理における控除未済額管理が必須の場合、未済額をもとに申告書登録時のエラーチェックや自動で更
正対象に上がる、などの後続のシステム処理をご教示ください。

（３）その他、システム上で控除明細の入力欄・繰越明細管理（未済額管理）が必要な控除はありますか（下記①②な
ど）。現行運用を踏まえて、個別入力項目がなくとも、強制入力やメモ管理など、運用で対応できる場合はその旨も合わせ
てご回答願います。

　①法人税の繰戻還付がある法人の控除対象法人税額（第20号様式別表2の3関係）
　②連結納税法人の控除対象個別帰属税額（第20号様式別表1関係）
　③その他（国家戦略特区、ふるさと納税など）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・特定寄附金税額控除額は、明細ではなく控除額のみ管理できることで足りるという意見が多くありました。なお、課税状況調べの項目になっている「寄附金
額」について、必要かを確認させていただきます。
・仮装経理に基づく控除額について、控除未済をシステム機能では管理していないものの、管理できれば望ましいという回答が複数見られました。
・租税条約の実施に係る控除は、金額管理を行う（入力欄を設ける）ことが相当と判断しました。

上記を踏まえて、
・特定寄附金税額控除→
　【必須】控除額の入力欄を有すること。
　【検討】寄附金額を管理できること。
・仮装経理に基づく控除額→
　【必須】控除額の入力欄を有すること。
　【オプション】控除未済額の管理（設定・保持・修正）ができ、翌事業年度以降の申告においても計算後の控除未済額が参照ができること。更正等の処理時に
も控除未済額が適切に管理できること。
・租税条約の実施に係る控除額→【必須】控除額の入力欄を有すること。

＜事前確認結果＞
①特定寄附金税額控除：B市、D市、J市、K市　※B・K市：控除額のみの管理でも可
②仮装経理に基づく控除：B市、E市、K市　※E・K市：実装なしのため現在はメモ等で管理
③その他管理する控除：租税条約の実施に係る控除額（G市、K市）

特定寄附金税額控除額、仮装経理に基づく控除額の金額を入力し、税額計算が行えること。
租税条約の実施に係る控除額を入力し、税額計算が行えること。

【オプション】
仮装経理に基づく控除額の未済額が管理（設定・保持・修正）でき、翌事業年度以降の申告においても計算後の控除
未済額が参照ができること。更正等の処理時にも控除未済額が適切に管理できること。

【検討】
寄附金額を管理できること。

＜追加確認事項＞
（１）特定寄附金税額控除額は、明細ではなく控除額のみ管理できることで足りるという意見が多
くありましたが、課税状況調べの項目になっている「寄附金額」についても入力項目は必要ありま
せんか。
（２）仮装経理に基づく控除額について、控除未済をシステム機能では管理していないものの、管
理できれば望ましいという回答が複数見られました。
→控除額管理を必須、未済管理をオプションとすることで相違ありませんか。
（３）租税条約の実施に係る控除は、金額管理を行う（入力欄を設ける）ことが相当と判断しまし
たが、認識相違ありませんか。

上記を踏まえて、左記の「K列」のような整理をしています。

■特定寄附金税額控除
　【必須】控除額の入力欄を有すること。
　【検討】寄附金額を管理できること。

■仮装経理に基づく控除額
　【必須】控除額の入力欄を有すること。
　【オプション】控除未済額の管理（設定・保持・修正）ができ、翌事業年度以降の申告において
も計算後の控除未済額が参照ができること。更正等の処理時にも控除未済額が適切に管理できるこ
と。

■租税条約の実施に係る控除額
　【必須】控除額の入力欄を有すること。

（１）寄附金額の管理要否
・必要：D,G,I,J,K市
・不要：B,C市
・その他：件数も必要（E,J,K市）

※G市：課税状況調だけでなく、修正・更正事績における寄付金額の
当初申告要件（確定申告時の寄付金額を超えていないこと）の確認の
ため、使用

＜事務局見解＞
・寄附金額の管理も必須とします。課税状況調べ用に、寄附件数も必
須項目としました。
・【確認事項】E,J,K市にお聞きします。現在、課税状況調第32表
（市町村民税の法人税割額に関する調）の寄附金控除において、「寄
附件数」はどのように集計されますか。（システム集計、別途手集計
など）

（２）控除未済管理
・仕様書にオプション機能定義する点について異議なしとして、仕様
書たたき台修正案のとおりで確定します。

（３）租税条約の実施に係る控除
・入力欄を設けて税額計算に使用する点、相違なしとして要件を確定
します。

特定寄附金税額控除額、仮装経理に基づく控除額の金額を入力し、税額計算が行えること。
租税条約の実施に係る控除額を入力し、税額計算が行えること。

特定寄附金の額を管理できること。
寄附件数を管理できること。

【オプション】
仮装経理に基づく控除額の未済額が管理（設定・保持・修正）でき、翌事業年度以降の申告においても計算後の控除未済
額が参照ができること。更正等の処理時にも控除未済額が適切に管理できること。

0580 2.2.20.

減免対象法人の入力を行う際、注意喚起ができること。 3.7. 減免対象法人について、確定申告（20号様式）
を入力しようとするとアラート等で判別できる
仕組みは、H市、Y社のみ対比表上にはありま
す。
ただし、本来税額納付をしなくても良い法人、
又は減免が可能であるが地方税法や市町村税条
例の内容を熟知していないがために申請できな
かったなどの法人を確認するために、注意喚起
をする仕組みは必要性は高いと考えます。

なお、H市の要求仕様をもとに、機能の詳細に
ついて検討項目で確認します。

＜確認・検討事項＞
（１）本機能は必要でしょうか（現行も利用されていますか）。

（２）アラートが出るのは、「減免対象法人」の場合であり、前年度は減免だが収益事業開始の法人などはアラートが出な
い、という機能で良いでしょうか。

（３）確定申告に限らず、「均等割申告」（22号様式）の入力時も減免対象法人は表示されますか。論点としては、「一般
社団・財団法人（非営利型）を減免対象としている場合に、均等割申告書の入力でも同様にチェックが掛かるべきか」とな
ります。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・実装があることが望ましいとの意見がありますが、同時に実装されていない団体が多く見受けられます。
・また、申告納付の原則からすると、必須とは言えず実装不要と整理しました。（複数の団体から不要との意見あり）
・上記を踏まえて、仕様書たたき台の機能を「実装不要・不可」として定義します。

 減免対象法人の入力を行う際、注意喚起ができること。 【削除】
 減免対象法人の入力を行う際、注意喚起ができること。

0590 2.2.21.

法人基本情報が分割法人となっている法人の申告は分割基準の内訳を入力でき、入力した内容が法人税割
の計算に適用されること。入力時に法人基本情報に入力した支店開廃情報を参照できること。
分割法人については分割基準が入力されていない場合、エラーとなること。

3.7. 分割法人の確定申告での分割基準の明細入力は
必須と考えています。
なお、入力画面がどこまで詳細に入力できるか
は規定せずに設計に委ねることを想定していま
す。

※1.1.1.の検討項目に同じです。
支店の開廃日を管理し、分割基準の算定に使用していますか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・支店開廃情報を参照して、分割基準を入力している団体はない⇒不要。

＜事前確認結果＞
・支店開廃情報は、多くの団体で管理しているが、分割基準の算定には使用していない。

法人基本情報が分割法人となっている法人の申告は分割基準の内訳を入力でき、入力した内容が法人税割の計算に適用さ
れること。 入力時に法人基本情報に入力した支店開廃情報を参照できること。
分割法人については分割基準が入力されていない場合、エラーとなること。

法人基本情報が分割法人となっている法人の申告は分割基準の内訳を入力でき、入力した内容が法人税割の計算に適用さ
れること。分割法人については分割基準が入力されていない場合、エラーとなること。

0600 2.2.22.
申告入力（修正確
定申告書）

確定申告書入力と同等の入力機能を有し、申告額を入力して確定申告との差額を自動計算できること。 3.7. 確定申告をベースに修正入力ができる機能は、
正確な税額計算を行うために必須と考えます。
また、修正確定のため、確定申告と同等の入力
機能（明細入力を含む）を有することとしてい
ます。

なお、T社に記載がある「異動事由によって、
納期限の算出方法が変わる」については、その
要否や内容を検討項目とします。

※更正処理は別で定義しています。

＜検討事項＞
・T社の「異動事由によって、納期限の算出方法が変わる」について、どのようなケースが考えられますか。（修正申告の日
を納期限と設定すれば足りますか）

※更正処理（更正通知発布の翌日から1か月の自動設定）は、3.1.1.に記載しています。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・仕様書たたき台の文言に、修正申告後の再修正等（既に確定した税額）でも同等の処理を行う旨を追加しました。（機能内容に変更なし）

＜確認事項＞
・I市ご意見より、
　「国税の重加算税」による延滞金除算期間が発生することから、重加算税の有無を管理項目とする必要がある。
　⇒　延滞金の計算上必要となる項目ですが、どのように管理されていますか。
　　①　重加算税の有無のみ登録できるようにする。
　　②　①に加え重加算税対象の額も管理している。
　　③　管理していない。
　　なお、3.1.1.更正処理においても同様の管理があるものとして確認いたします。

確定申告書入力と同等の入力機能を有し、申告額を入力して既に確定した税額との差額を自動計算できること。 ＜追加確認事項＞
・I市ご意見より、「国税の重加算税」による延滞金除算期間が発生することから、重加算税の有
無を管理項目とする必要がある。
⇒延滞金の計算上必要となる項目ですが、どのように管理されていますか。

　①　重加算税の有無のみ登録できるようにする。
　②　①に加え重加算税対象の額も管理している。
　③　管理していない。

※3.1.1.更正処理においても同様の管理があるものとします。

＜追加確認結果＞
重加算税に関するシステム登録の運用について、

①重加算税の有無のみ：I市
②①と重加算税対象の額：
③管理なし：B,C,D,E,H,J,K市

【確認事項】
・他市においても、①「重加算税の有無」を登録できること、の必要
性を確認させて頂き、必須機能とするか否かを確定します。
・なお、本件は修正申告ではなく、国税・都道府県税通知を受領した
際に確認できる情報であるため、2.3.の項目にて定義します。

確定申告書入力と同等の入力機能を有し、申告額を入力して既に確定した税額との差額を自動計算できること。

0610 2.2.23.
申告入力（中間・
修正中間申告書）

確定申告書と同等の入力機能を有し、仮決算による中間申告書を入力、修正できること。自動計算された
予定申告額を上回る場合にはエラーとなること。

3.7. 中間申告を行う場合に、上限額を予定申告とし
てエラーチェックする機能です。
対比表には自治体要求としてはなく、T社の実
装機能を参考にたたき台を作成しています。

誤った中間申告を受け付けないための制御をシ
ステム上の機能として必須と想定しますが、こ
の点についてご確認ください。

本機能は必須とすべきでしょうか。その理由や現行システムでの対応可否もご回答ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・不要、あるいはシステム計算された上限を超えても入力できるようにすべき、との意見が多い。
・仕様書たたき台の「自動計算された～」以降を削除する。

＜事前確認結果＞
・必須：G・H・J市
・なくても良い：B・D・K市
・ない方が良い：E市

確定申告書と同等の入力機能を有し、仮決算による中間申告書を入力、修正できること。
 自動計算された予定申告額を上回る場合にはエラーとなること。

確定申告書と同等の入力機能を有し、仮決算による中間申告書を入力、修正できること。

0620 2.2.24.
申告入力（予定・
修正予定申告書）

予定申告入力時に、前事業年度の申告内容、予定申告額を自動表示できること。 3.7. 予定申告は原則として申告日を入力して初期設
定された金額を入力できる機能がある想定で
す。自動計算できる予定申告額の入力を効率的
に正確に行うために必須と考えます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、機能案を確定します。 予定申告入力時に、前事業年度の申告内容、予定申告額を自動表示できること。

0630 2.2.25.

予定申告額は、手入力、自動表示後の金額の修正もできること。 3.7. 対比表にはありませんが、予定申告額計算の基
礎となる前年度確定申告がない場合や初期設定
された予定申告額から変更になっているときな
どに使用する機能と想定しています。

初年度分割法人の予定申告では、前年度の課税
情報がないため、税額等が初期設定されずに均
等割のみ手入力することを想定しています。
また、適格合併により、中間申告の義務が発生
した法人における予定申告額の計算も、システ
ム上対応できない場合に手入力することが必要
と考えます。

現行運用に照らして、妥当なシステム仕様かをご確認ください。（現仕様と同等、など）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、機能案を確定します。 予定申告額は、手入力、自動表示後の金額の修正もできること。

0640 2.2.26.

予定申告書の入力がされている場合は、前回予定申告額を「既に納付の確定した当期分の法人税割額」に
自動表示した上で、差額の計算・入力処理ができること。

3.7. T社の実装機能をもとに、予定申告書の修正が
あった場合に、前回の申告内容を取得して申告
入力を行う機能は、申告内容の確認、計算の正
確性の観点から必須と考えます。

左記の内容で認識誤りがないかご確認ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、機能案を確定します。 予定申告書の入力がされている場合は、前回予定申告額を「既に納付の確定した当期分の法人税割額」に自動表示した上
で、差額の計算・入力処理ができること。

0650 2.2.27.
申告入力（みなす
申告）

予定申告対象法人について、申告期限以降に未申告の法人は、みなす申告処理ができること。
申告入力時は申告期限（申告日）、予定申告額を自動表示し、予定申告書入力と同等の処理で入力できる
こと。

3.12. 予定申告の未提出法人に対するみなす処理は、
法令に基づく処理であり必須機能です。申告期
限日で予定申告と同等の処理ができることを要
件としています。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・原則、みなす処理を行う機能は必須とします。
・E市ご意見「見込納付の一括納付」について詳細の確認します。（見込納付ではなく、申告区分「みなす」がある想定です。）

＜事前確認結果＞
・B・D・F・H・J市が必須と回答
・K市「正しい国税情報をもとに、申告義務の有無を確定させる必要がある」⇒2.3.「申告是認」とセットで考える。

予定申告対象法人について、申告期限以降に未申告の法人は、みなす申告処理ができること。
申告入力時は申告期限（申告日）、予定申告額を自動表示し、予定申告書入力と同等の処理で入力できること。

0660 2.2.28.

予定申告の対象であり未申告となっている法人の一覧を出力できること。
みなす申告入力後に、みなす予定通知書、みなす予定決議書が出力できること。

3.10. みなす処理を行う際の運用ケースを想定し、対
象者把握～通知書までの流れを機能定義してい
ます。ただし、決議書や通知書はH市、T社以外
に明記していないことから、検討項目としま
す。

なお、左記のたたき台が前提とする運用とし
て、以下を想定しています。

①未申告法人の確認
②法人ごとにみなす申告処理
③流れで法人ごとに決議書出力
④流れで法人ごとに通知書出力
⑤収納情報を目視確認後に、未納分について納
付書を出力し、通知と合わせて送付。（納付勧
奨の一環）

※目視確認：法人課税担当者が、収納システム
の収納画面等で確認することを想定。

＜確認・検討事項＞
（１）左記「要件の考え方・根拠」に示す運用をしていますか。異なる運用の場合はご教示ください。

（２）みなす対象一覧、みなす通知書、決議書のシステム出力は必須でしょうか。対比表には記載がありませんが、「みな
す決議・通知」関係の機能が実装されていない場合に、他の機能や帳票で賄えているなどあれば、合わせてご教示くださ
い。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・2.2.27.のみなす申告処理は、法律上の事務であり行うことが必須です。そのための対象者抽出機能である一覧の作成は必須と考えます。
・みなす予定通知書は、G市指摘のとおり法令上の義務ではないため、オプションとすることを想定します。（法令上は、督促状を送付する運用で差し支えない
ため）
・これに伴い、以下の機能を整理します。

①みなす対象法人一覧：必須機能（未申告法人の申告区分「予定」で抽出できれば可）
②みなす決議書：オプション機能（使用しない自治体もある）
③みなす通知書：オプション機能（事業年度、みなす処理した税額等を記載）
④みなす納付書：オプション機能（みなす処理をした税額を印字）

＜事前確認結果＞
・D・E・J市：必須。K市必須要望。
・G市：要否が異なるためオプションを推奨。納税者トラブル回避のため、事前の納付書発行機能があると望ましい。
・B・J市：実施なし。

【必須】
予定申告の対象であり未申告となっている法人の一覧を出力できること。

【オプション】
みなす申告入力後に、みなす予定通知書、みなす予定決議書、みなす納付書が出力できること。

予定申告の対象であり未申告となっている法人の一覧を出力できること。

【オプション】
みなす申告入力後に、みなす予定通知書、みなす予定決議書、みなす納付書が出力できること。

0670 2.2.29.
申告入力（均等割
申告書）

様式に合わせて入力、修正ができること。
申告入力時に納期限が4月30日（休日を考慮）で固定できること。

3.7. 均等割入力処理です。納期限の自動設定と合わ
せて必須と考えます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、機能案を確定します。 様式に合わせて入力、修正ができること。
申告入力時に納期限が4月30日（休日を考慮）で固定できること。

0680 2.2.30.
申告入力（退職年
金積立金確定申告
書）

様式に合わせて入力、修正ができること。 3.7. 2.2.1.で申告対象が整理された上で、必要と
なった場合はたたき台に記載の要件を必須とし
て定義する想定です。
主な申告入力機能は2.2.6.～の「申告書入力
（共通）」機能により入力要件は具備される想
定です。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

本申告様式に関して、利用するシーンが少ないこと、特段の意見はないことから詳細な定義は不要と判断しました。
→2.2.1.や2.2.5.に包含されるため、本要件を削除します。

 様式に合わせて入力、修正ができること。 【削除】
 様式に合わせて入力、修正ができること。
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0690 2.2.31.
申告入力（清算予
納申告書）

様式に合わせて入力、修正ができること。
法人税率、均等割税率の適用基準日を表示し、当該基準日の税率を適用して計算できること。

3.7. 2.2.1.で申告対象が整理された上で、必要と
なった場合は、2.2.6.～「申告書入力（共
通）」に加えて、たたき台に記載の要件を必須
として定義する想定です。

（理由）
・解散日を基準として税率設定がされることか
ら適用基準日の表示と適用税率での計算機能は
必須と考えています。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

本申告様式に関して、利用するシーンが少ないこと、特段の意見はないことから詳細な定義は不要と判断しました。
→2.2.1.や2.2.5.に包含されるため、本要件を削除します。

 様式に合わせて入力、修正ができること。
 法人税率、均等割税率の適用基準日を表示し、当該基準日の税率を適用して計算できること。

【削除】
 様式に合わせて入力、修正ができること。
 法人税率、均等割税率の適用基準日を表示し、当該基準日の税率を適用して計算できること。

0700 2.2.32.
申告入力（清算確
定申告書）

様式に合わせて入力、修正ができること。
法人税率、均等割税率の適用基準日を表示し、当該基準日の税率を適用して計算できること。

3.7. 2.2.1.で申告対象が整理された上で、必要と
なった場合は、2.2.6.～「申告書入力（共
通）」に加えて、たたき台に記載の要件を必須
として定義する想定です。

＜理由＞
・解散日を基準として税率設定がされることか
ら適用基準日の表示と適用税率での計算機能は
必須と考えています。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

本申告様式に関して、利用するシーンが少ないこと、特段の意見はないことから詳細な定義は不要と判断しました。
→2.2.1.や2.2.5.に包含されるため、本要件を削除します。

 様式に合わせて入力、修正ができること。
 法人税率、均等割税率の適用基準日を表示し、当該基準日の税率を適用して計算できること。

【削除】
 様式に合わせて入力、修正ができること。
 法人税率、均等割税率の適用基準日を表示し、当該基準日の税率を適用して計算できること。

0710 2.2.33.
申告入力（旧特定
信託確定申告書）

様式に合わせて入力、修正ができること。
申告に係る特定信託の契約期間を入力できること。

3.7. 2.2.1.で申告対象が整理された上で、必要と
なった場合はたたき台に記載の要件を必須とし
て定義する想定です。

主な申告入力機能は2.2.6.～の「申告書入力
（共通）」機能とたたき台の機能を必須とする
ことで具備されると考えます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

本申告様式に関して、利用するシーンが少ないこと、特段の意見はないことから詳細な定義は不要と判断しました。
→2.2.1.や2.2.5.に包含されるため、本要件を削除します。

 様式に合わせて入力、修正ができること。
 申告に係る特定信託の契約期間を入力できること。

【削除】
 様式に合わせて入力、修正ができること。
 申告に係る特定信託の契約期間を入力できること。

0720 2.2.34.
申告入力（旧特定
信託予定申告書）

様式に合わせて入力、修正ができること。
前年度の申告内容、予定申告額を表示して入力できること。

3.7. 2.2.1.で申告対象が整理された上で、必要と
なった場合はたたき台に記載の要件を必須とし
て定義する想定です。

主な申告入力機能は2.2.6.～の「申告書入力
（共通）」機能とたたき台の機能を必須とする
ことで具備されると考えます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

本申告様式に関して、利用するシーンが少ないこと、特段の意見はないことから詳細な定義は不要と判断しました。
→2.2.1.や2.2.5.に包含されるため、本要件を削除します。

 様式に合わせて入力、修正ができること。
 前年度の申告内容、予定申告額を表示して入力できること。

【削除】
 様式に合わせて入力、修正ができること。
 前年度の申告内容、予定申告額を表示して入力できること。

0730 2.2.35. 合併申告管理

合併日をまたぐ均等割の月割計算ができること。 3.7. 市町村合併に関する要件ですが、現在、対象自
治体は無い認識です。
不要な機能として、「実装不可」になると想定
しています。

＜確認事項＞
・本機能は不要と想定しています。認識に誤りはないでしょうか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なし、として要件案を不要（実装不可）で確定します。  合併日をまたぐ均等割の月割計算ができること。 【削除】
 合併日をまたぐ均等割の月割計算ができること。

0740 2.2.36.

合併日をまたぐ確定申告時に、予定申告での既納付額の還付がある場合は旧自治体に分割入力して還
付処理ができること。

3.7. 市町村合併に関する要件ですが、現在、対象自
治体は無い認識です。
不要な機能として、「実装不可」になると想定
しています。

＜確認事項＞
・本機能は不要と想定しています。認識に誤りはないでしょうか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なし、として要件案を不要（実装不可）で確定します。  合併日をまたぐ確定申告時に、予定申告での既納付額の還付がある場合は旧自治体に分割入力して還付処理ができる
 こと。

【削除】
 合併日をまたぐ確定申告時に、予定申告での既納付額の還付がある場合は旧自治体に分割入力して還付処理ができるこ
 と。

0750 2.2.37.

予定申告入力時には、前事業年度の税割額の設定ができること。
確定申告の既に確定した当期分の税額の対応、不均一課税ができること。

3.7. 市町村合併に関する要件ですが、現在、対象自
治体は無い認識です。
不要な機能として、「実装不可」になると想定
しています。

＜確認事項＞
・本機能は不要と想定しています。認識に誤りはないでしょうか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なし、として要件案を不要（実装不可）で確定します。  予定申告入力時には、前事業年度の税割額の設定ができること。
 確定申告の既に確定した当期分の税額の対応、不均一課税ができること。

【削除】
 予定申告入力時には、前事業年度の税割額の設定ができること。
 確定申告の既に確定した当期分の税額の対応、不均一課税ができること。

0760 2.2.38.

事業年度による合併日前後での申告登録時に、法人税割、均等割のパターン別集計制御ができるこ
と。

3.7. 市町村合併に関する要件ですが、現在、対象自
治体は無い認識です。
不要な機能として、「実装不可」になると想定
しています。

＜確認事項＞
・本機能は不要と想定しています。認識に誤りはないでしょうか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なし、として要件案を不要（実装不可）で確定します。  事業年度による合併日前後での申告登録時に、法人税割、均等割のパターン別集計制御ができること。 【削除】
 事業年度による合併日前後での申告登録時に、法人税割、均等割のパターン別集計制御ができること。

0770 2.2.39. 入力結果確認

申告書の入力チェックリスト（システムに入力した内容の確認リスト）が出力できること。 3.8. システム入力した内容のチェックリストは、誤
入力の確認・防止のため必須と考えます。

＜確認事項＞
・申告書チェックのサイクルは、以下のいずれでしょうか。（抽出条件の検討のため）
①日次
②月次
③任意の範囲指定

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・構成員回答より、日次／月次／任意の範囲指定のいずれも使うケースが想定されるため、機能上は全てを必須とします。

申告書の入力チェックリスト（システムに入力した内容の確認リスト）が出力できること。

チェックリストは、日次、月次、任意の期間を範囲指定して出力できること。

※K市のご意見について、7.1.7.あるいはEUC（汎用データ抽出）機能
にて対応可能と考えます。

申告書の入力チェックリスト（システムに入力した内容の確認リスト）が出力できること。
チェックリストは、日次、月次、任意の期間を範囲指定して出力できること。

0780 2.2.40.
申告一括処理（パ
ンチデータ入力処
理）

申告書パンチデータファイルを一括で取り込み、課税情報の更新、調定を行い、申告書取込結果リストを
作成できること。
このとき、申告された事業年度、法人税額などをもとに、法人基本情報の登録有無・事業年度等の形式
チェック、申告税額が適正かをチェックできること。誤りがある申告書について、申告エラーリストが出
力されること。
資本金や中間申告要否など、個別申告入力と同様に法人基本情報の異動登録（履歴作成）ができること。

3.5.
3.7.

申告書（紙）のパンチデータの一括取込機能で
す。効率化に繋がる機能ですが、パンチ処理を
しているか否かによるため、青字：オプション
機能を想定します。

なお、機能詳細は、検討項目に記載の内容を確
認して精査します。

＜確認事項＞
（１）申告書のパンチデータの取込処理は実施されていますか。その場合、該当する申告区分（確定、中間、予定、均等割
など）をご回答ください。

（２）現在の構成員の皆様の申告書一括取込後の処理の流れを確認し、仕様を固めたいと考えています。以下①～④で現在
の運用に合致しているものがあれば教えてください。
なお、該当機能を利用／又は実装されていない場合はその旨ご回答ください。

①資料番号を付番して、エラー分は仮状態で置かれている。資料番号等で検索してオンライン修正（修正完了後に課税台帳
へ反映されて調定が走る）。エラーなしはそのまま登録される。
②エラー有無に関わらず仮登録状態となり、オンライン画面又は帳票でエラー分が確認できる
　※エラーなし分も仮登録となるため、全ての申告情報で本登録の処理を行う。
　　また、エラー分は一覧等で抽出できる
③本登録されて、帳票でのみ事後的にエラーが分かる
④その他

※パンチ取込機能による調定処理は、調定全体の機能として7.1.1.で確認します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・パンチデータまたはOCRデータの取込を行っている団体は、規模性があると考えられます。
・したがって、オプション機能とした上で、取込の流れは構成員回答を踏まえて以下と整理しています。
・仕様書たたき台のの「誤りがある申告書について、～」後に、「更新処理をせずにエラーとなり」という文言を追加しました。
・なお、パンチデータ等レイアウトは、システム事業者の設計に委ねます。

【パンチデータ等取込機能の詳細】
　①申告書データを取り込み
　②事業年度、法人税額などをもとに、法人基本情報の登録有無、事業年度等の形式チェック、申告税額の適正性のチェック
　③エラーがないものは本登録される
　④エラーがあるものは、訂正入力を行う　※資料番号で特定する等、詳細の実装方式はシステム事業者に委ねる
　⑤エラー有無に関わらず、申告確認リストを出力する

→仕様書たたき台は、⑤を「申告書取込結果リスト」「申告エラーリスト」で記載しており、事実上同じものを定義しています。

申告書パンチデータファイルを一括で取り込み、課税情報の更新、調定を行い、申告書取込結果リストを作成できるこ
と。
このとき、申告された事業年度、法人税額などをもとに、法人基本情報の登録有無・事業年度等の形式チェック、申告税
額が適正かをチェックできること。誤りがある申告書についてはエラーとなり、申告エラーリストが出力されること。
資本金や中間申告要否など、個別申告入力と同様に法人基本情報の異動登録（履歴作成）ができること。

＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、「現在は、eLTAX電子申告データを連携しての申告書登録が一般的であるた
め」当該機能は削除すべきとの意見があります。
・当該機能は利用している団体もあり、かつオプション機能であるため、変更なしで良いと考えま
すが、今後の流れを踏まえて不要とすべき等意見があればご教示ください。

・APPLIC税TFに追加意見を提示し、オプションで問題ない旨確認を
取ったため、オプション機能として要件を確定します。

申告書パンチデータファイルを一括で取り込み、課税情報の更新、調定を行い、申告書取込結果リストを作成できるこ
と。
このとき、申告された事業年度、法人税額などをもとに、法人基本情報の登録有無・事業年度等の形式チェック、申告税
額が適正かをチェックできること。誤りがある申告書についてはエラーとなり、申告エラーリストが出力されること。
資本金や中間申告要否など、個別申告入力と同様に法人基本情報の異動登録（履歴作成）ができること。

0790 2.2.41.
申告一括処理
（eLTAX連携）

eLTAXと連携し、電子申告データを一括で取り込み、課税情報の更新、調定ができること。取り込んだデー
タについて、エラーチェックを行い、登録結果をリスト出力できること。

・税額計算エラー（申告データとシステム上計算された税額の不一致）
・ID紐づけエラー（法人台帳に登録がない利用者ID）
・重複データエラー（同一年度・同一申告区分のデータがあるもの）
・事業年度エラー

（自動連携オプション）
外部媒体を経由することなく、定期的にeLTAXデータを自動連携して取り込めること。

3.5.
3.7.

eLTAXデータの一括取込機能です。決算期が集
中することから、多くの団体で効率化に繋がる
ため、構成員の運用も踏まえつつ必須要件化を
検討します。

団体規模に応じて利用要否が分かれる場合はオ
プション機能かも検討します。

※自動連携機能は、2.1.19.と同様にオプショ
ン機能を想定しています。

＜確認事項＞
eLTAX一括取込後のシステム上の状態を確認させていただきます。

一括連携をされている構成員においては、エラーチェックが掛かった申告情報は「仮登録」のような状態となり、以下の運
用となっているでしょうか。
あるいは、仮登録データがなくeLTAX上で修正して再度取り込み直す仕組みでしょうか。
仕様検討の参考とさせていただきたいと思います。

（運用例）
・システム上に申告データを元に個別に申告画面で修正ができる（資料番号、又は申告区分・法人番号等で申告登録画面に
入るとエラー分が自動表示される）
・修正登録をするまでは課税台帳に反映されず、調定が確定しないので収納連携されない

※パンチ取込機能による調定処理は、調定全体の機能として7.1.1.で確認します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・大法人の電子申告義務化等により、eLTAX連携の重要性が高まることからも、eLTAX連携は必須機能として定義します。（取込インターフェースの実装、取込エ
ラーチェック、課税台帳更新、登録結果リストの出力機能を定義）
・基本的なエラーチェックを定義し、エラーがない申告データは登録され、エラーのものは別途オンラインで訂正入力する運用を想定します。
・また、自動連携機能はオプションとして定義します。

※地方税共同機構様からのご意見を踏まえて、自動連携オプションの記載を修正しました。その他、仕様書たたき台から変更ありません。

eLTAXと連携し、電子申告データを一括で取り込み、課税情報の更新、調定ができること。取り込んだデータについて、エ
ラーチェックを行い、登録結果をリスト出力できること。

・税額計算エラー（申告データとシステム上計算された税額の不一致）
・ID紐づけエラー（法人台帳に登録がない利用者ID）
・重複データエラー（同一年度・同一申告区分のデータがあるもの）
・事業年度エラー

（自動連携オプション）
外部媒体を経由することなく、定期的にeLTAXデータと自動連携する機能を有すること。

eLTAXと連携し、電子申告データを一括で取り込み、課税情報の更新、調定ができること。取り込んだデータについて、エ
ラーチェックを行い、登録結果をリスト出力できること。

・税額計算エラー（申告データとシステム上計算された税額の不一致）
・ID紐づけエラー（法人台帳に登録がない納税者ID）
・重複データエラー（同一年度・同一申告区分のデータがあるもの）
・事業年度エラー

（自動連携オプション）
外部媒体を経由することなく、定期的にeLTAXデータと自動連携する機能を有すること。

0800 2.2.42.

電子申告データの取り込み処理結果を画面で一覧表示できること。一覧表示から個別選択・一括選択し、
登録・修正・削除できること。

3.7. 上の要件で確認します。 上の要件で確認します。 ※2.2.41.の要件に対する回答を踏まえて、取込結果リストが出力できれば一覧画面での更新処理は必須ではないと考えます。
※本要件は、取込結果の確認、更新処理の実装方式の一つであり、特段限定する必要はないため、記載を削除します。（画面表示の方法を含めて、実装方式はシ
ステム事業者の設計に委ねる）

 電子申告データの取り込み処理結果を画面で一覧表示できること。一覧表示から個別選択・一括選択し、登録・修
 正・削除できること。

【削除】
 電子申告データの取り込み処理結果を画面で一覧表示できること。一覧表示から個別選択・一括選択し、登録・修正・削
 除できること。
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資料1
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業務フ
ローと

検討項目（論点案）

2.3. 法人税連携・申告是認

0810 2.3.1.
都道府県税連携に
よる申告是認（一
括処理）

国・都道府県からの法人税額通知データを取り込み、事業年度単位で一括して申告是認処理ができるこ
と。税額通知と不一致の場合は、エラーとできること。
チェック項目は課税標準額、使途秘匿金、外国税額控除額、全従業者数、該当従業者数、均等割従業者数
とすること。

4.4. 都道府県からの通知がデータか否かにも依存す
ると考えます。また、自治体の要求仕様にも記
載がありませんが、一部事業者が機能を有して
おり有用と考えられるため、必要性を確認した
上でオプション機能とすることを想定します。

なお、国税データが連携されるようになれば、
本機能の重要性は上がると考えられるため、こ
うした動向を踏まえて必須／オプションの整理
を行う必要があると考えます。

＜確認事項＞
現在、都道府県からデータで受領している前提となりますが、構成員のシステム状況並びに運用を確認します。現状を整理
した上で、今後、国税申告情報のデータ連携の動向を踏まえて必須／オプションの検討を実施します。

（１）システムで申告是認処理は行っているか。（チェックのみ実施／申告是認の状態まで管理）
（２）都道府県からの税額通知は紙かデータか。
（３）紙の場合は、チェック処理をどのように行っているか（システム上の処理内容）。データの場合も同様。
（４）オンライン個別入力か、データの場合は一括処理か。
（５）本機能を必須とすべきか、オプションとすべきか。理由も合わせてご回答ください。

また、現在国税からの情報で、国税から直接受領している情報の有無について確認します。

（６）国税から直接受領する情報の有無
（７）受領している場合、その内容及び形式（紙かデータか。）

※仮に必要とした場合は、チェック項目についても十分かを確認させていただきます。
※なお、国税修正等で課税標準額が不一致となるものなどは、本機能で不一致チェックを行ったのちに個別で更正処理等を
行うことを想定しています。（2.3.2.の機能）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・データ連携による効率化に寄与しますが、現時点で紙運用を中心としており団体間で運用に差があることからオプション機能とします。
・また、従業者数に関する情報は国税データにはないため、国税から受領する場合の運用も検討する必要があります。（現在は、都道府県税から受領できる情報
をもとに従業者数まで定義しています）→詳細な項目は定義せず、まずは国税・都道府県税データとの突合チェックを行う機能として定義します。

＜事前確認結果＞
・必須とすべき：D・F・H・J・K市
・オプションで良い：B・E市
・多くの団体は、紙・データ受領した情報を、画面で目視確認している。
・政令市の場合は、同一法人であっても行政区ごとにデータが送信されるとのことで、処理方法を検討する必要がある。

＜追加検討事項＞
・最下部でG市より、分割基準の修正があった際の関係市町村への通知（法第321条の14第６項）について、帳票として出力できることが望ましいとの意見があり
ました。これについて、現在の運用（システム／システム外）を教えてください。

国・都道府県からの法人税額通知データを取り込み、事業年度単位で一括して申告内容のチェックができること。税額通
知と不一致の場合は、エラーとできること。
 チェック項目は課税標準額、使途秘匿金、外国税額控除額、全従業者数、該当従業者数、均等割従業者数とするこ
 と。

＜追加検討事項＞
・最下部の要件で、G市より、分割基準の修正があった際の関係市町村への通知（法第321条の14第
６項）について、帳票として出力できることが望ましいとの意見がありました。これについて、現
在の運用（システム／システム外）を教えてください。

・分割通知については、全構成員がシステム外です。
・また、本店が多い大都市圏と、他地域では処理件数がかなり異なる
ことから全国共通のシステム標準仕様とすることは困難と考えます。
・一方で、オプション機能とした場合に各システム事業者が実装する
可能性はかなり低いため、現時点ではシステム対応が難しいものと考
えます。

※2.2.22.にて検討項目とした重加算税の有無は、2.3.1.、2.3.2.で
必須要件として定義します。

【オプション】
国・都道府県からの法人税額通知データを取り込み、事業年度単位で一括して申告内容のチェックができること。税額通
知と不一致の場合は、エラーとできること。

【必須】
法人税における重加算税の有無が管理でき、収納システムへ連携されること。

【削除】
 チェック項目は課税標準額、使途秘匿金、外国税額控除額、全従業者数、該当従業者数、均等割従業者数とすること。

0820 2.3.2.
都道府県税連携に
よる申告是認（個
別処理）

法人税額通知と法人住民税の申告内容のチェックを法人単位で個別に行えること。
チェック項目は課税標準額、使途秘匿金、外国税額控除額、全従業者数、該当従業者数、均等割従業者数
とすること。

4.4. 上の要件を踏まえて確認します。 上の要件を踏まえて確認します。 ・利用可否が分かれるため、オプション機能として整理します。
・たたき台には、チェック項目として従業者等が記載されていますが、国税通知や都道府県税通知から分からないと想定される情報も入っているため、チェック
項目の詳細定義は削除します。

＜追加確認項目＞
（１）法人の事業年度ごとの是認・未是認の管理を行っていますか。
（２）分割法人（本店所在地が）の分割基準について、法第３２１条の１４による通知を行っていますか。行っている場合、通知はどのように作成されています
か（システム作成か、エクセル等による手作成か。）

法人税額通知と法人住民税の申告内容のチェックを法人単位で個別に行えること。
 チェック項目は課税標準額、使途秘匿金、外国税額控除額、全従業者数、該当従業者数、均等割従業者数とするこ
 と。

＜追加確認項目＞
（１）法人の事業年度ごとの是認・未是認の管理を行っていますか。されている場合、システム上
で「是認」状態を何かしら管理されていますか。
（２）都道府県税通知等をもとに是認や更正処理を行う場合、どのような項目を確認事項としてい
ますか（例．法人名・事業年度・法人番号等の法人基本情報、課税標準額、外国税額控除額、
等）。現在手処理で行っている場合もご回答ください。

→システム管理する場合に、何の項目をもとにエラーチェックすべきかの検討材料とします。

※なお、APPLIC税TFより、仕様書たたき台のチェック項目から、「前従業者数、該当従業者数、均
等割従業者数」を削除すべきとの意見があります。

・APPLIC税TFより、一括で是認／未是認を処理する機能は、改修を含
めて各社対応可能との意見を頂きました。
・一方で、APPLIC税TFから考慮事項として2点意見を頂いています。

①キー情報
→法人番号で良いと考えます。

②是認／未是認の判断基準
→各構成員の意見を踏まえると、以下のようなものがありますが、前
提として国税データか都道府県通知かにより異なると考えます。（国
税通知では分割基準などは確認できない）
→本件、継続検討事項としたいと思います。

＜確認項目例＞
・法人番号
・法人名
・事業年度
・延長月数
・資本金
・法人税額
・課税標準額
・外国税額控除額額
・還付法人税、特区雇用、試験研究費等
・分割基準
等

【オプション】
法人税額通知と法人住民税の申告内容のチェックを法人単位で個別に行えること。

【必須】
法人税における重加算税の有無が管理でき、収納システムへ連携されること。

【削除】
 チェック項目は課税標準額、使途秘匿金、外国税額控除額、全従業者数、該当従業者数、均等割従業者数とすること。

0830 2.3.3.
申告是認の未実施
法人抽出

申告是認処理が行われていない法人、データ突合処理が行われていない未チェック法人並びに対象申告情
報をリスト化できること。

4.4. 上の要件を踏まえて確認します。 上の要件を踏まえて確認します。 ・利用可否が分かれるため、オプション機能として整理します。
・機能上は、チェックを行ったか（処理済）否かの状態を管理することができれば問題ないため、記載を見直しました。

 申告是認処理が行われていない法人、データ突合処理が行われていない未チェック法人並びに対象申告情報をリスト化
できること。

【削除】
 申告是認処理が行われていない法人、データ突合処理が行われていない

【オプション】
未チェック法人並びに対象申告情報をリスト化できること。

0840 2.3.4.
都道府県税連携に
よる未登録法人抽
出

法人税額通知との突合により、法人台帳に未登録の法人を抽出できること。 4.4. 上の要件を踏まえて確認します。 上の要件を踏まえて確認します。 ・記載に変更なしとします。 法人税額通知との突合により、法人台帳に未登録の法人を抽出できること。 【オプション】
法人税額通知との突合により、法人台帳に未登録の法人を抽出できること。

3. 更正・決定
3.1. 更正・決定処理

0850 3.1.1. 更正入力処理

対象年度について前申告情報を自動表示し、国税の申告基礎（修正申告、更正決定）、国税処理日等を入
力して更正処理ができること。
更正請求書に基づく更正の場合は、更正請求日を登録できること。
更正通知書の通知日、納期限は自動設定されること。

※申告基礎＝更正決定事由

4.5. 更正処理は、適正課税のために必須機能と考え
ます。
国税の申告基礎・処理日、更正請求書・日付を
管理して更正入力ができる運用を想定していま
す。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・多くの団体で、仕様書たたき台で問題なしでした。
・E市ご意見について、仕様書たたき台に一部追加した上で、要件案を確定します。
・K市が3.1.3.で回答いただいた「更正は月2回実施している」点について、オプション機能とした上で、APPLIC税TFに意見照会します。（実装している製品、実
装すべきと判断する製品が市場のパッケージに存在するかを確認する）

【E市ご意見の整理】
（１）「国税処理日等」については、以下が項目として設定されていること。
　　　①法人税更正年月日
　　　②官署通知日　→通知の記載上、修更正日が官署通知日として記載されているという考えでよいでしょうか、その場合必須ではないと考えますがいかがで
しょうか。
　　　③更正請求の申告年月日　→必須ではないと考えますがいかがでしょうか。
　　　④法人税の修正申告書の提出日
　　　⑤法人住民税の修正申告の提出日→必須ではないと考えますがいかがでしょうか。

（２）期間制限の設定（法定納期限の翌日から起算して5年間（偽りその他不正の行為等については7年間））
　　　⇒例外ケースも多いため、厳密な期限管理機能までは不要かと考えます。

（３）更正通知書が何度も発行できるようにすること。
　　　⇒3.1.7.に「再発行」を定義。

（４）対象者の所在地が変更等により通知書が送付されない場合、所在地を突き止めたうえで送付するため、通知日の変更にともなう再発行ができるような機能
をおねがいしたい。
　　　⇒再更正を行うことで問題ないと考えますが、いかがでしょうか。

対象年度について前申告情報を自動表示し、国税の申告基礎（修正申告、更正決定）、国税処理日（法人税更正年月日、
法人税の修正申告書の提出日）を入力して更正処理ができること。

更正請求書に基づく更正の場合は、更正請求日を登録できること。
更正通知書の通知日、納期限は自動設定されること。

※申告基礎＝更正決定事由

【オプション】
更正・決定処理は、団体の設定により月に複数回、任意の年月日で処理できること。
※APPLIC税TFに意見照会。

対象年度について前申告情報を自動表示し、国税の申告基礎（修正申告、更正決定）、国税処理日（法人税更正年月日、
法人税の修正申告書の提出日）を入力して更正処理ができること。

更正請求書に基づく更正の場合は、更正請求日を登録できること。
更正通知書の通知日、納期限は自動設定されること。

※申告基礎＝更正決定事由

【オプション】
更正・決定処理は、団体の設定により月に複数回、任意の年月日で処理できること。

0860 3.1.2.

課税標準、各種控除、分割基準を入力し、増額・減額更正の額が自動計算できること。
特定寄付金税額控除や仮装経理控除、外国税額控除がある場合は明細入力ができること。

自動計算した金額について、手動で変更もできること。

4.5. 自動計算機能はミス防止等の観点から必須と考
えます。
なお、基本的には確定申告等の申告入力と同等
の機能を想定しています。
（T社の特定寄付金税額控除、仮装経理控除に
加えて外国税額控除の明細入力機能も有する）

なお、緑字の部分（手動での金額変更）は、
2.2.17.に記載する強制入力処理と同義です。
2.2.17.で確認した内容を、本要件にも当ては
める想定です。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・要件に大きな修正はありませんが、「各種控除」と控除内容の列記が重複表現のため、「各種控除」で整理しました。

課税標準、各種控除、分割基準を入力し、増額・減額更正の額が自動計算できること。
 特定寄付金税額控除や仮装経理に基づく控除、外国税額控除、 租税条約に基づく控除 がある場合は、 金額を入力して更正
 額の計算ができる こと。

外国税額控除は明細入力もできること。

自動計算した金額について、手動で変更もできること。

以下については、確定申告と同等の登録機能を有すること、という記
述に変更します。

＜管理項目＞
・外国の法人税等の額の控除額（2.2.18.）
・特定寄附金税額控除額（2.2.19.）
・仮装経理に基づく控除額（2.2.19.）
・租税条約の実施に係る控除額（2.2.19.）

課税標準、各種控除、分割基準を入力し、増額・減額更正の額が自動計算できること。
 特定寄付金税額控除や仮装経理に基づく控除、外国税額控除、租税条約に基づく控除がある場合は、金額を入力して更正
 額の計算ができること。

各控除額については、確定申告と同等の管理機能を有すること。

自動計算した金額について、手動で変更もできること。

0870 3.1.3.

更正処理登録後も、調定までは取消処理ができること。
未申告法人への決定処理も同様とする。

4.5. 調定日は申告書入力と同様に月次と考えていま
す。対比表上は、申告処理と更正処理を同等の
機能で扱っているため、更正に特化して記載は
ありませんが、網羅性担保のため、更正処理で
も記載しています。

なお、調定されるまで課税台帳に反映されない
かを確認させてください。

※関連機能：2.2.3.

＜確認事項＞
左記要件並びに要件の考え方について、問題ないかご確認ください。
また、通知日までは課税台帳への反映もされていませんか。（課税台帳を照会しても出てこないか）

※6.減免についても、月次で処理するまでは同様に取消処理ができるかをご回答ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・重要なのは、課税台帳への反映ではなく、「収納システムへの連携」が実施されないことと認識しました。
・上記の趣旨となるよう機能案を修正しました。
・なお、K市「更正決定処理は月2回」について、システム対応可否や実施事例はAPPLIC税TFに確認する必要があると考えます。
　その上で、国税データ連携が月次の場合は運用上月次の方が望ましい、などご意見があればご指摘ください。
　→要件案は3.1.1.に記載しました。

＜追加確認事項＞
・更正決定通知書の発送後、返戻となった場合も取消処理を行いますか？その場合は、「納期限までは取消処理ができる」など表現の見直しを行います。

更正処理登録後も、調定までは取消処理ができ、収納システムへ連携されないこと。
未申告法人への決定処理も同様とする。

＜追加確認事項＞
・更正決定通知書の発送後、返戻となった場合も取消処理を行いますか？その場合は、「納期限ま
では取消処理ができる」など表現の見直しを行います。

①調定取消について・・・APPLIC税TFへ確認したところ、調定処理は
以下のような回答でした。基本は即時調定されるものの、【４】で収
納連携後でも、通知日までは調定取消ができるとのことなので、通知
日までは取消処理ができる旨を補記した上で、「収納システムへ連携
されないこと」という記述は削除します。
②返戻対応について・・・G,I,J市は必要、その他は事例なし又は不
要→K市に返戻時の対応について伺います。（更正決定通知が届かな
かった場合の処理）　※3.1.7.のご意見にも影響

＜APPLIC税TF回答＞
【１】調定は設定で随時・一括のどちらにも対応か
　・対応可能：3社
　・対応不可（即時のみ）：3社
　・対応不可（随時のバッチ処理のみ）：1社

【２】申告が即時調定されるシステムの場合、更正決定の登録をした
場合にも即時で調定されるか
　・即時：6社
　・即時ではない：0社

【３】更正決定登録後でかつ通知前の課税台帳はどうなっているか
　・通知前には仮状態になり、通知後に確定状態になる：0社
　・仮状態はなく、即座に確定状態になる：6社

【４】通知書を発送するまでに、課税側で取消処理した場合は調定も
取消になるという理解で良いか（減免も同様）
　・調定が取消となる：6社
　・調定は取消とならない：0社

更正処理登録後も、 調定通知日までは取消処理ができる 、 収納システムへ連携されないこと。
未申告法人への決定処理も同様とする。

0880 3.1.4. 決定処理

更正処理と同様の入力機能で、決定処理が行えること。
決定額は課税標準額をもとに自動計算できること。

4.5. 更正処理と同様に、未申告者へ決定処理を行う
機能であり必須と考えています。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、機能案を確定します。
※E市の通知書に関するご意見は、3.1.7.で検討します。

更正処理と同様の入力機能で、決定処理が行えること。
決定額は課税標準額をもとに自動計算できること。

0890 3.1.5.

「事務所等がない」法人については、均等割月数（0月を含む）を任意に入力できること。 4.5. 法人税額通知による申告是認処理がある場合、
内部的な処理として「事務所等がない」法人の
未申告・未処理状態の解消などのために0月の
決定を行うケースがあると考えています。

＜確認事項＞
各構成員の運用を確認させて頂きます。
また、0月の決定に特別な機能は必要ない（均等割月数を手入力できれば良い）かを確認します。（例.ゼロ決定の場合は決
議書の記載が変わるなど）

→特別な要件が必要ない場合は、3.1.2.の「手動での金額変更」で対応できるため、要件削除を検討します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・内部的な処理でゼロ月決定を行うケースがありますが、ゼロ月決定用の特別な機能は不要との見解です。
・したがって、本要件については削除します。

 「事務所等がない」法人については、均等割月数（0月を含む）を任意に入力できること。 【削除】
 「事務所等がない」法人については、均等割月数（0月を含む）を任意に入力できること。

0900 3.1.6.
更正決定決議・通
知書作成

更正・決定処理後に、更正・決定決議書を出力できること。更正対象法人一覧を出力できること。 4.5. 決定処理後に決議書を出力する機能は、更正の
決裁を行うために必須と考えます。

左記要件並びに要件の考え方について、問題ないかご確認ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、機能案を確定します。 更正・決定処理後に、更正・決定決議書を出力できること。更正対象法人一覧を出力できること。

0910 3.1.7.

更正・決定処理後に、更正・決定通知書を発行できること。発行は、個別だけでなく一括でもできるこ
と。
再発行もできること。

4.5. 通知書の発行機能は地方税法上の要請であり必
須と考えます。
なお、更正決定単位での個別発行に加えて、T
社の調定年月分の一括発行について、検討項目
にしています。

＜検討事項＞
・更正・決定通知書について、「調定年月を指定して」の一括発行機能は必須でしょうか（現在も利用されていますか）。
・必須ではない場合は、どのようなシステム機能・運用であれば問題ないかをご教示ください。

（例）個別に決議処理する際に必ず出力するため、一括出力の必要性は低い。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・通知書の個別発行は、必須とします。
・通知書の一括発行は、自治体の規模（処理件数）にも影響されると考え、オプション機能とします。
・3.1.1.で、E市よりご意見頂いた「個別の更正・決定処理について、通知日を変更して再発行ができること。（返戻があった場合の再送対応）」については、
オプション機能とした上で、APPLIC税TFに意見照会します。
→月次処理を前提にしているシステムが多いと考えますが、納期限が変わるため、システム上の支障がないかを確認する必要があると思います。

更正・決定処理後に、更正・決定通知書を発行できること。
再発行もできること。

【オプション①】
通知書は、個別発行だけでなく、調定年月を指定して一括での発行もできること。

【オプション②】※要否検討
個別の更正・決定処理について、通知日を変更して再発行ができること。（返戻があった場合の再送対応）
→APPLIC税TFに意見照会する。

更正・決定処理後に、更正・決定通知書を発行できること。
再発行もできること。

【オプション①】
通知書は、個別発行だけでなく、調定年月を指定して一括での発行もできること。

 【オプション②】※要否検討
 個別の更正・決定処理について、通知日を変更して再発行ができること。（返戻があった場合の再送対応）

0920 3.1.8.

増額更正・決定の場合は、通知書発行と同時に納付額が印字された納付書を発行できること。
再発行もできること。

4.5. 更正決定の流れで「同時に」納付書を作成する
機能は、I市、T社のみ明確に記載しています。

本件、「同時に」を必須とするかについて検討
項目としています。

＜検討事項＞
・更正決定通知書を出力する際、「同時に」納付書を発行することは必要でしょうか。現行運用を踏まえて、「同時に」以
外の発行のタイミングがあればご教示ください。

（例）増額更正・決定分の納付書を抽出して個別発行できれば良い。現行システムもそのようになっている。など

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・同時発行、もしくは「調定年月を指定して」全件発行と同程度の処理ができれば、どちらでも構わないと想定します。（F市など）
・白紙の納付書を送付しているケースもある、出力しない方がよいとの意見もあることから、各市の運用や人員体制によるとして詳細な実装方式は定義しないこ
ととします。（仕様書たたき台から「同時に」を削除）

＜事前確認結果＞
・多くの団体が「同時発行」を要望している。
・D・H市：白紙納付書を発行している。
・E市：同時発行すると、印刷に時間を取られるため効率が悪い。
・F市：一括で更正決定処理後に、納付書作成ファイルが出力される。

増額更正・決定の場合は、通知書発行と 同時に納付額が印字された納付書を発行できること。
再発行もできること。

増額更正・決定の場合は、通知書発行と 同時に納付額が印字された納付書を発行できること。
再発行もできること。

4. 未申告調査
4.1. 未申告法人調査

0930 4.1.1. 未申告法人抽出

申告情報（予定・中間、確定、均等割）を基に申告期限が到来し未申告となっている法人を抽出し、未申
告法人一覧が作成できること。抽出は事業年度や申告期限、申告区分などを任意に選択して作成できるこ
と。

未申告法人リストには法人の現況（事務所等なし／解散／清算結了など）を出力すること。
非課税法人や更正決定処理をした法人は、申告書が未提出でも出力されないこと。

6.5. 未申告法人の抽出は、適正課税のために必須で
あると考えます。
また、事務所等なし・解散などの法人も全てリ
ストに出力した上で、現況をもとに申告指導す
るかを判断することが望ましいと考えていま
す。

左記要件並びに要件の考え方について、問題ないかご確認ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・仕様書たたき台の内容で、異論なしとします。
・E市ご意見「事務所等なし」などの現況にある法人は、別リストで出力が望ましいという点について、以下のように要件案を修正します。
　旧：未申告法人リストには法人の現況（事務所等なし／解散／清算結了など）を出力すること。
　新：未申告法人リストにて法人の現況（事務所等なし／解散／清算結了など）を確認できること。
　　　※実装方式を縛るものではないが、別リストにすることが可能。

＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより以下２点、修正提案が来ています。これについて、（１）（２）を確認させてく
ださい。

（１）修正①については、申告区分で抽出ができない場合（決算年月又は申告期限のみ）でも実務
上は支障ないでしょうか。

（２）修正②については、事前確認結果を踏まえて別リストとすることでも良いとはしています
が、未申告法人の調査用として出力が出来なくても問題はないでしょうか。（オプション機能の提
案があるため、パッケージによっては未申告調査の機能としては現況区分の確認は実装されませ
ん。その場合、リストで未申告法人の現況が確認できない可能性があります）

----------------------------------------------------------
＜APPLIC税TF意見＞
【修正提案①】
・「抽出は事業年度や申告期限、申告区分などを任意に選択して作成できること。 」の記載を削
除していただきたい。
※抽出条件は例月分の抽出と同様に、「決算年月または申告期限」で統一化すべきと考えるため。

【修正提案②】
・「未申告法人リストには法人の現況（事務所等なし／解散／清算結了など）を出力すること。
」について、オプション機能としていただきたい。
※現況については、補足情報であり、必須情報ではないと考えるため。

・構成員の皆様の意見を踏まえて、APPLIC税TFの修正案を採用し、要
件を修正しました。

申告情報（予定・中間、確定、均等割）を基に申告期限が到来し未申告となっている法人を抽出し、未申告法人一覧が作
成できること。 抽出は事業年度や申告期限、申告区分などを任意に選択して作成できること。
非課税法人や更正決定処理をした法人は、申告書が未提出でも出力されないこと。

【オプション】
未申告法人リストには法人の現況（事務所等なし／解散／清算結了など）を出力すること。

0940 4.1.2.

申告書未提出の法人に関する未申告調査票が出力できること。 6.7. 本調査票を調達仕様書に含めている団体があり
ますが、どのような運用をしているかを確認さ
せてください。

＜確認事項＞
未申告調査票を使用されている構成員においては、その目的や運用をご回答ください。
未申告法人の抽出と、それに対する勧奨通知の発行は別で要件化しています。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・運用している団体はなく、本調査票は不要として削除します。

 申告書未提出の法人に関する未申告調査票が出力できること。 【削除】
 申告書未提出の法人に関する未申告調査票が出力できること。

0950 4.1.3. 申告勧奨通知

未申告期間を指定して、その期間に申告義務があるが未申告となっているが申告がない法人に対して、申
告勧奨通知（未申告通知書）を一括で作成できること。
法人を選択して個別での申告勧奨通知の発行もできること。

申告勧奨通知の発送状況を管理できること。

6.8. 申告勧奨は適正課税・申告指導のために必要と
考えますが、構成員のシステム運用を確認した
上で必要な仕様を整理いたします。

※Y社が、「未申告通知発送要/不要を管理」
「未申告通知発送状況を管理」する機能を実装
しています。要否管理は一括発行処理を前提に
しているとも考えられるため、検討項目に記載
しています。

＜確認事項＞
（１）未申告通知書は、一括で作成していますか。
（２）発送状況（発行履歴）をシステム管理していますか。　※メモ機能への手入力を除く
（３）発送状況を管理している場合、一括・個別のいずれもシステムで自動管理できますか。
（４）発送状況の管理機能は必須でしょうか。
（５）未申告法人に限定した送付用宛名シール作成は必要でしょうか。※Y社の機能一覧に該当あり。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・未申告調査の運用は、有無が自治体によって分かれ、共通的に必要とは認められないため、オプション機能と想定します。
・作成処理は、仕様書たたき台の記載を踏襲します（一括が望ましく、個別の発行も可能）。
・通知書宛名は、窓空き封筒に対応する、もしくは宛名シールの作成のいずれか、という形で整理します。

※「未申告となっているが」は不要な表現のため削除

＜事前確認結果＞
・F・G・H市が運用している。G市は手作成で運用。
・運用していない団体も多い。

【オプション】
未申告期間を指定して、その期間に申告義務があるが 未申告となっているが申告がない法人に対して、申告勧奨通知（未
申告通知書）を一括で作成できること。
法人を選択して個別での申告勧奨通知の発行もできること。

申告勧奨通知の発送状況を管理できること。

【オプション追加】
通知書は窓空き封筒に対応する、又は未申告法人を対象とした宛名シールを作成できること。

※　未申告となっているが　部分が意味重複　削除

【オプション】
未申告期間を指定して、その期間に申告義務があるが 未申告となっているが申告がない法人に対して、申告勧奨通知（未
申告通知書）を一括で作成できること。
法人を選択して個別での申告勧奨通知の発行もできること。

申告勧奨通知の発送状況を管理できること。

【オプション追加】
通知書は窓空き封筒に対応する、又は未申告法人を対象とした宛名シールを作成できること。

※　未申告となっているが　部分が意味重複　削除
5. 照会

5.1. 証明書発行
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0960 5.1.1.  証明書文書発行

以下の証明書の発行ができること。
分割法人の場合は、本店・支店の切替ができ、支店ごと、全支店の出力もできること。

・所在証明書
・営業証明書
・地番変更証明書

5.5. 営業証明書等の出力は、多くの事業者が対応で
き、自治体の要求にも多いです。ただし、法令
上必須のものではないと考えており、必須帳票
とすべきかを確認いたします。

（5.1.2.～5.1.4.は、本要件が必須となった場
合のものです）

証明書の出力帳票は帳票一覧のなかでも確認し
ます。

＜確認事項＞
（１）本要件に記載の証明書は必須でしょうか。必須の場合は利用目的をご教示ください。
（２）必須となった場合、たたき台に記載の「分割法人の場合は、～」について、現行運用に照らして、システム処理が必
須かをご回答ください。

※全支店の台帳管理については、本仕様1.1.1.の検討項目に挙げています。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・法定ではないものの、一般的に運用されている実態を踏まえて本機能を必須として定義します。
・本支店の区別関係なく必要という点を踏まえて、「分割法人の場合は」を削除し、市町村内単独法人であっても複数の事務所等があれば出力可能なことを要件
とします。
・なお、所在証明／変更証明の違いは帳票WTで別途確認します。地番変更証明は、特段使用している旨の回答もなかったため、要件削除でも差し支えないと考え
ています。（異議あればご指摘ください）

※その他、「所在証明書」等は法定されていないことから、仕様書上の名称は「帳票発行機能」に変更します。
※システム事業者には、意図した帳票が伝わるように内容を調整します。

＜事前確認結果＞
・多くの団体で必須。一般運用されている。
・本支店の区別に関係無く、管轄内の事務所等のすべてが必要とのこと。
・なお、K市より証明書発行時点の現況を把握している訳ではない、との意見あり。

法人向けに以下の内容を記載した書面 証明書の発行ができること。
 分割法人の場合は、本店・支店の切替ができ、支店ごと、全支店の出力もできること。

・法人名・所在・営業種目等、台帳登録情報
 ・所在証明書
 ・営業証明書
 ・地番変更証明書

法人向けに以下の内容を記載した書面 証明書の発行ができること。
 分割法人の場合は、本店・支店の切替ができ、支店ごと、全支店の出力もできること。

・法人名・所在・営業種目等、台帳登録情報
 ・所在証明書
 ・営業証明書
 ・地番変更証明書

0970 5.1.2.
 証明書文書発行
チェック

証明書発行時に、現況が事務所等なし、解散・清算結了、除却など営業が確認できない場合は警告メッ
セージが表示されること。

5.5. 5.1.1.で営業証明書等が必須となる場合、解散
法人等に誤って証明書を出力しないための警告
は必要性が高いと考えます。
なお、「警告」（＝アラート）ですので、警告
されるが発行は可能という整理をしています。

左記要件は必須でしょうか。左記「要件の考え方・根拠」と異なる場合、又は必須でない場合は、理由を合わせてご教示く
ださい。
また、法人住民税でも「発行制御」（DV等での発行抑止設定）が必要なケースがあれば、教えてください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・異論なしとして、要件案を確定します。
・なお、E市、H市の回答から、「所在証明書」と呼んでいるものの趣旨が異なる可能性が考えられます。営業証明／所在証明とは、何を証明しているものか、を
帳票WTで別途確認します。

＜事前確認結果＞
・必須：B・D・J市
・E市：所在証明書ではアラート必須
・I市：所在証明書のみの発行のため、アラート不要

 証明書当該書面発行時に、現況が事務所等なし、解散・清算結了、除却など営業が確認できない場合は警告メッセージが
表示されること。

 証明書当該書面発行時に、現況が事務所等なし、解散・清算結了、除却など営業が確認できない場合は警告メッセージが
表示されること。

0980 5.1.3.
 証明書文書記載
変更

証明書の再発行ができること。 5.5. 5.1.1.で証明書の発行が必須である場合、再発
行についても必須機能と考えます。

左記要件は必須でしょうか。左記「要件の考え方・根拠」と異なる場合、又は必須でない場合は、理由を合わせてご教示く
ださい。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、機能案を確定します。

【質疑応答】
・K市：再発行とは、申請があればその都度発行可能との解釈でよいか。→ご認識のとおりでございます。

 証明書当該書面の再発行ができること。  証明書当該書面の再発行ができること。

0990 5.1.4.
 証明書文書記載
変更

証明書の名称、認証文、備考等を任意に設定できること。 5.5. 帳票の出力文言を、保守機能で設定することは
必須と考えますが、発行時の処理の流れで文言
を変更することがあるかは検討項目とします。

＜確認・検討事項＞
オンライン画面で出力する際の以下についてご回答ください。

（１）出力時に文言変更ができますか。（マスタ管理の場合は「いいえ」）
（２）法人基本情報で管理している情報も文言変更ができますか。
（３）上記（１）（２）は、実務上の必要性が高いですか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・帳票の名称等をマスタにより変更できること自体は必須と考えます。

＜事前確認結果＞
（１）できる（B市、G市、J市）　できない（E市、H市、K市）
（２）同上
（３）必須（J市）、不要・必須ではない（B市、E市、H市、K市）　※E市：修正できる機能があると、支所では修正不可とするなど権限設定が必要。

【必須】
当該書面の名称、認証文、備考等を任意に設定できること。

当該書面の名称、認証文、備考等を任意に設定できること。
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6. 減免
6.1. 減免基本情報管理

1000 6.1.1.
減免対象抽出・減
免申請書作成

減免対象法人（前年度減免した法人、法人基本情報にて「減免・課税免除」と登録した法人）を特定し、
抽出できること。

4.8. 法人基本情報から減免対象を特定する機能は、
減免管理全体の基礎となるため必要と考えま
す。（EUCでのリスト化等も想定）
ただし、一部団体では「課税免除」等の仕組み
を税条例で定めているため、仕様の策定にあ
たっての確認をさせてください。

※なお、減免／課税免除の対象としている点に
ついては、1.1.4.で法人基本情報に登録された
法人を抽出する想定です。手動で登録が必要で
すが、自治体の対象法人の差異に関係無く、減
免対象が設定できます。

＜確認事項１＞
以下に該当の運用があれば、該当番号と各項目に記載の運用詳細（ア、イ、ウ）をご回答ください。代替運用ができるか、
等も含めて必要な機能を整理します。
（１）課税免除を実施している場合
ア．システムで課税免除の運用ができているか（免除対象法人は一括して課税台帳に0円登録処理をするなどの運用か。それ
とも個別に減免処理するか）。
イ．システム上で、法人区分又は減免区分をもとに免除対象を設定して、そこへは申告書を送付しない（一般社団法人等だ
け送付する）ような制御ができているか。
ウ．システム上で、免除対象は未申告状態で残らないか、どのような状態となっているか。

（２）課税免除を実施していない（減免）の場合
ア．システムで減免対象の法人区分をパラメタ等で設定できるか、あるいは「減免区分」を法人区分と別に管理しており、
それで判断しているか（特に、一般社団法人等を減免対象とする場合）。
→1.1.4.の検討項目で確認した趣旨と同じです。

（３）初回申請のみ受領し、以後は課税免除とする場合
ア．前年度申請があった法人のみを抽出したり、自動で減免するなどの特別な機能を利用していますか（申請がある場合の
減免処理と、求められる機能は同一でしょうか）。

（４）上記の①②③に当てはまらない場合
ア．制度、業務内容、システム処理の詳細を教えてください。

＜確認事項２＞
普通法人の「事務所等なし」・解散中の場合に減免申請書を受領する団体の場合、当該普通法人の減免をどのように処理し
ているか、①～④に該当があればご回答ください。
①確定申告で減額後の金額のみ入力する（現況区分で判断して均等割月数0が入力できる等）
②確定申告で均等割を課税申告入力し、更正処理で減額する
③確定申告処理はせず決定処理で減額分を入力する
④均等割減免で入力する（所得は無い想定）
※運用を確認し、一般に想定される申告・減免入力機能で運用できるかを確認させて頂きます。代替運用の場合、統計上の
不備があるなどのご意見も合わせてお願いします。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・基本機能としては、法人基本情報「課税区分」で減免法人と設定したものを抽出する仕組みで良いと考えます。
・1.1.4.のなかで、法人区分をもとに減免対象を整理することは、システム上対応が難しいのでは、という意見があったことから、必須機能は仕様書たたき台の
機能に変更なしとします。

※K市の普通法人に関する減免処理は、更正決議での代替運用を行っており、これまで定義した他機能で賄えるものと認識しました。

減免対象法人（前年度減免した法人、法人基本情報にて「減免・課税免除」と登録した法人）を特定し、抽出できるこ
と。

1010 6.1.2.

減免対象法人に対して、均等割申告書及び納付書を一括で作成できること。
個別での作成もできること。

4.8. 本機能要件2.1.4.で均等割法人については申告
書作成機能を定義しています。ただし、減免対
象法人は申請書を同封するなど処理すると想定
されるため、機能を分けています。
これらの機能が必須かの根拠として、検討項目
の内容を確認します。

＜確認事項＞
現行の運用上、均等割申告書の作成時に減免対象法人についての該当運用を①～③でご回答ください。（減免対象法人にの
み減免申請書を入れる、減免対象でない場合は納付書を同封する、などの違いがシステム機能に影響するかを整理するた
め）

①分けて作成（減免対象分にも納付書は送付している）
②分けて作成（減免対象分には納付書を送付していない）
③分けずに作成（減免対象分は作成後に引き抜く）

また、分けて作成できるがしていない、などあれば理由を合わせてご回答ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・構成団体間の運用差異は見られないことから、仕様書たたき台の要件案を確定します。

＜事前確認結果＞
・回答団体の多くが①　※均等割減免法人を分けて作成（減免対象分にも納付書は送付している）
・K市：③

減免対象法人に対して、均等割申告書及び納付書を一括で作成できること。
個別での作成もできること。

1020 6.1.3.

減免対象法人に対して、減免申請書を一括出力できること。 4.8. 減免申請書の作成は、機能として有している
パッケージも多いですが、利用有無や要否を確
認いたします。（プレプリントで運用できる内
容であるため）

＜確認事項＞
（１）減免申請書の作成機能を有している場合、運用上も利用していますか。
（２）減免申請書に宛名等が出力される場合、封入ミスのリスクもあると考えます。本機能は業務上必須のものでしょう
か。
（３）（必須となる場合）多くの団体ではHP上に申請書を載せています。再送の必要性は低いと考えるため「一括出力」の
み定義しています。個別出力機能は必須でしょうか。必須となる場合は理由を教えてください。（例．インターネットが利
用できない団体が実際にある等）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・実装しているとしても、使用有無は自治体により異なると想定されます。
・現在実装しているパッケージシステムもあり、要望している自治体もあることから、本機能はオプションとして整理します。

＜事前確認結果＞
・B市、D市、E市、G市、H市、K市は不要
・F市、J市は、機能はないがニーズありとのこと。（J市は要望中）

【オプション機能】
減免対象法人に対して、減免申請書を一括出力できること。

＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、「全ての減免対象法人に申請書が必要なわけではないため、”一括”出力は不
要。個別で良い」との意見がありました。
・仮に個別出力のみの機能であれば、そもそも機能として不要であると考えます。（プレプリント
した白紙の申請書で事足りるため）
・申請書を送付すること自体が運用が分かれるためオプション機能としていますが、仮に一括では
なく”個別”出力であってもオプション機能としては必要という意見があれば、理由とともにご回
答ください。

＜追加確認結果＞
・減免申請書の個別出力については、ほとんどの構成員がオプション
機能としても不要としています。
・また、一括出力はI市、J市から要望がありますが、その他の構成員
の運用のようにプレプリントした白紙用紙で足りると考えられるた
め、必須要件とはせず、機能要件からは削除する案をご提示します。

【削除】
 減免対象法人に対して、減免申請書を一括出力できること。

1030 6.1.4. 減免情報管理

対象法人の減免内容を登録し、減免決議書が出力できること。減免登録の修正、削除もできること。 4.11. 各自治体が定める減免対象法人への減免処理は
必須であり、システム管理が必要と考えます。
また、決裁に必要な帳票出力、株式会社等の普
通法人への減免の取扱いは確認を行います。

＜確認事項＞
（１）減免決議書はシステム帳票を利用されていますか。（必須帳票でしょうか）
（２）6.1.1.の「確認事項２」で、均等割申告法人以外の減免がある場合、減免決議書や通知書はシステム上で作成されて
いますか。
（３）減免の登録処理は、法人ごとの処理のみですか。（対象法人を一括選択して処理する、などの運用はされています
か。あるいは必須ですか。）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・減免決議書は、内部帳票であり、自治体間の利用有無が分かれるものであることから、オプション機能と整理します。

＜事前確認結果＞
・F市、H市、K市が必須、その他不要又は未回答

対象法人の減免内容を登録できること。減免登録の修正、削除もできること。

【オプション機能】
減免決議書が出力できること。

ご意見を踏まえて、減免決議書は減免決定通知書と対になるものであ
るため、必須機能として定義しました。

対象法人の減免内容を登録できること。減免登録の修正、削除もできること。
減免決議書が出力できること。

1040 6.1.5.

減免不許可の情報についても管理できること。 4.13. 条例上、減免不許可・不承認の制度を有してい
る（不許可通知書を定めている）ケースを想定
しています。ただし、不許可情報を管理する機
能は、対象者が少なく費用対効果が見込めない
可能性があるため、要件の必要性を確認いたし
ます。

＜確認事項＞
（１）減免不許可の制度を有されていますか。
（２）制度がある場合、
　ア．システム上で不許可フラグがありますか。（メモ管理でしょうか）
　イ．不許可フラグがある場合、不許可通知書の出力ができますか。（又はExcel等でしょうか）
　ウ．システムで対応する必要性（対象者数、業務の煩雑性）は高いですか。理由を合わせてご教示ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・減免不許可通知書を出力するケースは多くなく、構成員からもシステム出力は不要という意見が多いことから、本要件は削除します。

 減免不許可の情報についても管理できること。 【削除】
 減免不許可の情報についても管理できること。

1050 6.1.6.
減免決定通知書発
行

減免決定者に対し、減免決定通知書を出力できること。 4.11. 減免対象者への減免した旨、金額等を通知する
必要があるため、本機能は必須と考えます。ま
た、減免入力、あるいは決議後のタイミングで
個別出力する想定です。

要件、要件の考え方が問題ないかをご確認ください。（要件の考え方にある「個別出力」という点もご確認ください）
※均等割申告書の減免以外は、6.1.1.で確認します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜追加確認事項＞
・減免決定通知書はシステム出力が必須でしょうか（減免決議書等はオプションとしているため）。

＜追加確認事項＞
・減免決定通知書はシステム出力が必須でしょうか（減免決議書等はオプションとしているた
め）。

必須要件で確定します。 減免決定者に対し、減免決定通知書を出力できること。

7. 調定処理・統計資料作成
7.1. 調定処理

1060 7.1.1. 調定処理

申告情報をもとに調定額を確定し、調定処理を行えること。

申告処理に係る調定は即時で収納システムに自動連携されること。
更正決定処理、減免処理に係る調定は月次で収納システムに反映できること。

5.1. 調定機能は収入を確定させるために必須機能と
考えます。

（前提事項）
・地域情報プラットフォームのDMM構成とは異
なりますが、申告、更正決定、減免のいずれに
も関係するため共通的要件として定義していま
す。

※地プラは申告／更正決定／減免が分かれてい
るため。

なお、調定が収納システムに連携される「タイ
ミング」は業務運用、システム仕様が分かれる
ため確認が必要と考えます。

現行のシステム仕様・運用を前提に以下をご回答ください。

＜確認事項＞
（１）現行の調定データの収納システムへの連携頻度を教えてください。
　ア．申告書の調定　：　即時／日次一括／月次一括／随時（職員任意）
　イ．更正決定・減免調定　：　即時／日次一括／月次一括／随時（職員任意）

（２）随時反映の場合、システム上でどのような処理をしていますか（画面で申告一覧をもとに選択して反映、など）。

（３）即時・随時反映以外の場合、収納システムで即日の納税証明書を要望されるケースではどのように対応しています
か。（Excelで作成、など）

（４）確認事項（１）イで、更正決定の調定反映が月次一括の場合、調定まで更正決定の情報は課税台帳に反映されません
か。

（５）以上を踏まえて、望ましいと考える調定データの連携を教えてください。
　ア．申告書の調定　：　即時／日次一括／月次一括／随時（職員任意）
　イ．更正決定・減免調定　：　即時／日次一括／月次一括／随時（職員任意）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・調定の連携頻度は、自治体により大きく「即時」「月次一括」に分かれることを確認しました。
・J市意見のように、自治体で選択できることが、幅広い自治体の運用に合わせるには望ましいと考えます。ただし、更正決定、減免については通知日をもとに
処理するケースを想定して、月次を基本としつつ即時処理をオプションとします。
・以上から、機能案を以下のとおり修正します。

【修正機能案：必須機能】
申告情報をもとに調定額を確定し、調定処理を行えること。

申告処理に係る調定は、設定により、即時・月次が選択できること。
更正決定処理、減免処理に係る調定は月次で収納システムに反映できること。

【修正機能案：オプション】
更正決定処理、減免処理に係る調定を、設定により、即時・月次が選択できること。

【修正機能案：必須機能】
申告情報をもとに調定額を確定し、調定処理を行えること。
申告処理に係る調定は、設定により、即時・月次が選択できること。
更正決定処理、減免処理に係る調定は月次で収納システムに反映できること。

【修正機能案：オプション】
更正決定処理、減免処理に係る調定を、設定により、即時・月次が選択できること。

＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、以下の意見があります。本件、法人WTの事前確認結果としては、以下のとおり
と想定しています。
・APPLIC税TFの意見を踏まえると、調定・収納連携のタイミングは団体意思というよりもパッケー
ジ仕様に委ねる形になると想定されますが、APPLIC税TF意見の＜理由＞１・２に対して、受け入れ
るべきか否か、その理由をご回答願います。

■法人WTの見解（案）
①月次調定・即時調定等は団体によって異なることから、本来的には標準システムとしてどちらの
パターンにも対応できることが望ましい
②更正・減免処理は月次で行うケースが最も多いことから、基本的には月次処理（入力の度に調定
反映されることは想定していない）

-----------------------------------------------------------------
＜APPLIC税TF意見＞
修正案の記載に変更に変更していただきたい。
＜理由＞
１．収納システムへ反映するタイミングは団体によって異なるため、標準仕様として、即時や月次
というタイミングまで記載するべきではないと考えます。
２．申告処理、更正決定処理、減免処理で収納システムへ反映するタイミングを分けることは一般
的ではないため。処理分けする必要はないと考えます。

■APPLIC税TF修正機能案
申告情報をもとに調定額を確定し、調定処理を行えること。
申告処理、更正決定処理、減免処理に係る調定は収納システムに連携されること。

・多くの構成員がAPPLIC修正意見を受け入れて良い（収納連携頻度は
団体ごとの設定ではなくパッケージの設計に委ねる）としています。
・したがって、調定のタイミングは定めない（月次・即時などはパッ
ケージ次第とする）こととします。

 【修正機能案：必須機能】
 申告情報をもとに調定額を確定し、調定処理を行えること。
 申告処理に係る調定は、設定により、即時・月次が選択できること。
 更正決定処理、減免処理に係る調定は月次で収納システムに反映できること。

 【修正機能案：オプション】
 更正決定処理、減免処理に係る調定を、設定により、即時・月次が選択できること。

【APPLIC修正意見】
申告情報をもとに調定額を確定し、調定処理を行えること。
申告処理、更正決定処理、減免処理に係る調定は収納システムに連携されること。

1070 7.1.2.

申告情報登録（更正決定・減免を含む）時に、調定年月が自動で初期設定されること。手動での変更もで
きること。

3.7.
3.12.
4.6.
4.11.

調定年月のマスタ管理は効率性・正確性の観点
から必須と考えています。
また、申告が早く来た法人などで調定年月の調
整することがあるため個別の手動設定もできる
ことが必要と考えます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を確定します。 申告情報登録（更正決定・減免を含む）時に、調定年月が自動で初期設定されること。手動での変更もできること。

1080 7.1.3.
減額調定の統計処
理

還付（減額調定）は、当該還付対象税額の納付年度をもとに自動で振り分けられること。統計資料には振
り分けられた金額で集計されること。

・過年度納付分が現年度で減額調定となったとき：歳出還付
・現年度納付分が現年度で減額調定となったとき：歳入還付

3.7.
3.12.
4.6.
4.11.

主に出納整理期間における歳入・歳出還付の取
扱いが団体により異なる可能性が考えられま
す。
システムの仕様として妥当性が高いものを考え
たいと思います。

以下の運用を確認した上で仕様を検討いたします。なお、法令上の出納整理期間の予算の取扱いと、実務上の運用が異なる
場合は、実務運用を優先してご回答ください。

＜確認事項＞
（１）歳入・歳出還付の判断
・調定日に応じて歳入・歳出還付が振分けられるという理解で良いでしょうか。又は、収納システムと連携して収納日で整
理していますか。（なお、標準仕様書は、法人住民税システムに収納機能を持つことを必須としません）

（２）出納整理期間の確定申告
・令和2年の予定申告を令和3年3月決算法人が5月末に申告した際に生じる還付金は予定申告のある令和2年度の歳入還付とし
て処理していますか。（令和2年度に確定申告があり、令和3年4月に減額更正が行われたようなケースも同様）
・あるいは、確定申告書の調定日をもとに新年度の歳出還付で処理していますか。

（３）歳入・歳出還付の選択
・仮に出納整理期間に、歳入還付が発生する場合は、システム上で歳入還付と歳出還付を判定、又は申告処理ごとに選択で
きますか。その場合は収納システムのデータと整合を取れていますか。

※上記を確認した上で、システム対応可否などをAPPLIC税TFへ照会することを想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・本要件は、出納整理期間を加味した歳入・歳出の振分け機能ですが、「法人住民税システム」として実現できているシステムは多くないと想定しています。
（G市ように、「収納管理システム」で対応するケースが多いと想定）
・各構成員の運用も法人住民税システム外でのものと考えられるため、本機能は収納システム側の要件であるとして、法人住民税の仕様書からは削除します。

 還付（減額調定）は、当該還付対象税額の納付年度をもとに自動で振り分けられること。統計資料には振り分けられた金
 額で集計されること。

 ・過年度納付分が現年度で減額調定となったとき：歳出還付
 ・現年度納付分が現年度で減額調定となったとき：歳入還付

【削除】
 還付（減額調定）は、当該還付対象税額の納付年度をもとに自動で振り分けられること。統計資料には振り分けられた金
 額で集計されること。

 ・過年度納付分が現年度で減額調定となったとき：歳出還付
 ・現年度納付分が現年度で減額調定となったとき：歳入還付

1090 7.1.4.

市町村合併の対応として、合併日をまたぐ確定申告において予定申告での既納付額がある場合に還付
額を旧自治体へ分割入力できること。合併日をまたぐ還付は歳出還付とできること。

3.7.
3.12.
4.6.
4.11.

市町村合併における、合併年度でのみ適用され
る要件です。現在、合併による不均一課税を実
施している自治体はないと認識しているため、
不要な機能と考えます。

本件、不要な機能と整理していますが、認識齟齬ないでしょうか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を確定（削除）します。  市町村合併の対応として、合併日をまたぐ確定申告において予定申告での既納付額がある場合に還付額を旧自治体へ
 分割入力できること。合併日をまたぐ還付は歳出還付とできること。

【削除】
 市町村合併の対応として、合併日をまたぐ確定申告において予定申告での既納付額がある場合に還付額を旧自治体へ分割
 入力できること。合併日をまたぐ還付は歳出還付とできること。

1100 7.1.5.
収納システムへの
課税情報受渡

課税情報（更正処理での調定変更を含む）を収納システムへ連携できること。 5.1. 収納システムへの連携機能であり、必須と考え
ます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を確定します。 課税情報（更正処理での調定変更を含む）を収納システムへ連携できること。

1110 7.1.6.

事業年度の変更を実施した場合は、収納情報の事業年度を一括で変更できること。 5.1. 収納システムへの連携機能ですが、調定のタイ
ミングで事業年度の情報が連携されると考えて
います。
また、過去の調定に関する事業年度の変更は無
いものと考えています。

＜確認事項＞
以下について、確認させてください。

・なぜその機能が必要かorなぜこの機能が書いていないのか（不要なのか、他の機能で賄われているのか）。

⇒必要性が確認できれば、具体的利用シーンに応じて要件の定義を検討します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜確認事項＞
・多くの団体が不要と回答いただいているため、基本的には不要機能と想定します。
・J市の運用シーンを確認させて頂きます。

【削除】
 事業年度の変更を実施した場合は、収納情報の事業年度を一括で変更できること。

1120 7.1.7. 課税データ管理

年度・年月を指定して登録した課税データ（CSVファイル）を抽出することができること。 5.7. 申告課税データの出力機能です。データを前提
にしており、申告データの出力・任意でのEUC
機能を含めてすべてのパッケージで対応できる
ものと認識しています。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を確定します。 年度・年月を指定して登録した課税データ（CSVファイル）を抽出することができること。

7.2. 調定表作成

1130 7.2.1. 調定表作成

調定表(現年度分、過年度分）を作成できること。調定表は、月計・年計を指定して集計できること。 5.7. 調定表の出力機能であり、月次での集計は必須
と考えます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を仮決定します。
※詳細は、別途帳票WTで確認します。

調定表(現年度分、過年度分）を作成できること。調定表は、月計・年計を指定して集計できること。

1140 7.2.2.

下記情報を含む課税情報をCSV出力できること。
・調定額（旧税率分＋新税率分）
・調定件数
・納税義務者数
・超過税額

5.7. 調定関係の情報をデータでも出力できる機能
は、統計資料（課税状況調、交付税資料）の定
型様式以外の情報を確認する際に、必要に応じ
て利用することから必須と考えています。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を仮決定します。
※詳細は、別途帳票WTで確認します。

下記情報を含む課税情報をCSV出力できること。
・調定額（旧税率分＋新税率分）
・調定件数
・納税義務者数
・超過税額

1150 7.2.3.

調定表作成時に、法人税割の超過税率分を計算できること。 5.7. 超過税率分を別で集計する機能は、統計上必須
と考えます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を仮決定します。
※詳細は、別途帳票WTで確認します。

調定表作成時に、法人税割の超過税率分を計算できること。

1160 7.2.4. 調定資料出力

以下を作成できること。
・調定件数集計表
・調定内訳表
・標準超過調定表（法人税割）
・税率別歳出還付集計表
・還付内訳書
・項目別調定表
・税率別月別調定表

5.7. 各種の調定集計ですが、どのような集計が必要
かは帳票一覧でも確認します。
具体的には、交付税資料、課税状況調で様式が
定まっていないものについて、システム仕様・
運用が変わると考えています。

※帳票一覧で詳細を確認します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を仮決定します。
※詳細は、別途帳票WTで確認します。

以下を作成できること。
・調定件数集計表
・調定内訳表
・標準超過調定表（法人税割）
・税率別歳出還付集計表
・還付内訳書
・項目別調定表
・税率別月別調定表

1170 7.2.5. 年間集計作成

月別・業種別（事業種目別）の調定額集計表（データ、紙）が作成できること。 5.7. 業種別の集計は統計上必須と考えています。 ※帳票一覧で詳細を確認します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を仮決定します。
※詳細は、別途帳票WTで確認します。

月別・業種別（事業種目別）の調定額集計表（データ、紙）が作成できること。

1180 7.2.6.

調定額集計表は調定年度ごと、期間（年月を指定）ごとに出力できること。 5.7. 調定額集計表の集計単位であり、必須と考えま
す。
なお、E市の「複数月を範囲指定して」抽出で
きる点について、検討項目とします。

＜検討項目＞
・調定額集計表（月別）について、単月ではなく、複数月を指定して集計する機能は必須でしょうか。理由も合わせてご教
示ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・複数月を選択しての調定額集計表の作成は、多くの団体が不要と回答しており、原則不要と想定します。
　→J市のご回答について、運用上必要と考えられる場合は、オプション機能化するかを検討します。

調定額集計表は調定年度ごと、期間（年月を指定）ごとに出力できること。 調定額集計表は調定年度ごと、期間（年月を指定）ごとに出力できること。
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資料1

仕様書たたき台（修正案）　※2020/9/8時点検討項目（論点案）　※2020/9/8時点機能名称 仕様書たたき台 追加確認の内容仕様書たたき台（修正案）要件の考え方・根拠 検討項目（論点案）
業務フ
ローと

検討項目（論点案）

1190 7.2.7.
調定シミュレー
ション

前年度の調定実績をもとに調定シミュレーションができること。シミュレーションの結果としての法人税
割額上位法人を一覧化できること。

5.7. 調定シミュレーションを行う機能です。勉他の
機能一覧に記載がありますが、この機能の運用
有無、要否、機能詳細について確認させてくだ
さい。

＜確認事項＞
（１）現行システムに本機能は実装されていますか。
（２）本機能が実装されている場合、
　ア．現在使用していますか。
　イ．使用している場合、様々な経済条件等を設定してシミュレーションができますか。
　ウ．使用していない場合、使用しない理由を教えてください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・多くの団体が不要と回答しており、原則不要と想定します。
　→J市のご回答について、運用上必要と考えられる場合は、オプション機能化するかを検討します。

【削除】
 前年度の調定実績をもとに調定シミュレーションができること。シミュレーションの結果としての法人税割額上位法人を
 一覧化できること。
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資料1

仕様書たたき台（修正案）　※2020/9/8時点検討項目（論点案）　※2020/9/8時点機能名称 仕様書たたき台 追加確認の内容仕様書たたき台（修正案）要件の考え方・根拠 検討項目（論点案）
業務フ
ローと

検討項目（論点案）

7.3. 交付税・課税状況調作成

1200 7.3.1. 各種統計資料作成

交付税関係資料の作成ができること。(全国統一様式含む)

［交付税資料１］
・法人税割に関する調（第1表、付表1、付表2）、調定額に関する調付表3、比較項目別納税者一覧・・・7
月及び12月～4月の各月作成
・増減理由に関する調（第1表分明細）
・資本金別集計表・・・6月及び12月作成

［交付税資料２］
・法人税割に関する調（第2表）、調定額に関する調付表4・・・5月及び6月作成
・増減理由に関する調（第2表分明細）
・法人税制に関する調・・・8月～11月の各月作成

［報告資料］※交付税資料１をもとに作成
・市町村民税法人税割の調定額等に関する調
・市町村民税法人税割額の高額納税義務者に関する調
・法人住民税高額納税法人上位100社一覧表
・市町村民税法人税割額の変動の大きい税義務者に関する調
・市町村民税法人税割額増減法人一覧
・法人住民税の調定額に関する調
・歳出還付をした法人に関する調
・外税控除をした法人に関する調
・法人税割種目別増減理由調
・法人税割種目計別増減理由調

［その他］※不均一課税対応
・不均一課税用調定済額調（不均一課税市町村）
・不均一課税用調定済額調の明細（不均一課税市町村）

7.1. 交付税資料の出力は必須ですが、統一様式以外
は出力要否が分かれると考えています。帳票一
覧でも確認します。

なお、対比表を確認すると、各自治体、各社で
「交付税資料」の範囲が異なると見受けられま
す。

もっとも種類が多いI市を参考に、W社の「法人
税割種目別増減理由調」「法人税割種目別計増
減理由調」を追加してたたき台を作成しまし
た。
どの帳票が必要か、過不足があるか、等につい
てご教示ください。

＜検討項目＞
・I市、W社を参考にしたたたき台について、以下の①～⑱で整理しました。以下の交付税資料で必須となる帳票をご教示く
ださい。不足があれば合わせてご教示ください。

※出力できるが利用していない、内容不明、EUCで対応可なども合わせてご教示ください。

［交付税資料１］
①法人税割に関する調（第1表、付表1、付表2）、調定額に関する調付表3、比較項目別納税者一覧・・・7月及び12月～4月
の各月作成
②増減理由に関する調（第1表分明細）
③資本金別集計表・・・6月及び12月作成

［交付税資料２］
④法人税割に関する調（第2表）、調定額に関する調付表4・・・5月及び6月作成
⑤増減理由に関する調（第2表分明細）
⑥法人税制に関する調・・・8月～11月の各月作成

［報告資料］※交付税資料１をもとに作成
⑦市町村民税法人税割の調定額等に関する調
⑧市町村民税法人税割額の高額納税義務者に関する調
⑨法人住民税高額納税法人上位100社一覧表
⑩市町村民税法人税割額の変動の大きい税義務者に関する調
⑪市町村民税法人税割額増減法人一覧
⑫法人住民税の調定額に関する調
⑬歳出還付をした法人に関する調
⑭外税控除をした法人に関する調
⑮法人税割種目別増減理由調
⑯法人税割種目計別増減理由調

［その他］※不均一課税対応　→不要と考えるため、仕様書たたき台にも記載しておりません。
⑰不均一課税調定済額調
⑱不均一課税調定済額調の明細

＜事務局見解＞
・要件を仮確定した上で、帳票WTで、具体的にどんな情報の集約が必要かを整理します。
・なお、現時点でEUC等の「集計用データ」の出力で足りる（帳票様式自体は不要）ものはご指摘ください。

＜事前確認結果＞
E市・J市：すべて必須（但し、EUCで抽出している帳票もある。⑰⑱は不要）
H市：①、②、⑨、⑪

交付税関係資料の作成ができること。(全国統一様式含む)

［交付税資料１］
・法人税割に関する調（第1表、付表1、付表2）、調定額に関する調付表3、比較項目別納税者一覧・・・7月及び12月～4
月の各月作成
・増減理由に関する調（第1表分明細）
・資本金別集計表・・・6月及び12月作成

［交付税資料２］
・法人税割に関する調（第2表）、調定額に関する調付表4・・・5月及び6月作成
・増減理由に関する調（第2表分明細）
・法人税制に関する調・・・8月～11月の各月作成

［報告資料］※交付税資料１をもとに作成
・市町村民税法人税割の調定額等に関する調
・市町村民税法人税割額の高額納税義務者に関する調
・法人住民税高額納税法人上位100社一覧表
・市町村民税法人税割額の変動の大きい税義務者に関する調
・市町村民税法人税割額増減法人一覧
・法人住民税の調定額に関する調
・歳出還付をした法人に関する調
・外税控除をした法人に関する調
・法人税割種目別増減理由調
・法人税割種目計別増減理由調

［その他］※不均一課税対応
・不均一課税用調定済額調（不均一課税市町村）
・不均一課税用調定済額調の明細（不均一課税市町村）

交付税関係資料の作成ができること。(全国統一様式含む)

［交付税資料１］
・法人税割に関する調（第1表、付表1、付表2）、調定額に関する調付表3、比較項目別納税者一覧・・・7月及び12月～4
月の各月作成
・増減理由に関する調（第1表分明細）
・資本金別集計表・・・6月及び12月作成

［交付税資料２］
・法人税割に関する調（第2表）、調定額に関する調付表4・・・5月及び6月作成
・増減理由に関する調（第2表分明細）
・法人税制に関する調・・・8月～11月の各月作成

［報告資料］※交付税資料１をもとに作成
・市町村民税法人税割の調定額等に関する調
・市町村民税法人税割額の高額納税義務者に関する調
・法人住民税高額納税法人上位100社一覧表
・市町村民税法人税割額の変動の大きい税義務者に関する調
・市町村民税法人税割額増減法人一覧
・法人住民税の調定額に関する調
・歳出還付をした法人に関する調
・外税控除をした法人に関する調
・法人税割種目別増減理由調
・法人税割種目計別増減理由調

 ［その他］※不均一課税対応
 ・不均一課税用調定済額調（不均一課税市町村）
 ・不均一課税用調定済額調の明細（不均一課税市町村）

1210 7.3.2.

課税状況調の集計表を作成できること。(全国統一様式)

・第1表　市町村民税等の納税義務者等に関する調
・第1表　市町村民税等の納税義務者等に関する調(総括表)
・第1表明細
　　　・補足調査表（その１・３）
　　　・補足調査表（その２）
　　　・均等割のみ納税義務法人の明細
　　　・法人均等割に関する調べ（調査表１２）
　　　・新設・廃止・区分変更表（調査表１２）
　　　・設立一覧
　　　・解休転一覧
　　　・異動一覧

・第32表　市町村民税の法人税割額の調
・第32表　市町村民税の法人税割額の調(総括表)
・第32表明細
　　　・内訳表
　　　・外国税額・仮装経理控除一覧
　　　・本社分一覧
　　　・12か月未満一覧
　　　・法人区分一覧
　　　・未申告法人一覧
　　　・廃止後に申告書提出一覧
　　　・事業年度相違一覧
　　　・その他一覧の出力機能

・第48表　市町村民税の法人均等割に関する調
・第48表　市町村民税の法人均等割に関する調(総括表)
・第49表　市町村民税の法人税割の分割法人に関する調
・第49表　市町村民税の法人税割の分割法人に関する調(総括表)

No.7_1,
2,4,6

課税状況調の各様式出力は必須と考えます。帳
票一覧でも確認します。

第1～49表の課税状況調べは必須と考えます
が、その他でもっとも詳細な記載をしているW
社の各種内訳表を検討項目として、どのような
明細が必要かを整理します。

たたき台は以下をもとに整理しています。

【第1表明細】（T社参考）
・補足調査表（その1・3）
・補足調査表（その2）
・均等割のみ納税義務法人の明細
・法人均等割に関する調べ（調査表12）
・新設・廃止・区分変更表（調査表12）

【第1表明細】（W社参考）
・設立一覧
・解休転一覧
・異動一覧

【第32表明細】（T社参考）
・内訳表
・外国税額・仮装経理控除一覧
・本社分一覧
・12か月未満一覧
・法人区分一覧
・未申告法人一覧
・廃止後に申告書提出一覧
・事業年度相違一覧
・その他一覧の出力機能

＜検討項目＞
・左記、たたき台に記載した第1表・第32表明細について、以下に整理しましたので必要な帳票をご教示ください。不足があ
ればご教示ください。

※出力できるが利用していない、内容不明、EUCで対応可なども合わせてご教示ください。

【第1表明細】
①補足調査表（その1・3）
②補足調査表（その2）
③均等割のみ納税義務法人の明細
④法人均等割に関する調べ（調査表12）
⑤新設・廃止・区分変更表（調査表12）
⑥設立一覧
⑦解休転一覧
⑧異動一覧

【第32表明細】
⑨内訳表
⑩外国税額・仮装経理控除一覧
⑪本社分一覧
⑫12か月未満一覧
⑬法人区分一覧
⑭未申告法人一覧
⑮廃止後に申告書提出一覧
⑯事業年度相違一覧
⑰その他一覧の出力機能

＜事務局見解＞
・要件を仮確定した上で、帳票WTで、①②⑨など具体的にどんな情報の集約が必要かを整理します。
・なお、現時点でEUC等の「集計用データ」の出力で足りる（帳票様式自体は不要）ものはご指摘ください。

＜事前確認結果＞
E市・J市：すべて必須（但し、EUCで抽出している帳票もある）
H市：①、②、③、④、⑨

課税状況調の集計表を作成できること。(全国統一様式)

・第1表　市町村民税等の納税義務者等に関する調
・第1表　市町村民税等の納税義務者等に関する調(総括表)
・第1表明細
　　　・補足調査表（その１・３）
　　　・補足調査表（その２）
　　　・均等割のみ納税義務法人の明細
　　　・法人均等割に関する調べ（調査表１２）
　　　・新設・廃止・区分変更表（調査表１２）
　　　・設立一覧
　　　・解休転一覧
　　　・異動一覧

・第32表　市町村民税の法人税割額の調
・第32表　市町村民税の法人税割額の調(総括表)
・第32表明細
　　　・内訳表
　　　・外国税額・仮装経理控除一覧
　　　・本社分一覧
　　　・12か月未満一覧
　　　・法人区分一覧
　　　・未申告法人一覧
　　　・廃止後に申告書提出一覧
　　　・事業年度相違一覧
　　　・その他一覧の出力機能

・第48表　市町村民税の法人均等割に関する調
・第48表　市町村民税の法人均等割に関する調(総括表)
・第49表　市町村民税の法人税割の分割法人に関する調
・第49表　市町村民税の法人税割の分割法人に関する調(総括表)

課税状況調の集計表を作成できること。(全国統一様式)

・第1表　市町村民税等の納税義務者等に関する調
・第1表　市町村民税等の納税義務者等に関する調(総括表)
・第1表明細
　　　・補足調査表（その１・３）
　　　・補足調査表（その２）
　　　・均等割のみ納税義務法人の明細
　　　・法人均等割に関する調べ（調査表１２）
　　　・新設・廃止・区分変更表（調査表１２）
　　　・設立一覧
　　　・解休転一覧
　　　・異動一覧

・第32表　市町村民税の法人税割額の調
・第32表　市町村民税の法人税割額の調(総括表)
・第32表明細
　　　・内訳表
　　　・外国税額・仮装経理控除一覧
　　　・本社分一覧
　　　・12か月未満一覧
　　　・法人区分一覧
　　　・未申告法人一覧
　　　・廃止後に申告書提出一覧
　　　・事業年度相違一覧
　　　・その他一覧の出力機能

・第48表　市町村民税の法人均等割に関する調
・第48表　市町村民税の法人均等割に関する調(総括表)
・第49表　市町村民税の法人税割の分割法人に関する調
・第49表　市町村民税の法人税割の分割法人に関する調(総括表)

7.4. 汎用データ抽出（EUC）

1220 7.4.1. EUC

EUC機能（汎用のデータ抽出機能）を有していること。
・任意の抽出条件を指定し、条件に該当するデータを抽出できること。
・テーブル結合によるデータ抽出もできること。
・抽出結果は、CSVなど加工可能なデータ形式で出力できること。
・任意の抽出条件を保存することができ、保存した条件でデータ抽出ができること。

7.6. 特に統計や内部帳票などで対応しきれない情報
を扱うことなどから、EUCにより任意にデータ
を抽出できる機能は必須と考えます。

また、各システムのテーブル構造に関わらず柔
軟にデータ抽出できること、内部帳票の代替と
して使用するために使用頻度が高いものを登録
する必要があることから、「テーブル結合」
「条件保存」も必須要件としています。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を確定します。
※地方税共同機構様ご指摘の点についても、原則としてシステム管理項目であるため抽出対象になります。

EUC機能（汎用のデータ抽出機能）を有していること。
・任意の抽出条件を指定し、条件に該当するデータを抽出できること。
・テーブル結合によるデータ抽出もできること。
・抽出結果は、CSVなど加工可能なデータ形式で出力できること。
・任意の抽出条件を保存することができ、保存した条件でデータ抽出ができること。

8. システム共通
8.1. 検索

1230 8.1.1. 検索照会

法人台帳情報、課税台帳情報を検索・照会できること。
・法人台帳情報は、異動履歴を含めて照会できること。
・課税台帳情報は、照会した法人について一覧表示が可能であり、一覧から個別の課税情報へ展開できる
こと。

基本情報、課税情報の検索照会機能です。課税
台帳では一覧で表示され個別申告内容を確認で
きる機能まで含めて必須と考えています。

なお、T社が検索結果→同一法人の設定の機能
を実装しています。これについて、機能の必要
性を確認させてください。

※関連機能：1.1.3.同一法人の重複登録チェッ
クで、同一法人チェック機能の詳細を確認

※T社の延滞金、還付加算金の計算は、収納WT
で定義する想定です。

＜確認・検討事項＞
（１）法人基本情報、課税台帳の検索機能、照会機能について、左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定し
ますのでご確認ください。

（２）T社の「同一法人の設定機能」について、以下必要な機能と理由をご回答ください。
　①同一法人の設定を、主となる法人を検索して行う機能
　②同一法人の設定を、登録済の法人一覧から選択して行う機能
　③同一法人リストを出力できる機能

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜追加確認事項＞
・（２）同一法人の紐づけ機能、について、利用するシーンを確認させてください。

１．同一法人を重複登録してしまった場合に、1.1.9.の「台帳削除」（課税情報がない場合）があれば、事実上は利用するシーンはありませんか？（法人住民税
システムの機能として必須ではない）
２．上記の場合でも、個人住民税「特徴事業所」など、他税目で利用している法人宛名と一致させることが望ましいため、同一法人管理は必須（宛名管理システ
ムとしての必須機能）

＜事務局見解＞
（１）検索・照会機能は、異論なしとして要件案を確定します。
（２）同一法人の紐づけ機能は、多くの団体が必要としていますが、上記追加確認事項を確認した上で用途を明確化します。（下記、必須要件案）

【同一法人管理機能（案）】
・該当の法人を検索して、同一法人の登録ができること。
・同一法人の登録をした法人をリスト等で確認できること。

法人台帳情報、課税台帳情報を検索・照会できること。
・法人台帳情報は、異動履歴を含めて照会できること。
・課税台帳情報は、照会した法人について一覧表示が可能であり、一覧から個別の課税情報へ展開できること。

【追加必須要件】
（同一法人管理機能：案）
・該当の法人を検索して、同一法人の登録ができること。
・同一法人の登録をした法人をリスト等で確認できること。

＜追加確認事項＞
・（２）同一法人の紐づけ機能、について、利用するシーンを確認させてください。

・同一法人を重複登録してしまった場合に、1.1.9.の「台帳削除」（課税情報がない場合）があれ
ば、事実上は利用するシーンはありませんか？（法人住民税システムの機能として必須ではない）

・上記の場合でも、個人住民税「特徴事業所」など、他税目で利用している法人宛名と一致させる
ことが望ましいため、同一法人管理は必須ですか？（宛名管理システムとしての必須機能）

・台帳削除は利用しない構成員が多いです。
・本件、宛名管理システムの要件ですが、今回の標準仕様では宛名管
理システムのWTがないため、法人宛名機能は法人WTで確認します。
・同一法人の管理機能は必須として定義し、宛名管理システムでの実
装を可とする旨を申し添えます。

法人台帳情報、課税台帳情報を検索・照会できること。
・法人台帳情報は、異動履歴を含めて照会できること。
・課税台帳情報は、照会した法人について一覧表示が可能であり、一覧から個別の課税情報へ展開できること。

【追加必須要件】
・該当の法人を検索して、同一法人の登録ができること。
・同一法人の登録をした法人をリスト等で確認できること。
※上記は宛名管理システムでの実装を可とする。

1240 8.1.2. 検索条件

法人名（カナ・漢字・アルファベット）、法人番号、法源番号、法人管理番号、所在地（本店(所在地が管
轄外も含む)・支店）、決算月、申告月、eLTAX利用者IDでの検索ができること。
清音化検索、あいまい検索ができること。

検索機能であり、使用頻度も高く必須です。
なお、検索項目が必要十分か、H市の「法源番
号」、U社の「決算月、申告月」の要否につい
て、確認いたします。

＜確認事項＞
仕様書たたき台にある検索項目①～⑧のうち、必須のものをご回答ください。その他に必要性が高い検索条件があればご回
答ください。

①法人名（カナ・漢字・アルファベット）
②法源番号
③法人管理番号、所在地（本店(所在地が自団体外も含む)・支店）
④法人番号（マイナンバー法に定める法人番号）
⑤決算月
⑥申告月
⑦eLTAX利用者ID
⑧代表者氏名　※8.1.5.に規定
⑨その他（　　　）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・事前確認結果を踏まえて、仕様書たたき台の検索項目を以下の様に整理します。

→法人名（カナ・漢字・アルファベット）、法人番号、 法源番号、法人管理番号、所在地（本店(所在地が管轄外も含む)・支店）、決算月、申告月、eLTAX利用
者ID、eLTAX納税者IDでの検索ができること。

＜事前確認結果＞
①法人名　：　B市、D市、E市、G市、H市、J市
②法源番号　：　G市
③法人管理番号、所在地　：　B市、D市、E市、G市、H市、J市
④法人番号　：　B市、D市、E市、G市、H市、J市
⑤決算月　：　G市、H市、J市
⑥申告月　：　G市、H市、J市
⑦eLTAX利用者ID　：　E市、G市、H市、J市
⑧代表者氏名　：　H市、J市
⑨その他（eLTAX納税者ID） →追加ご意見

法人名（カナ・漢字・アルファベット）、法人番号、 法源番号、法人管理番号、所在地（本店(所在地が管轄外も含む)・
支店）、決算月、申告月、eLTAX利用者ID、eLTAX納税者IDでの検索ができること。
清音化検索、あいまい検索ができること。

＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、以下のとおり修正意見がありました。
　事前確認事項で確認をさせていただいた項目と重複しますが、改めて下記項目について、検索条
件として必要か確認させてください。
①　所在地（本店(所在地が管轄外も含む)・支店
②　決算月
③　申告月
④　eLTAX利用者ID

----------------------------------------------------------
＜APPLIC税TF意見＞
【修正案】
・　検索項目から以下の項目を削除していただきたい。
　　、所在地（本店(所在地が管轄外も含む)・支店）、決算月、申告月、
　　eLTAX利用者ID
【理由】
・利用機会がない、または利用頻度が低いと想定されるため。

＜追加確認＞
必須項目としたものについて、
①所在地（本店・支店）・・・C,G,H,I市
②決算月・・・G,I市
③申告月・・・G市
④eLTAX利用者ID・・・G,K市

※①所在地・・・必須として残します。
※②決算月・・・電話等問合せ時に使うケースは少ないと考えます。
どのようなときに利用されますか。
※③申告月・・・法人検索では利用頻度が低いと考えます。
※④eLTAX利用者ID・・・1.1.13.で追加確認しています。これの結果
に基づき整理します。

→なお、上記はすべて法人番号の管理が促進されれば必須機能ではな
くなる可能性がある点、考慮事項になると考えます。

法人名（カナ・漢字・アルファベット）、法人番号、法人管理番号、所在地（本店(所在地が管轄外も含む)・支店）、 決
 算月、申告月、eLTAX利用者ID、eLTAX納税者IDでの検索ができること。
清音化検索、あいまい検索ができること。

【オプション】
・決算月
・申告月
・eLTAX利用者ID
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資料1

仕様書たたき台（修正案）　※2020/9/8時点検討項目（論点案）　※2020/9/8時点機能名称 仕様書たたき台 追加確認の内容仕様書たたき台（修正案）要件の考え方・根拠 検討項目（論点案）
業務フ
ローと

検討項目（論点案）

1250 8.1.3.

複合検索ができること。
（（例：氏名「○○建設」かつ住所が「A県B市」など））

検索効率の向上に資するものですが、利用頻度
や必要性を確認させてください。

＜確認事項＞
（１）複合検索は現行システムでも実装されていますか。
（２）実装されている場合、利用頻度は高いですか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・必須とは言えないが、検索効率の向上に寄与する機能との回答が見受けられます。
→本機能は、オプション機能として整理する想定です。

【オプション機能】
複合検索ができること。
（（例：氏名「○○建設」かつ住所が「A県B市」など））

【オプション機能】
複合検索ができること。
（（例：氏名「○○建設」かつ住所が「A県B市」など））

1260 8.1.4.

検索履歴を保持し、検索履歴から検索ができること。 検索効率の向上に資するものですが、利用頻度
や必要性を確認させてください。

＜確認事項＞
（１）検索履歴からの検索は現行システムでも実装されていますか。
（２）実装されている場合、利用頻度は高いですか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・各構成員、利用頻度は高いという回答でしたので、本件必須機能として定義します。

検索履歴を保持し、検索履歴から検索ができること。

1270 8.1.5.

法人代表者氏名での検索ができること。 代表者氏名での検索は、1.1.1.で代表者を台帳
管理している前提の機能です。

※8.1.2.で確認します。 ＜事務局見解＞
・8.1.2.で確認したとおり、不要要件として削除します。

 法人代表者氏名での検索ができること。 【削除】
 法人代表者氏名での検索ができること。

1280 8.1.6.

旧法人名、旧住所での検索ができること。
合併前法人名でも検索できること。

変更前の法人名で調査するときなど、旧法人名
での検索は一定程度あると思いますので、必須
機能と想定しています。
なお、D市が要求する「旧住所」での検索につ
いては必要性を確認させてください。

＜確認事項＞
旧住所での検索は必要でしょうか。理由・想定シーンも合わせてご回答ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・旧住所での検索は不要として、削除します。

旧法人名 、旧住所での検索ができること。
合併前法人名でも検索できること。

＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、旧法人名・合併前法人名による検索は利用機会が少ないことからオプションと
すべきとの意見がありました。
　旧法人名・合併前法人名による検索について、必須とすべきか否かについて、各団体の意見を伺
いたいと思います、必須とした場合、理由についてもご教示いただきたいと思います。

旧法人名・合併前法人名の検索要件
・必須・・・B,I市
・オプション・不要・・・C,D,E,F,G,H,J,K市

→実装していないパッケージへの実装を要求するものでは無いこと、
データ移行の阻害要因等にもならないと考えられるため、オプション
機能として定義します。

【オプション】
旧法人名での検索ができること。合併前法人名でも検索できること。

8.2. 台帳出力

1290 8.2.1. 法人索引簿作成

法人索引簿（一覧表）を出力できること。法人管理番号で範囲指定ができ、法人名五十音順で出力できる
こと。
法人索引簿には、法人基本情報（法人管理番号、法人名、住所、現況区分、決算期、法人区分など）を出
力できること。

・組織区分、法人区分、分割区分、業種区分、均等割号数の区分を指定可能なこと。
・設立、転入、収益事業開始、事務所等なし、解散、除却等の現況区分を指定できること。
・異動年月日で範囲指定ができること。
・連結、延長法人等の各種条件を指定できること。

法人索引簿は、多くの団体が要求、事業者も実
装しています。各種条件を指定して出力できる
ことは必須機能と考えます。

なお、一覧出力する目的を踏まえて、どのよう
な情報、抽出条件が必要かについて、検討項目
としています。

※たたき台は、索引簿に出力する情報として、
対比表から共通的に求めらていると考えられる
法人基本情報の基礎的情報を記載しています。
※抽出条件は、Y社の「異動年月日」での範囲
指定、様々な区分（組織・法人・分割・業種・
均等割号数）、連結・延長など個別に抽出して
整理するケースが考えられるもの、現況区分を
記載しています。

＜確認事項＞
（１）法人索引簿は利用されていますか。どのような目的で利用しているかもご教示ください。

（２）（必須の場合）法人索引簿の利用目的を踏まえて、出力すべき情報に過不足がないかご教示ください。（「など」と
は、列記される情報以外は拘らない、という意図です）

（３）様々な抽出条件を記載していますが、必要な条件設定に過不足がないかご教示ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・法人索引簿は、多くの団体が利用していない（又はEUCで問題ない）ため、不要機能として整理しました。

 法人索引簿（一覧表）を出力できること。法人管理番号で範囲指定ができ、法人名五十音順で出力できること。
 法人索引簿には、法人基本情報（法人管理番号、法人名、住所、現況区分、決算期、法人区分など）を出力できること。

 ・組織区分、法人区分、分割区分、業種区分、均等割号数の区分を指定可能なこと。
 ・設立、転入、収益事業開始、事務所等なし、解散、除却等の現況区分を指定できること。
 ・異動年月日で範囲指定ができること。
 ・連結、延長法人等の各種条件を指定できること。

【削除】
 法人索引簿（一覧表）を出力できること。法人管理番号で範囲指定ができ、法人名五十音順で出力できること。
 法人索引簿には、法人基本情報（法人管理番号、法人名、住所、現況区分、決算期、法人区分など）を出力できること。

 ・組織区分、法人区分、分割区分、業種区分、均等割号数の区分を指定可能なこと。
 ・設立、転入、収益事業開始、事務所等なし、解散、除却等の現況区分を指定できること。
 ・異動年月日で範囲指定ができること。
 ・連結、延長法人等の各種条件を指定できること。

1300 8.2.2. 申告索引簿作成

申告書データが一覧化された申告索引簿が出力できること。 申告索引簿は多くの事業者が実装していると想
定しますが、業務上はあまり頻繁に利用しない
と想定しています。

自治体の対比表にも記載がないため、必要性を
確認させていただきます。

＜確認事項＞
以下を確認させてください。

・なぜこの機能が書いていないのか（不要なのか、他の機能で賄われているのか）

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・EUC等で代替可能なものであり、専用の帳票は必要ないと判断しました。
・なお、I市の課税照会に関しては、8.1.1.の機能で対応可能と判断しております。

 申告書データが一覧化された申告索引簿が出力できること。 【削除】
 申告書データが一覧化された申告索引簿が出力できること。

1310 8.2.3. 法人台帳出力

法人ごとの基本情報（法人台帳）を出力できること。作成は一括でできること。
対象の台帳については、カナ氏名、法人管理番号の範囲指定で抽出できること。

台帳出力です。多くの団体が要求、事業者が実
装しています。照会時などに参照するケースが
あるため必須機能と想定しています。

なお、詳細な作成機能、抽出条件は検討項目と
します。（T社、Y社が条件設定を記載してい
る）

＜検討事項＞
（１）作成は、基本的に一括作成ですか。（法人台帳を個別出力するケースはあまりないか）
（２）抽出条件は、たたき台の「カナ氏名」「法人管理番号」範囲指定のみで問題ありませんか。過不足がある場合は理由
も合わせてご教示ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・キー情報として法人番号の利用を促進していく趣旨等からも、E市の「法人番号」による範囲指定を追加します。
・なお、E市の詳細な条件指定は、EUCでの対応も可能なことから、必須要件とまではしない想定です。

法人ごとの基本情報（法人台帳）を出力できること。作成は一括でできること。
対象の台帳については、カナ氏名、法人番号、法人管理番号の範囲指定で抽出できること。

法人ごとの基本情報（法人台帳）を出力できること。作成は一括でできること。
対象の台帳については、カナ氏名、法人番号、法人管理番号の範囲指定で抽出できること。

1320 8.2.4. 課税台帳出力

法人ごとの課税台帳を出力できること。作成は一括でできること。
対象の台帳については、調定年月、法人管理番号の範囲指定で抽出できること。

台帳出力です。多くの団体が要求、事業者が実
装しています。照会時などに参照するケースが
あるため必須機能と想定しています。

なお、詳細な作成機能、抽出条件は検討項目と
します。（T社、Y社が条件設定を記載してい
る）

＜検討事項＞
（１）作成は、基本的に一括作成ですか。（課税台帳を個別出力するケースはあまりないか）
（２）抽出条件は、たたき台の「調定年月」「法人管理番号」範囲指定のみで問題ありませんか。過不足がある場合は理由
も合わせてご教示ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・キー情報として法人番号の利用を促進していく趣旨等からも、E市の「法人番号」による範囲指定を追加します。
・なお、E市の詳細な条件指定は、EUCでの対応も可能なことから、必須要件とまではしない想定です。

法人ごとの課税台帳を出力できること。作成は一括でできること。
対象の台帳については、調定年月、法人番号、法人管理番号の範囲指定で抽出できること。

法人ごとの課税台帳を出力できること。作成は一括でできること。
対象の台帳については、調定年月、法人番号、法人管理番号の範囲指定で抽出できること。

1330 8.2.5. 税理士一覧

税理士情報と関与法人の一覧が出力できること。
関与法人一覧は、指定した税理士に関係づけされている法人が、税理士単位で確認できること。

関与税理士と税理士に紐づく法人の一覧は、対
比表でも事業者機能に多く記載されています
が、自治体の要求としてはC市のみ明確に定義
しています。

本機能の必要性について、詳細を確認させてく
ださい。

※システム上で、税理士情報をマスタ管理して
いる前提になります。

＜確認事項＞
以下について確認させてください。
（１）なぜこの機能が必要かorなぜこの機能が書いていないのか（不要なのか、他の機能で賄われているのか）

（２）その他に、具体的に明記すべき実装必須機能があるか。

＜事務局見解＞
・J市のみ必須との回答を頂いています。→他団体では不要だが、どのように利用されていますか。
・なお、本機能は税理士をマスタ管理している前提となります。税理士のマスタ管理が必須ではないとした場合に、運用上支障はありますか。
※仮にマスタ管理をしている場合は、EUC機能で法人一覧と税理士情報を出力すれば、専用の帳票は必要ありませんか。

※1.1.5.に合わせてオプション化しました。 【オプション】
税理士情報と関与法人の一覧が出力できること。
関与法人一覧は、指定した税理士に関係づけされている法人が、税理士単位で確認できること。

8.3. 保守機能

1340 8.3.1.

各種設定コードや産業分類等のメンテナンスができること。
外部帳票の通知者や公印データ等のメンテナンスができること。

管理情報、コードの一覧表が発行できること。

メンテナンス機能であり、必須と考えます。な
お、T社の管理情報、コード一覧などは、職員
だけでなくシステムエンジニアが利用するケー
スが多いと考えられます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を確定します。 各種設定コードや産業分類等のメンテナンスができること。
外部帳票の通知者や公印データ等のメンテナンスができること。

管理情報、コードの一覧表が発行できること。

1350 8.3.2. マスタ保守

法人税割、均等割の適用税率に対する適用期間を登録・修正等管理できること。
均等割ランクの条件設定、均等割税額の設定ができること。

税率設定機能であり、税率の正しい管理・計算
のために必須と考えます。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を確定します。 法人税割、均等割の適用税率に対する適用期間を登録・修正等管理できること。
均等割ランクの条件設定、均等割税額の設定ができること。

1360 8.3.3.

合併旧自治体毎の不均一課税のための登録・管理ができること。
新旧自治体の税率登録、段階的税率変更対応ができること。

合併自治体の対応であり、現在不均一課税を
行っている自治体はないと認識しているため、
不要な機能と考えます。

・本機能は不要と考えますが、認識齟齬ないでしょうか。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして、要件案を確定します。  合併旧自治体毎の不均一課税のための登録・管理ができること。
 新旧自治体の税率登録、段階的税率変更対応ができること。

【削除】
 合併旧自治体毎の不均一課税のための登録・管理ができること。
 新旧自治体の税率登録、段階的税率変更対応ができること。

1370 8.3.4.

法人台帳に登録する税理士のマスタ管理ができること。
税理士情報は、税理士番号、氏名、住所、電話番号を登録、修正、削除できること。

税理士をマスタ管理するケースでは必須となり
ます。1.1.の税理士関係要件で確認します。

左記の認識に問題がなければ必須機能として定義を想定します。管理項目（税理士番号、氏名、住所、電話番号）に過不足
がないかもご確認ください。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

＜事務局見解＞
・税理士をマスタ管理する前提の機能となります。他の要件の議論を踏まえて検討します。

※1.1.5.に合わせてオプション化しました。 【オプション】
法人台帳に登録する税理士のマスタ管理ができること。
税理士情報は、税理士番号、氏名、住所、電話番号を登録、修正、削除できること。

8.4. 他システム連携

1380 8.4.1.

宛名管理システムに法人基本情報を連携できること。 法人宛名が統合パッケージで管理されている場
合は、データの一元管理の観点から必須と考え
ています。
システム構成に依存しますが、必須機能を前提
としつつ、他税目の要件とも整合を取りながら
要件化します。

法人宛名も含めて統合管理をされている前提のもと、必須要件として定義を想定します。
なお、共通データベースなど連携方式は問わない想定です。

※その他に具体的に明記すべき実装必須機能はありますか。

※異論なしとして要件案を確定します。

8.5. その他（対象外）

1390 --- その他

--- ※突合先なしとして、標準仕様書への掲載対象
外とする想定です。
※収納・滞納機能は法人住民税システムの標準
化対象外としています。

※対象外

1400 ---

--- ＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、以下の要件をオプション追加すべきとの意見がありました。
・本件、以下の「要件の考え方・根拠」に記載されているケースは実際にあるのでしょうか。（本
来と異なる自治体が受け付けた時点で、eLTAX・紙の両方で法人基本台帳・課税台帳との不整合が
分かるのでは、とも思います）
・本件、予定申告の取消処理並びに調定減額処理の運用ケースをご確認いただき、必要か否か・そ
の理由をご回答いただければと思います。

------------------------------------------------------------------
＜要件の追加要望＞
カテゴリ　：2.2. 申告書登録・課税作成

追加したい行：2.2.26.　の後ろ

オプション機能：予定申告の取消処理を行えること。

要件の考え方・根拠：
市町村の境界近くに所在する法人の場合、予定申告書の送付を誤って本来とは異なる自治体に送付
してしまうケースがあります。
市町村がその申告書を受け付け、調定の締日を迎えた後に法人より取消の連絡が入った場合、単純
に予定申告データを削除してしまうと過去調定月の調定額に影響を及ぼしてしまう為、過去調定月
の調定額を変動させたくないケースも考慮し、当月分として新たに調定減額データを生成する「予
定申告の取消」機能をオプションとして提案します。

・APPLIC税TFの提示した事例に該当するケースは想定しがたいもの
の、義務のない法人から申告を受理した場合の取消はできる方が良い
という意見が見られました（E,G,H,I,J市）

・一方で、K市ご意見のように、確定申告等でも取消が必要であれ
ば、2.2.3.の修正案でご対応可能でしょうか。

→2.2.3.の修正案を必須要件化すれば、本件オプション追加する必要
はないと考えます。

※オプション追加不要

1410 ---

--- ＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、以下の要件をオプション追加すべきとの意見がありました。
・1.1.2.で削除した要件と同じ（個人住民税の特徴事業所等を想定）ですが、本件はオプション等
で必要な機能でしょうか。
→法人というよりも、宛名管理システムの要件ですが、各構成員の運用で特徴事業所等との紐づけ
管理の際に法人管理番号まで変えられているか、等運用や必要性に関してご意見を頂ければと思い
ます。

------------------------------------------------------------
＜要件の追加要望＞
カテゴリ　：1.1. 基本情報登録・修正

追加したい行：1.1.17.

オプション機能：法人管理番号を別の番号に変更できること。

要件の考え方・根拠：
法人住民税システムで使用している法人管理番号を、他税目で使用している「共通宛名の管理番
号」に変更したいという要望があります。
背景とすると、同一の法人に対し、できるだけ複数の宛名データを作成したくないという団体内の
都合があります。
業務システムとして必須ということではない為、オプションとして提案します。

・各構成員の現行運用をもとにすると、必要性が分かりづらいです
が、実装されているパッケージは存在する認識です。
・名寄・紐づけ管理ができれば重要性は高くないかも知れませんが、
宛名管理システムの実装方法は各社異なることから、全体整合が取れ
ることを条件にオプション機能として追加します。

→1.1.2.の要件に追記しました。

1420 ---

--- ＜追加確認事項＞
・APPLIC税TFより、以下の要件をオプション追加すべきとの意見がありました。
・構成員におかれては、システム間の調定ズレが発生するか、発生した場合はどのように対応して
いるかをご回答ください。
・その上で、オプション機能であれ以下の追加要望機能が実装されていることが有用であるか否か
について、ご意見をお願いいたします。

------------------------------------------------------------
＜要件の追加要望＞
カテゴリ　：7.2. 調定表作成

追加したい行：7.2.8.

オプション機能：収納システムと法人住民税システムで調定額に不一致が発生している法人を抽出
できること。

要件の考え方・根拠：
月次の事務として、収納システムと法人住民税システムの調定額比較を行う場合があります。
基本的には両者は一致するはずですが、収納担当者が収納システムの画面から調定額を変更してし
まった等、何らかの理由により差異が発生するケースがあります。
両システムの調定表の比較時に差異が発生した場合、対象のデータを特定するのに時間を要するこ
ととなるため、オプションとして当機能を提案します。

＜追加確認結果＞
・必須・・・なし
・オプション・・・E,H,I市
・不要or不明・・・B,C,D,G,J,K市

【確認事項】
①法人の調定は、課税台帳が原本である、という認識で良いでしょう
か（原則は収納側の調定が課税側に合わせる）
②収納システムとの差が発生する構成員に置かれては、どのような理
由で発生するかをご教示ください。（それを踏まえて、収納WTと調整
します）
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